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第１章 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

1. 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」第７条の規定に基づき、当社は、環境の保全の見地からの意見を求めるため、

環境影響評価方法書（以下、「方法書」という。）を作成した旨及びその他事項を公告し、方法書

及び要約書を公告の日から起算して１月間の縦覧に供するとともに、インターネットの利用により

公表した。 

 

(1) 公告の日 

平成 27 年７月１日（水） 

 

(2) 公告の方法 

① 日刊新聞紙による公告 

平成 27 年７月１日（水）付けで、以下の日刊新聞紙に「公告」を掲載した。〔別紙-１参照〕 

・神戸新聞（朝刊 17 面 全県版） 

・朝日新聞（朝刊 29 面 神戸阪神版） 

・毎日新聞（朝刊 22 面 神戸阪神版） 

・読売新聞（朝刊 32 面 神戸阪神版） 

・産経新聞（朝刊 22 面 神戸阪神版） 

・日本経済新聞（朝刊 39 面 大阪本社版） 

 

②上記の公告に加え、以下の「お知らせ」を実施した。 

・関係地域の広報誌等への掲載 

a. 神戸市広報紙ＫＯＢＥ ７月号 2015 年（平成 27 年）〔別紙-２参照〕 

b. 広報あしや 平成 27 年（2015 年）７月１日号 NO.1159 

・自治体（兵庫県、神戸市、芦屋市）及び当社ホームページへの掲載〔別紙-３，４，５，６

参照〕 

 

(3) 縦覧場所 

関係地域の自治体庁舎６か所、当社施設等２か所の計８か所にて縦覧を実施した。 

また、当社ホームページにおいてインターネットの利用により公表した。 

 

縦覧場所 所在地 

自治体庁舎 

兵庫県庁環境影響評価室（第３号館 12 階） 神戸市中央区下山手通５丁目 10 番１号 

神戸市役所自然環境共生課（３号館６階） 神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

神戸市東灘区役所まちづくり課（４階） 神戸市東灘区住吉東町５丁目２番１号 

神戸市灘区役所まちづくり課（４階） 神戸市灘区桜口町４丁目２番１号 

神戸市中央区役所まちづくり推進課（４階） 神戸市中央区雲井通５丁目１番１号 

芦屋市役所環境課（南館地下１階） 芦屋市精道町７番６号 

当社施設等 

神戸製鉄所コミュニティセンター 神戸市灘区浜田町４丁目１番 

ＢＢプラザ神戸 神戸市灘区岩屋中町４丁目２番７号 

 

インターネットの利用による公表 

・当社ホームページ上における下記のウェブサイトで方法書及び要約書を公表した。 

http://www.kobelco.co.jp/assessment/kobe/method.html 

・兵庫県、神戸市及び芦屋市のホームページから当社ホームページにリンクすることにより自

治体ホームページから方法書及び要約書を参照可能とした。 
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(4) 縦覧期間 

縦覧期間は、平成 27 年７月１日（水）から平成 27 年８月３日（月）までとした。 

自治体庁舎については土曜日、日曜日及び祝日は除いた。 

縦覧時間は、各縦覧場所とも９時から 17 時までとした。 

なお、神戸製鉄所コミュニティセンター、ＢＢプラザ神戸及びインターネットの利用による公

表については、平成 27 年７月１日（水）から平成 27 年８月 17 日（月）まで閲覧可能とした。 

 

(5) 縦覧者数 

①縦覧者名簿記載者数：  33 名 

（内訳） 

・兵庫県庁環境影響評価室（第３号館 12 階）   1 名 

・神戸市役所自然環境共生課（３号館６階）   5 名 

・神戸市東灘区役所まちづくり課（４階）   1 名 

・神戸市灘区役所まちづくり課（４階）   2 名 

・神戸市中央区役所まちづくり推進課（４階）  0 名 

・芦屋市役所環境課（南館地下１階）   2 名 

・神戸製鉄所コミュニティセンター   10 名 

・ＢＢプラザ神戸     12 名 

 

②方法書及び要約書を公表した当社ウェブサイトへのアクセス数：  1,111 回 

 

2. 環境影響評価方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第７条の２の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明会を開

催した。 

説明会の開催の公告は、方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

 

開催日時 開催場所 来場者数 

平成27年7月8日（水） 

 18時30分～20時38分 

灘区民ホール（神戸市灘区岸地通 1 丁目 1-1） 200 名 

平成27年7月11日（土） 

 14時00分～16時15分 

神戸朝日ホール（神戸市中央区浪花町 59） 153 名 

平成27年7月14日（火） 

 18時30分～21時00分 

東灘区民センター（神戸市東灘区住吉東町 5 丁

目 1-16） 

208 名 

平成27年7月17日（金） 

 18時30分～20時46分 

芦屋市民センター（芦屋市業平町 8-24） 123 名 

 

3. 環境影響評価方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第８条第１項の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を有する者の意

見書の提出を受け付けた。 

(1) 意見書の提出期間 

平成 27 年７月１日（水）から平成 27 年８月 17 日（月）（縦覧期間及びその後２週間）まで

受け付けた。なお、郵送の受付は当日消印有効とした。 

意見書用紙は、縦覧場所に備え付けるとともに当社ウェブサイトからも入手可能とした。 

 〔別紙-７参照〕 
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(2) 意見書の提出方法 

・縦覧場所に備え付けた意見箱への投函 

・当社への郵送による書面の提出 

 

(3) 意見書の提出状況 

提出された意見書の総数は 39 通（意見の総数：166 件）であった。 
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日刊新聞紙による公告 

 

○ 平成 27 年７月１日（水）掲載 

・神戸新聞（朝刊 17 面 全県版） 

・朝日新聞（朝刊 29 面 神戸阪神版） 

・毎日新聞（朝刊 22 面 神戸阪神版） 

・読売新聞（朝刊 32 面 神戸阪神版） 

・産経新聞（朝刊 22 面 神戸阪神版） 

・日本経済新聞（朝刊 39 面 大阪本社版） 

 

 

〔別紙-1〕 
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関係地域の広報誌等への掲載 

 

○ 神戸市広報紙ＫＯＢＥ ７月号 2015 年（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 広報あしや 平成 27 年（2015 年）７月１日号 NO.1159 

〔別紙-2〕 
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兵庫県ホームページ 

 

 

〔別紙-3〕 
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神戸市ホームページ 

〔別紙-4〕 
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9 

 



 

10 
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芦屋市ホームページ 

 

 

〔別紙-5〕 
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14 
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当社ホームページ 

 

 

 

〔別紙-6〕 
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意見書の様式 

意見書用紙 

 

神戸製鉄所火力発電所（仮称）設置計画 

環境影響評価方法書に対する意見書 

平成  年  月  日 

ご住所 〒                      

                           

ご氏名

ふ り が な

                        

連絡先                        

※環境影響評価法施行規則第 4 条の規定により、氏名及び住所（法人

その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の

所在地）は必ずご記入願います。 

 

環境影響評価法第 8 条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を、次のとおり提出する。 

意見の内容及びその理由 

 

（1 枚に記載しきれない場合は、裏面(続き)をご使用ください。） 

【備考】 

提出先：〒651-8585 神戸市中央区脇浜海岸通 2 丁目 2 番 4 号 

株式会社神戸製鋼所 電力事業企画推進本部 西日本電力プロジェクト部 宛 

（神戸製鉄所コミュニティセンター、BBプラザ神戸では、備え付けの意見書箱に投函できます。） 

提出期限：平成 27 年 8 月 17 日（月）まで(郵送は当日消印有効。意見書箱での受付けは午後 5 時まで。) 

【注】 

・ご記入いただいた個人情報は、環境影響評価法に基づく手続きだけに使用し、他の目的に使用する事はございません。 

・弊社では、個人情報保護の重要性を十分認識し、ご記入いただいた個人情報は適正に取り扱う事としております。なお、

ご記入いただいた意見内容に限っては、公表する可能性がありますので、予めご了承ください。 

〔別紙-7〕 
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意見書用紙（続き） 

 

 

意見の内容及びその理由 
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第２章 環境影響評価方法書について提出された環境の保全の見地からの意見の概要とこれに対する

事業者の見解 

 

「環境影響評価法」第８条第１項の規定に基づいて、事業者に対して意見書の提出により述べられ

た環境の保全の見地からの意見は 163 件であった。また、環境の保全の見地以外からの意見が３件あ

った。 

なお、提出された意見については、「1.環境全般」、「2.事業計画関係」、「3.大気環境全般」、

「4.水環境全般」、「5.動物、植物、生態系関係」、「6.景観関係」、「7.産業廃棄物関係」、「8.

温暖化関係」及び「環境の保全の見地以外からの意見」に分類し、原則、原文のまま記載した。 
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環境影響評価方法書について述べられた意見の概要と事業者の見解 

1.環境全般 

No. 意見の概要 事業者の見解 

1 縦覧場所を神戸市中央区・灘区・東灘区、芦

屋市に限定し、説明会もその地域に限定してい

るが、環境汚染物質はそのような狭い範囲でと

どまるものではない。10km圏内には、神戸市兵

庫区や西宮市も含まれ、20km圏内には神戸市長

田区・須磨区・垂水区・西区・北区、尼崎市、

宝塚市、伊丹市、大阪市までも含まれる。20km

圏内全ての行政区で環境影響評価方法書縦覧手

続きをやり直すべきである。 

環境影響評価方法書(以下、「方法書」とい

う。)手続きにおける方法書の縦覧、説明会の開催

については、「環境影響評価法」及び「発電所の

設置又は変更の工事の事業に係る計画段階配慮事

項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調

査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響

評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び

評価を合理的に行うための手法を選定するための

指針並びに環境の保全のための措置に関する指針

等を定める省令」（平成 10 年通商産業省令第 54

号）（以下、「発電所アセス省令」という。）に

基づき、対象事業に係る環境影響を受ける範囲で

あると認められる地域（関係地域）において実施

いたしました。 

関係地域については、「発電所アセス省令」第 18

条において、「一 対象事業実施区域及びその周囲

一キロメートルの範囲内の地域、二 既に入手して

いる情報によって、一以上の環境要素に係る環境影

響を受けるおそれがあると判断される地域」とされ

ております。 

本計画に関する事業特性と地域特性を踏まえ、

計画段階配慮事項として選定した環境要素の一つ

である大気質について、大気拡散予測を行った結

果、年平均値の最大着地濃度地点が対象事業実施

区域の北北東方向、約 5.7～6.2km付近（神戸市東

灘区内）であったこと、また、最大着地濃度の年

平均値はバックグラウンド濃度と比較して極めて

小さく、将来予測環境濃度は、環境基準に適合し

ていることから、大気質への影響は小さいものと

評価し、関係地域を対象事業実施区域である神戸

市に加え、神戸市東灘区に隣接する芦屋市といた

しました。 

方法書の縦覧については、「環境影響評価法」

第７条の１において、事業者は、公告の日から起

算して一月間、方法書及び要約書を関係地域内に

おいて縦覧に供する、とされていることから、本

計画においては、当社施設等に加え、兵庫県、神

戸市及び芦屋市の協力を得て、合計８か所で縦覧

を実施いたしました。 

説明会の開催については、「環境影響評価法」第

７条の２において、方法書の縦覧期間に、関係地域

内で方法書の記載事項を周知するための説明会を開

催しなければならない、とされていることから、説

明会に参加される方の参集の便を考慮し、神戸市３

か所、芦屋市１か所で開催いたしました。 

公聴会については、住民の要請に応じて、条例等

に基づき、環境影響評価準備書(以下、「準備書」

という。)手続きにおいて、兵庫県、神戸市が必要

性を判断した上で、開催されることとなっておりま

す。 

2 芦屋市で 17 日に行われた説明会で 7 項目の質

問を行いましたが、全てにおいてはぐらかした

り、当を得ない回答ばかりで、納得できないも

のでした。 

 西宮市で説明会をしない理由として、「東灘

区に最大濃度着地点があり芦屋市にも影響があ

る可能性があるから芦屋市を選定した」とのこ

とでした。 

 言い換えれば「西宮市にも最大では無いが濃

度着地している」「石炭火力発電所や製鉄所の

排ガス、大気汚染物質は 西宮市まで飛んで来

ている」と理解できます。 

 そうであれば「西宮市も影響がある可能性が

ある」として説明会を行い市民の理解を求める

必要があります。 

 準備書手続きでは公聴会が計画されることに

なっています。西宮市でも公聴会を行うことを

求めます。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

3 配慮書への兵庫県・神戸市意見書への事業者

の見解で「住民への充分な説明を行う」と方法

書に書いてあるが、説明会の開催日・運営・進

行に問題があり、住民への充分な説明とは言え

ない。 

◇住民説明会の参加者の多くは神鋼関係者と思

われる。スライドを使って説明したが印刷物を

資料として配布しないし、質問票への回答は、

神鋼の主張を一方的に述べるだけで、不十分な

回答に対する質疑応答をさせない。 

◇特に、芦屋市での説明会は、台風が直撃し警

報が発令され、土砂降りの雨風でJRは運休、私

鉄は間引き運転でダイヤはズタズタ、説明会会

場の中に設けられた避難所に市民が避難する中

を強行された。一般市民はほとんど参加できな

かった。 

説明会については、「環境影響評価法施行規

則」第３条の３において、「方法書説明会は、

できる限り方法書説明会に参加する者の参集の

便を考慮して開催の日時及び場所を定める」と

されており、当社はこれらを考慮して、開催日

については、平日の夜間及び土曜日の昼間に設

定し、開催回数については周辺地域内の住民数

や開催場所の収容人数など総合的に判断して設

定いたしました。 

説明会では、方法書に記載した内容をスライ

ドにし、ナレーションにて説明するとともに、

「方法書段階における説明会開催に関する留意

事項」（平成 25 年１月、環境省総合環境政策

局環境影響評価課）において、「要約書を一般

にわかりやすいパンフレット形式に整理し、方

法書説明会において活用する」とされているこ

とから、他社事例も参考に「方法書のあらま

し」を資料として作成、配布いたしました。 

質問票による質問の受付については、できる

限り多数の質問にお答えするとともに、質問の

内容や意味を正しく把握し、正確な回答ができ

る形式と考え、採用いたしました。 

芦屋市民センターでの説明会については、台

風の影響により、公共交通機関の遅れは発生し

ておりましたが、近隣にお住まいの方が来場さ

れることを考慮し、開催を決定いたしました。 

なお、当日は悪天候ではありましたが、123 名

の方に来場いただきました。 

4 この計画に関して、貴社は説明会を神戸市、

芦屋市の４ヶ所で開催されましたが、その運営

のあり方は許されるものではありません。ま

ず、この説明会に貴社の従業員を「さくら動

員」したのではないかという疑問がぬぐえませ

んが、次に説明会参加者に文書質問しか受け付

けない。そしてその質問に対して誰からの質問

も明らかにせず、一方的に回答し、再質問も認

めようとしない（再質問する雰囲気をつくらな

い）。 

これでは、初めから参加者の納得を得る姿勢

に欠いているといわざるを得ず、説明会を行っ

たというアリバイづくりに他なりません。期待

した参加者をバカにしたものであり、貴社の信

用にもかかわるものとも思います。改善し再度

やり直すべきです。 

質問票による質問の受付については、できる

限り多数の質問にお答えするとともに、質問の

内容や意味を正しく把握し、正確な回答ができ

る形式と考え、採用いたしました。 

各説明会においては、多数の質問を頂き、終

了予定時間を超過する状況でありましたが、全

ての質問に回答いたしました。 

質問者の情報については個人情報保護の観点

から住所（市又は区）のみ公表といたしまし

た。 

なお、当社が特定の従業員に対して参加を依

頼するような行為は行っておりません。 

 

5 本「方法書」は、行政機関での縦覧および神

戸製鋼所ホームページでの公表が行われている

が、著作権の問題があるとして公表は縦覧期間

内のみで、ホームページからダウンロードも印

刷もできない。電力会社やJパワーの意見公募で

はいずれも可能で、内容をきちんと検討するた

めにはごく当たり前の対応である。印刷もコピ

ーも可能にし、環境影響評価方法書縦覧手続き

方法書の縦覧期間については、「環境影響評

価法」第７条の１において、事業者は、公告の

日から起算して一月間、方法書及び要約書を関

係地域内において縦覧に供する、とされている

ことから、平成 27 年７月１日から平成 27 年８

月３日まで実施することに加え、縦覧期間終了

後も意見書の提出期間である平成 27 年８月 17

日まで、神戸製鉄所コミュニティセンター、BB
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をやり直すべきである。 プラザ神戸の２か所及び当社ホームページにて

方法書及び要約書を閲覧・公開いたしました。 

また、縦覧時間は各縦覧場所とも９時から 17

時まで（電子縦覧は常時アクセス可能）といた

しました。 

方法書の貸し出しについては、環境影響評価

法等に規定はなく、縦覧者の要望を受け、当社

の判断により実施したものであることから、公

表しておりません。 

方法書の複製等については、当社以外が作成

した地図等を含むことから、ホームページでの

公表にあたっては、無断複製等の著作権に関す

る問題が生じないよう留意する必要があると考

え、編集、ダウンロード、印刷等が出来ないよ

う措置をさせていただきました。 

また、地図等の省略については、内容に多く

の不備が生じることから、一部を省略して公開

することは考えておりません。 

なお、ダウンロードや印刷については、他社

方法書手続きの事例においても同様の措置をと

られていると認識しております。 

 

6 環境影響評価法第 8 条の規定に基づき、環境

の保全の見地からの意見を、次の通り提出す

る。 

住民への情報公開が十分行われておらず、環

境影響評価手続きの前提が崩れているため、最

初からやり直しを求める。 

◇配慮書・方法書のコピーもできない。ホーム

ページからのダウンロードも印刷もできない。

貸し出しをすることさえ公表していない。 

7 印刷ができない事を著作権としているが、み

ずから又は外注業者が記載した部分も含め印刷

を不可能にしている。短時間の閲覧なら、詳細

なことを見られないことを目指した行為であ

る。神鋼の環境・社会報告書 2015 には「コンプ

ライアンスに基づく公正で健全な企業活動」と

しているのに、2006 年に行ったデータ改ざん事

件の反省がなく、都合の悪い環境データはでき

るだけ、隠しておこうとの姿勢である。国土地

理院の地図が問題なら、その部分をはずしてPDF

は簡単に作成できる。公開すべきである。 

8 国土地理院の地図も含め印刷可能としている

事例は全国にはある。他の事例を参考にして全

部公開すべきである。 

9 情報公開について 

環境アセスメントにおいて公開される方法書

などの資料は、縦覧期間が終了しても閲覧でき

るようにするべきである。また、期間中におい

ても、印刷が可能にするなど利便性を高めるよ

う求める。 

10 

 

データの信頼性と第三者機関による調査(P.2-1) 

一般的な民間企業であれば法律に則って行う

環境アセスメントの調査には一定の信頼性が担

保されよう。しかし、神戸製鋼所は過去に意図

的な環境データ改ざん事件(※1)を起こしてお

り、社会的信頼性は未だない。信頼性を高める

ためには、過去にデータを改ざんした事実、経

緯、結果、対応履歴について目的(P.2-1)に記載

して、その反省に立った事業計画の作成を明記

しなければならない。また、神戸製鋼が行う環

境アセスメントに関わる調査に対しては、子会

社や関連・グループ企業に委託せず、中立的な

機関に委託しなければ信頼性はない。しかしな

がら、方法書に、調査開始前に委託先企業の役

員名簿、資本関係、事業上の関係性等を公表す

るなどが明言されていない。環境アセスメント

の制度的対応だけでなく、本調査において第三

者機関や地元環境団体による立会、定期的な立

ち入り調査など、多様な主体の意見を聞く場を

作らなければならない。(※1 製鉄所における

「ばい煙問題」 について (2006 年 6 月 22 日)株

式 会 社 神 戸 製 鋼 所 ホ ー ム ペ ー ジ 

 環境影響評価では、環境に影響を及ぼす事業

について、事前に事業者自らが、その事業が環

境に与える影響について、調査、予測及び評価

を実施し、環境の保全のための対策を検討する

とされています。 

調査、予測及び評価の項目は、大気環境、水

環境など自然的状況から社会的状況まで広範囲

にわたっており、専門的な技術を要することな

どから、実績のある専門業者に委託して実施し

てまいります。委託先については、準備書に記

載いたします。 

なお、環境影響評価手続きでは、国、県及び

市において、学識経験者などから構成される審

査会等で、専門的見地から審議いただくことに

なっており、調査結果等の客観性、信頼性は確

保されるものと考えております。 
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http://www.kobelco.co.jp/releases/2006/1175

990_14786.htm1 (2015 年 8 月 17 日時点) )  

 

11 本計画によって新たに発電所が建設された後

に、CO
2

排出量、硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊

粒子状物質、粉じん、重金属（水銀など）、光

化学オキシダント等の環境負荷データを毎日 1

時間単位で常時公開し、市民による当該データ

への容易なアクセスを確保する必要がある。そ

の場合、本計画事業者による工場の環境データ

改ざん事件が 2006 年に明らかになったことを踏

まえ、事業者が公開したデータに不正がないか

どうかを、発電所が稼働する数十年間にわたっ

て第三者がチェックし続けるための体制をどの

ように構築し、その運用に責任をもつのかを示

すべきである。 

チェックは、環境データをまとめた報告書を

外部専門家が定期的に調査するのみならず、専

門家が現場を視察し報告書のデータと現場の記

録の食い違いがないかを調査するなど、本事業

者が過去に故意に不正を行ったことがあるとい

う事実を踏まえた、万全の体制とする必要があ

る。 

神戸市との間で締結している「環境保全協

定」に基づき、神鋼神戸発電所を含めた神戸製

鉄所全体のばい煙発生施設で連続測定している

ばい煙排出濃度については、常時、神戸市へテ

レメータ送信しており、ご確認いただいており

ます。 

また、「環境保全協定」に基づき、毎年度、

神鋼神戸発電所を含む神戸製鉄所全体のばい煙

（発電所のばい煙中の水銀等重金属濃度を含

む）や水質の測定結果を「環境保全報告書」と

してとりまとめ神戸市に報告しております。報

告書の内容については、神戸市が元データとの

照合確認等、内容の検討を行うこととなってお

ります。更に、毎年数回、行政による立ち入り

調査が実施されております。 

情報公開については、当社の地域交流施設で

ある灘浜サイエンススクエア及び灘浜ガーデン

バーデンに情報公開端末を設置し、神鋼神戸発

電所の硫黄酸化物、窒素酸化物の排出濃度、取

放水温度差等のデータをどなたでもリアルタイ

ムでご覧いただけるようにしております。ま

た、月ごとに神鋼神戸発電所及び神戸製鉄所の

環境測定データを取りまとめ、各月の情報につ

いて、下記の当社ホームページで公開しており

ます。 

http://www.kobelco.co.jp/about_kobelco/cs

r/information/index.html 

新設する発電所についても、運転開始以降は

同様の対応を行ってまいります。 

12 今後実際の環境測定に着手した場合には、い

わゆる生データ、大気であれば 1 時間値を公開

してください。また、分析のチャートも記録し

公開してください。 

 今後実施する調査、予測及び評価は、環境影

響評価業務において実績のある専門業者に委託

して適正に分析、評価を実施いたします。 

 現況調査のデータは膨大かつ専門的であるこ

とから、データの整理、解析を行った上で予測

及び評価を実施し、準備書としてとりまとめ縦

覧いたします。 

13 

 

P2-1 の最後に「老朽・・最新技術の導入を促

進する」とあるが、生産の設備だけでなく環境

対策や、環境手続きでも最新技術を導入すると

のことでしょうか。 

方法書（P2-1）に記載しておりますが、石炭

は安定供給性や経済性に優れた重要なベースロ

ード電源の燃料であり、環境負荷を低減しつつ

活用していくエネルギー源であると認識してお

ります。「東京電力の火力電源入札に関する関

係局長級会議取りまとめ」（平成 25 年４月 経

済産業省、環境省）において公表された「BAT 

(Best Available Technology，利用可能な最良

の技術)の参考表」（以下、「BATの参考表」と

いう。）に則した高効率な発電技術である超々

臨界圧(USC)発電設備を導入することで、燃料使

用量や排出ガス量などを低減することに加え、

国内最高レベルの環境対策設備を導入すること
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で、環境負荷の低減に努めてまいります。 

環境影響評価で用いる手法については、「発

電所に係る環境影響評価の手引」（平成 19 年 1

月改定、原子力安全・保安院）（以下、「発電

所アセスの手引」という。）に基づき、他の発

電所の環境影響評価において実績があり、信頼

性のある審査会等でも認められている手法を選

定しております。 

14 

 

増設 130 万kwだけで環境影響評価手続きを行

っているが、既設 140 万kwと合わせると 270 万

kwだ。270 万kwで環境影響評価手続きを行うべき

だ。 

煙突が接近して並んだ場合の環境に対する影

響についても調査する必要がある。 

 

神鋼神戸発電所については、設置にあたり

「発電所の立地に関する環境影響調査要綱」及

び「神戸市環境影響評価等に関する条例（平成

９年、条例第 29 号）」（以下、「神戸市条例」

という。）に基づく環境影響評価手続きを実施

した上で、平成 14 年度から平成 18 年度までの

５年間（1 号機稼働開始１年目から２号機運転開

始３年目まで）、「神戸市条例」に基づく事後

調査を実施して発電所稼働後の状況を確認し、

環境への影響は少ないものと評価しておりま

す。 

今回設置する約 130 万kWの石炭火力発電所に

ついては、「環境影響評価法」及び「電気事業

法」に基づき、環境影響評価手続きを実施して

おります。 

なお、今後実施する現況調査の結果には、神

鋼神戸発電所稼働による影響が含まれており、

調査結果を踏まえ、予測を実施することで、神

鋼神戸発電所の影響についても適切に評価でき

るものと考えております。 

15 P7-38 「二酸化炭素排出係数の調整は関西電

力に委ねる予定」とあるが、事業内容が不明確

な段階であるのならば、明確になった段階でア

セスをすべき。 

 

 

 

 

平成 26 年４月に、経済産業省および環境省が

公表した「東京電力の火力電源入札に関する関

係局長級取りまとめ」において、「環境アセス

メントにおける二酸化炭素の取扱い」が明確に

され、「電気事業分野における実効性ある地球

温暖化対策の枠組の下で二酸化炭素排出削減に

取組んでいくこととしている場合には、国の目

標・計画との整合性は確保されている」ものと

整理されました。また、目標達成の責任主体と

しては小売段階であることが明記されておりま

す。本計画においては、発電のために使用する

電力を除き全量を関西電力に卸供給する計画

で、二酸化炭素年間排出量約 700 万ｔのうち、

発電のために所内で消費する電力を除く送電電

力相当分の約 660 万ｔについては、関西電力が

電力業界の自主的枠組みに基づいて対策を実施

することになります。 

本年７月、国の「長期エネルギー需給見通

し」が公表され、これに基づき、電気事業連合

会加盟 10 社、電源開発株式会社（以下、「電源

開発」という。）、日本原子力発電株式会社

（以下、「日本原子力発電」という。）および

特定規模電気事業者（以下、「新電力」とい

う。）の有志 23 社が、電力業界の低炭素社会の

16 

 

P7-38 「二酸化炭素排出係数の調整は関西電

力に委ねる予定」とあるので、神鋼単独で事業

者として説明責任を果たせないのであれば、関

西電力も事業者とするべきで、神鋼単独では、

申請の用件を満たしていない。 
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実現に向けた新たな自主的枠組みを構築し、

「電気事業における低炭素社会実行計画」を公

表しました。この中で、電力業界の低炭素社会

実行計画目標として、「2030 年度に排出係数

0.37 ㎏- CO
2

/kWh程度(使用端)を目指す」とされ

ております。 

本計画においては、電力卸供給先である関西

電力を含む電力業界全体で、上記の目標を達成

すべく調整が行われるものと考えております。 

17 

 

人口が少なければ影響を受ける人も少ない

が、人口密集地が近傍にあるという、石炭火力

としては異例の立地条件であり、（神奈川の磯

子はもう少し人口密集地から離れ、地形的の近

傍に 1000 級の山はない）環境上は慎重な予測が

必要である。 

環境影響評価については、「発電所アセス省

令」及び「発電所アセスの手引」に基づき、本

計画に関する事業特性及び地域特性を踏まえ、

実施してまいります。 

本計画の策定にあたっては、都市部における

立地であると認識しており、また、対象事業実

施区域の北側には六甲山系が広がり、対象事業

実施区域の近傍には住居地域があること等を配

慮し、適切な環境保全措置を講じ、環境影響の

低減を図ってまいります。 

今後、調査、予測及び評価を実施し、その結

果を準備書に記載いたします。 

18 

 

リスクを考えると、何万人中一人のリスクと

いう言い方がありますが、半径 10km以内の人口

は他の石炭火力と比べ一番ではないでしょう

か。比較をしてください。同じ濃度であれば被

害を生じる人数は影響圏内の人口に比例しま

す。 

19 

 

公害問題に対して少からず、悪影響を及ぼす

危険性を共なうと思う。 

20 

 

この発電所はいわゆる 6 大都市（東京、横

浜、大阪、京都、神戸、）に新設する石炭火力

としては日本初めて、世界でも類のない事業で

はないでしょうか、人口密集地での石炭火力の

新設を選択したのは事業者ですから、したがっ

て日本一いや世界一の環境対策が必要と思いま

す。事業者は日本一、世界一どちらを目指すの

でしょうか。 

 

本計画の策定にあたっては、都市部における

立地であると認識しており、国が定めた「BATの

参考表」に則した高効率な発電技術である超々

臨界圧(USC)発電設備を導入するとともに、国内

最高レベルの環境対策設備を導入することで、

周辺地域への環境負荷を可能な限り低減してま

いります。 

なお、日本の環境対策技術は、世界的にみて

も最高レベルの技術を有していると考えており

ます。 

21 

 

煙突の高さを高くした場合の比較評価を実施

する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本計画により、硫黄酸化物、窒素酸化物及び

ばいじんが排出されること、また、神戸港と六

甲山の山並みが一体となった神戸らしい都市景

観の形成を目指す神戸市内での立地となること

から、ばい煙の拡散状況及び景観に配慮するた

め、発電設備等の構造（煙突高さ）について複

数案を設定いたしました。 

 煙突高さについては、計画施設供用後の煙突

位置が、神鋼神戸発電所の煙突よりも南側の配

置となることから、海側から見た六甲山の山並

みへの影響を考慮し、計画より 30ｍ低くした煙

突高さ 120ｍと、神鋼神戸発電所と同じ煙突高さ

150ｍ、また比較対象として計画より 30ｍ高くし

た煙突高さ 180ｍの３案について、計画段階環境

配慮書(以下、「配慮書」という。)において検

討を行いました。 

 煙突高さの検討については、複数案を大気

質、景観への影響の両面から、総合的に判断す

ることが重要と考えております。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 複数の煙突高さの違いによる大気質への影響

を把握するために実施した予測結果において

は、いずれの案についても、最大着地濃度の年

平均値はバックグラウンド濃度と比較して極め

て小さい結果となっております。また、煙突高

さによる大気質への影響の違いは、煙突高さが

高いほど極わずかに低くなる結果でありました

が、その差は軽微となっております。 

 一方、景観の観点からは、神戸港と六甲山の

山並みが一体となった都市景観が特徴の神戸と

いう地域性を考慮し、煙突高さについて配慮す

る必要があると考えております。 

 眺望景観への影響は、煙突高さ 120ｍ、150ｍ

180ｍの順に大きくなり、景観面から評価すると

煙突高さ 120ｍが最も影響が小さくなりますが、

大気質の面からは、少しでも着地濃度の低減を

図ること、加えて隣接する神鋼神戸発電所との

調和についても考え、総合的に判断した結果、

本事業における煙突高さについては、150ｍが適

切であると評価いたしました。 

 なお、煙突高さを含む複数案に係る検討結果

の詳細については、方法書(P8-5～6)に記載して

おります。 

22 意見内容 

今回の方法書は、本件地域が深刻な大気汚染

地域で多数の大気汚染公害被告者が存在するこ

と、地球温暖化問題が極めて深刻な状況にあ

り、石炭火力は二酸化炭素の多排出源で建設自

体が地球温暖化対策に逆行することなどについ

ての認識が、決定的に欠けていると言わざるを

得ない。 

そのことが、評価項目や予測・評価方法など

が不十分なこと、自治体の対策などとの整合性

についての検討がなされていないことの要因で

あり、本方法書は欠陥方法書と言わざるをえな

い。撤回して、再検討されるべきである。 

 

意見の理由 

１ 今回の１３０万ｋＷにのぼる石炭火力発電

所が計画されている地域（建設予定地の２０ｋ

ｍ圏内。以下、「本件地域」という）には、公

害健康被害補償法の大気汚染公害指定地域が多

数存在し、いまも多くの大気汚染被害者が存在

している地域である。 

大気汚染の状況も、今回の環境影響評価方法

書でも、本件地域の二酸化窒素は平成２５年の

測定値が環境基準の１時間値の１日平均値の下

限値（０．０４ｐｐｍ）を超えている測定局が

少なからずあり、浮遊粒子状物質も一般局の３

０局中１局が、自排局も１８局中１局が長期的

評価に適合しておらず、一般局の３０局中１局

が、自排局も１８局中４局が短期的評価に適合

本計画においては、都市部における立地であ

ること、また、石炭は環境負荷を低減しつつ活

用していくエネルギー源であることを認識し、

国が定めた「BATの参考表」に則した高効率な発

電技術である超々臨界圧(USC)発電設備を導入す

るとともに国内最高レベルの環境対策設備を導

入することで、周辺地域への環境負荷を可能な

限り低減してまいります。 

また、環境影響評価の実施にあたっては、

「発電所アセス省令」及び「発電所アセスの手

引」に基づき、本計画に関する事業特性及び地

域特性を踏まえ、環境影響評価項目並びに調

査、予測及び評価の方法を選定するとともに、

適切に調査、予測及び評価を実施し、準備書に

記載いたします。 

 

以下、意見の理由として記載されている内容

に対する見解を記載いたします。 

PM2.5 及び光化学オキシダントについては、

その生成メカニズムが十分解明されておらず、

精度の高い予測手法が確立されていないため環

境影響評価項目に選定しておりません。PM2.5 に

ついては、今後、国の動向を注視し、最新の知

見を収集するなど実態の把握を進め、精度の高

い予測手法が確立された際には、環境影響評価

の実施について検討してまいります。 

施設の稼働に伴う排出ガスについては、国内

最高レベルのばい煙処理施設を導入すること

で、PM2.5 及び光化学オキシダントの原因物質
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No. 意見の概要 事業者の見解 

していないとされ、ＰＭ２．５に至っては一般

局の有効測定日数局１３局のうち７局が、自排

局の有効測定局１３局全部で長期基準に適合し

ておらず、一般局の有効測定日数局１３局のう

ち１２局が、自排局の有効測定日数局１３局全

部で短期基準に適合していないとされている。

さらに、光化学オキシダントも全ての測定局で

環境基準の評価に適合していない。すなわち、

本件地域はいまも明らかに深刻な大気汚染地域

であることが認識されるべきである。 

今回の石炭火力発電所が建設されれば、評価

項目となっている硫黄酸化物、窒素酸化物、浮

遊粒子状物質、石炭粉じん、粉じん等、重金属

等だけでなく、近時大きな問題となっているＰ

Ｍ２．５は確実に増加するのである。 

また、地球温暖化問題は世界政治の重要な課

題となっており、世界的に二酸化炭素排出量

（ＣＯ
２

）排出量が多い石炭火力は漸減方向にあ

り、日本は、この間、石炭火力発電所を増設し

てきた特異な国である。京都議定書の議長国で

ありながら、石炭火力を増設してきたことによ

り、国内でのＣＯ
２

排出量を削減できなかったこ

とを思い起こすべきである。今回採用するとさ

れる「超々臨界圧再熱式貫流型」のボイラーで

あっても、他の石油やＬＮＧ火力に比べてＣＯ
２

排出量は格段に大きく、明らかに地球温暖化対

策に逆行する。 

ところが、「石炭火力発電所とした経過」で

は、今回の石炭火力計画は、「関西電力が、火

力発電所の高経年化への対応及び燃料費の削減

による経済性の観点から、・・・出力１５０万

ｋＷ分の火力電源を入札により募集」したの

で、神戸製鋼は「競争力の観点から事実上、石

炭火力が対象となる」、「操業ノウハウを活用

することで、安価な電力を安定して供給するこ

とが可能」と考えたので応札したとされ、大気

汚染公害や地球温暖化問題などの環境問題を考

慮した形跡がない。 

神戸製鋼は西淀川大気汚染公害裁判において

被告企業とされ、１９９２年３月に裁判上の和

解をした際には、関西電力などと一緒に、「現

在では環境問題は地球環境問題という昭和３０

年代、４０年代とは違った意味で重大な関心を

集めております。被告企業もそのような視野の

もとに、従来にもまして、周辺住民の方々へご

迷惑にならないよう環境対策に最大限の努力を

してまいるとともに、公害環境対策の内容につ

いて、皆様のご理解を賜るよう、より一層努力

する所存でございます」と公害被害者に謝罪を

した。もし、今回のような大気汚染設備を建設

するのであれば、現状の非悪化を原則として、

大気汚染物質やＣＯ
２

をこれ以上増やさないよう

となる硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんの濃

度及び排出量を可能な限り低減いたします。配

慮書に記載の予測結果では、排ガスによる大気

質への影響については、最大着地濃度の年平均

値はバックグラウンド濃度と比較して極めて小

さく、その寄与率は、二酸化硫黄 1.9％、二酸化

窒素 0.6％、浮遊粒子状物質 0.1％であり、排出

ガスによるPM2.5、光化学オキシダントの環境濃

度への影響は小さいものと考えております。 

施設の稼働に伴う水銀などの重金属等につい

ては、国が定める優先取組物質のうち、石炭に

含まれる微量物質で排煙として排出される可能

性のある、ヒ素及びその化合物(As)、ベリリウ

ム及びその化合物(Be)、クロム及びその化合物

(Cr)、水銀及びその化合物(Hg)、マンガン及び

その化合物(Mn)、ニッケル化合物(Ni)の６物質

について、調査、予測及び評価を実施する計画

としております。 

温室効果ガス等については、「発電所アセス

の手引」に基づき、施設の稼働に伴い発生する

二酸化炭素の排出量のみを対象としました。予

測及び評価の手法としては、同じく「発電所ア

セスの手引」に基づき、発電電力量あたりの二

酸化炭素排出量(以下、「二酸化炭素排出係数」

という。)及び年間総排出量を燃料使用量、燃料

成分から算出し、実行可能な範囲で回避又は低

減されているか、環境保全に対する配慮が適正

になされているか、また、「東京電力の火力電

源入札に関する関係局長級会議取りまとめ」と

の整合性が図られているかを検討してまいりま

す。 

 

自治体の対策等との整合性に関しては、対象

事業実施区域である神戸製鉄所並びに神鋼神戸

発電所は、従来より地元自治体である兵庫県の

立会のもと、神戸市と「環境保全協定」を締結

しており、この協定を遵守した計画として検討

していること、環境影響評価手続きの各段階で

兵庫県及び神戸市に審査いただくこととしてい

ることから、整合性は確保されるものと考えて

おります。 



 

29 

 

No. 意見の概要 事業者の見解 

な、対策（他の神戸製鋼の施設での削減対策な

ど）が講じられるべきである。 

神戸製鋼は、西淀川公害裁判の和解後、１４

０万ｋＷの石炭火力発電所を建設し、今回、こ

れに加えて１３０万ｋＷの石炭火力発電所を建

設しようとするもので、現状の非悪化を原則と

して、万全の公害・環境対策を施されることな

しには、建設は許されないことが認識されるべ

きである。 

 

２ 評価項目について 

環境影響評価の項目については、「発電所ア

セス省令（平成１０年、経産省令第５４号）」

も基づいて選定したとされる。 

大気質に関しては、硫黄酸化物、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質、石炭粉じん、粉じん等、

重金属等の微量物質とされ、「環境への負荷の

量の程度により予測及び評価されるべき環境要

素」として温室効果ガス等（二酸化炭素）があ

げられている。 

しかし、平成２１年９月に環境基準が設定さ

れたＰＭ２．５については、大気環境の状況に

はあげられているが、評価項目とされていない

ことは重大な問題である。前述のとおり、本件

地域のＰＭ２．５汚染は、環境基準の長期基準

では一般局の有効測定日数局１３局のうち７局

が、自排局の有効測定局１３局全部で適合して

おらず、短期基準では一般局の有効測定日数局

１３局のうち１２局が、自排局の有効測定日数

局全部で適合していないのである。 

ＰＭ２．５についても評価項目とし、その排

出量や削減対策について検討されるべきであ

る。 

また、ＣＯ
２

については、施設の稼働による排

ガスのみを検討対象としているが、燃料などの

運搬・搬入や発電所の建設、運用、廃棄等によ

っても、ＣＯ
２

が排出されることは明らかであ

り、こうした要因からのＣＯ
２

排出も検討対象と

されるべきである。 

 

３ 予測・評価の手法について 

環境影響評価方法書は、環境評価を行うため

に必要な事項を記載するものとされ、その中に

は「予測・評価の手法」も含まれている。 

環境評価の「予測・評価の手法」には、評価

の対象とされる項目についての現況だけでな

く、防止対策の内容、その効果が含まれ、また

評価の手法にはその地域における自治体などの

計画との整合性の検討が含まれるべきである。 

ところが、「ばい煙に関する事項」では、硫

黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんについて、排

出濃度と排出量が示され、環境保全措置につい
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No. 意見の概要 事業者の見解 

ては、脱硫装置、脱硝装置や集じん装置を設置

して、「濃度及び排出量を可能な限り低減す

る」とされ、「エネルギー基本計画での位置づ

け」では、「国内最高レベルのばい煙処理施設

を導入する」とされているが、具体的にどのよ

うな装置が設置されるのか、またその効果など

についての記載は無い。これでは、方法書の

「予測・評価の手法」について検討しようがな

い。 

また、ＰＭ２．５については、排出濃度や排

出量などの記載もなく、その低減対策について

もまったく記載がない。 

具体的な「ばい煙処理施設」やその低減効

果、他のばい煙処理施設との比較や、導入する

ばい煙処理施設を選定した理由なども記述され

るべきである。また、使用する石炭の種類によ

っても排出量は異なるはずであり、使用する石

炭の種類ごとの予測・評価も記述すべきであ

る。 

さらに、ＣＯ
２

については、「石炭を使用する

最新鋭の技術である超々臨界圧（ＵＳＣ）発電

設備を導入し、発電電力量当たりのＣＯ
２

排出量

を低減する」とし、現時点で想定される発電電

力量当たりのＣＯ
２

排出量は「約０．７７ｋｇ―

ＣＯ２／ｋＷｈ、ＣＯ
２

総排出量は約７００万ｔ

―ＣＯ
２

／年」とされている。導入するとされる

超々臨界圧（ＵＳＣ）発電設備やその低減効果

についても記載がない。導入するとされる超々

臨界圧（ＵＳＣ）発電設備やその低減効果、さ

らに既設の石炭火力に導入されている臨界圧発

電設備の内容やその効果についても明らかにす

べきである。さらに、他のＬＮＧ火力や石油火

力、再生可能エネルギー発電におけるＣＯ
２

排出

量と比較して、何故、石炭火力を選択したのか

についても明らかにすべきである。 

また、水銀を始め重金属についても、予測・

評価をすべきである。とりわけ、水銀について

は、平成２５年１０月に水俣病の発生地である

熊本県で合意されたことを踏まえ、法改正を待

つことなく、予測・評価を行い、対策が検討さ

れるべきである。 

 

４ 自治体との協定及び自治体の計画との整合性

について 

神戸市長の配慮書への意見書では、「既設の

発電所、製鉄所及び本計画の発電所を合わせた

大気汚染物質の総排出量等については、少なく

とも本市と締結している環境保全協定の協定値

を上回ることがないよう、環境保全対策に万全

を期されたい」としている。 

神戸市との環境保全協定では、発電所と製鉄

所が協定対象となっているのであり、本方法書
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でも、既設の発電所と製鉄所を合計した排出量

や対策の内容が記載されるべきである。また、

既設の発電所、製鉄所及び本計画の発電所を合

わせた大気汚染物質の総排出量が、神戸市との

環境保全協定の協定値を上回ることがないかど

うかも記述されるべきである。 

神戸市の２０１２年度のＣＯ
２

排出量は１１８

９万ｔで既設の神戸製鋼の石炭火力が少なくと

もその６割近くを占めていると思われる。神戸

市の２０１２年度ＣＯ
２

排出量は１９９０年比で

７．２％増であり、２０１１年２月に策定され

た「神戸市地球温暖化防止実行計画」の目標年

度である２０２０年度の目標排出量（８３０万

ｔ）を達成するためには、あと３５８万ｔの削

減が必要な状況にある。そこに、今回の石炭火

力で年間７００万ｔのＣＯ
２

排出量が加算される

ことになる。この神戸市の「神戸市地球温暖化

防止実行計画」との整合性についても予測・評

価がなされるべきである。 

また、兵庫県も平成２６年３月に策定した

「第４次兵庫県環境基本計画」で、「平成３２

年度の圏内温室効果ガス排出量を２００５年度

（平成１７年度）比で６％削減する」としてお

り、この兵庫県の環境基本計画との整合性につ

いても予測・評価がなされるべきである。 

23 方法書の抜本的見直し 

方法書には不備、不作為、未検討、未熟と判

断されるものが 10 項目 14 事項もある。本方法

書は、環境だけでなく社会全体に甚大かつ不可

逆的な変化を及ぼす施設のアセスメントである

にもかかわらず、不適格と言わざるをえない。

よって、1 年から数年延期し、抜本的な見直しを

求める。これでは、公害・健康被害者、近隣住

民、神戸市民、兵庫県民、近隣市町村民は誰一

人として不安の解消や納得はできない。       

本計画においては、「環境影響評価法」及び

「発電所アセス省令」に基づき、本計画に関す

る事業特性及び地域特性を踏まえ、環境影響評

価項目並びに調査、予測の方法を選定するとと

もに、適切に調査、予測及び評価を実施し、環

境保全措置の検討を行ってまいります。 

今後、環境影響評価の各段階で国、県及び市

にご審議いただいてまいります。また、発電所

稼働後には、「神戸市条例」に基づき事後調査

を実施する計画としております。 

24 １．温室効果ガスの排出について  

神戸製鉄所火力発電所(仮称)設置計画では、

稼働により年間 770 万t-CO
2

の排出が予想されて

います。「神戸市CO
2

レポート 2014」によれば、

神戸市における 2014 年度のCO
2

排出量は約 1,190

万t-CO
2

であり、発電所の稼働により現在の神戸

市全体のCO
2

排出量の 6 割以上が追加的に排出さ

れることになります。 

2011 年度以降、神戸市域でも電気使用に伴う

CO
2

排出量は増加しており、CO
2

排出削減の努力が

一層求められる状況と言えます。しかし、方法

書では「最新鋭の発電設備の導入により、発電

電力量当たりの二酸化炭素排出量を低減させ

る」旨(p.35)が述べられているだけで、CO
2

排出

総量を低減させる方策の可能性については何ら

述べられていません。地球温暖化対策において

重要なことは、温室効果ガス排出総量の抑制で

本計画において、現時点での二酸化炭素排出

係数は、約 0.77 ㎏-CO
2

／kWh、本排出係数によ

る二酸化炭素総排出量は、約 700 万ｔ- CO
2

／年

と想定しております。 

本計画の電力は、発電のため所内で消費する

電力を除き全量を関西電力へ卸供給いたしま

す。二酸化炭素排出量約 700 万ｔのうち、発電

のために所内で消費する電力に相当する約 40 万

t が当社の二酸化炭素排出量として神戸市の二酸

化炭素排出量に含まれます。送電電力に相当す

る約 660 万ｔの二酸化炭素排出量については、

卸供給先である関西電力の電力使用先の排出量

となることから、発電に伴って発生する二酸化

炭素排出量全量が神戸市の排出量となるわけで

はありません。現在稼働中の神鋼神戸発電所の

二酸化炭素排出量についても同様に取り扱われ

ております。 
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す。折しも山口県宇部市での石炭火力発電所新

設計画について、環境省は国のCO
2

排出削減計画

達成の観点から「是認しがたい」との意見書を

提出しています。石炭火力発電所の新設に際し

て、発生源に置けるCO
2

排出削減が社会的に強く

求められています。CO
2

排出削減は関西電力が行

うという、他の民間企業に責任を転嫁する対応

は許されるものではありません。仮にそれが許

されるとしても、関西電力から具体的なCO
2

排出

削減策が提示されない状況では、環境影響評価

法第一条にある「事業に係る環境の保全につい

て適正な配慮がなされることを確保」するとい

う目的は達成されません。 

神戸市ひいては全国の市民、事業者がどれだ

けCO
2

排出削減の努力をしても、この発電所の稼

働によりその努力は無駄となってしまいます。

このような事態を、神戸市長および兵庫県知事

が看過するならば、今後の地球温暖化対策推進

において大きな支障が出ると考えられます。 

CO
2

排出総量を抑制するための事業計画変更やカ

ーボン・オフセットなどの具体的方策を講じる

よう、市長意見および知事意見として強く求め

ていただきたいと思います。 

 

２．大気環境への影響について 

周辺地域では、微小粒子状物質(PM2.5)が環境

基準に適合していない測定地点が多くありま

す。国によるPM2.5 排出規制が未導入とはいえ、

PM2.5 による呼吸器系、循環器系疾患のリスク上

昇が認められています。大規模石炭火力発電所

によるPM2.5 濃度の上昇は諸外国でも問題となっ

ており、この発電所建設による周辺住民への健

康影響は強く懸念されるところです。今後、数

十年にわたる稼働によって排出され続ける大気

汚染物質により、住民の健康を脅かすような事

業計画を認めるべきではありません。今後導入

が検討されているPM2.5 排出規制を見越した抑制

策が必要です。PM2.5 排出量について環境影響評

価項目に含むよう、立地周辺地域住民の生命と

健康を預かる市長および知事の意見として強く

求めていただきたいと思います。 

 

３．水環境への影響について 

冷却水の取放水の温度差は「7℃以下」とあり

ますが、閉鎖性水域における 7℃の温度差は、海

域環境および海生生物への大きな影響が予想さ

れます。しかし、方法書では連続水温調査点は 1

地点しか設定されていません。1 地点だけのデー

タで周辺海域の水温変化が予測できるとは到底

考えられず、高温水の排出による環境影響は、

この方法書では評価することができません。市

長意見および知事意見として、連続水温調査点

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏- CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

 

PM2.5 については、精度の高い予測手法が確立

されていないため環境影響評価項目に選定して

おりません。 

今後、国の動向を注視し、最新の知見を収集

するなど実態の把握を進め、精度の高い予測手

法が確立された際には、環境影響評価の実施に

ついて検討してまいります。 

施設の稼働に伴う排出ガスについては、国内

最高レベルのばい煙処理施設を導入する計画と

し、PM2.5 の原因物質となる硫黄酸化物、窒素酸

化物、ばいじんの濃度及び排出量を可能な限り

低減いたします。配慮書記載の予測結果では、
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を大幅に増やし、その地点と地点数設定の科学

的根拠を示すよう強く求めていただきたいと思

います。 

 

以上の点から、この環境影響評価方法書には

不備があるため、発電所建設による重大な環境

影響を適切に評価し、環境を保全する対策を講

じることができません。さらに、これらの問題

点(特に１.と２.) はいずれも、計画段階環境配

慮書に対する環境大臣意見において指摘されて

いたにもかかわらず、方法書において十分な対

応がなされていない点です。 

したがって、この火力発電所建設計画につい

ての環境配慮書、および方法書が示す調査項

目・方法の重大な瑕疵に対して、根本的な修正

を求めます。 

排ガスによる大気質への影響については、最大

着地濃度の年平均値はバックグラウンド濃度と

比較して極めて小さく、その寄与率は、二酸化

硫黄 1.9％、二酸化窒素 0.6％、浮遊粒子状物質

0.1％であり、排出ガスによる PM2.5 の環境濃度

への影響は小さいものと考えています。 

 

海域及び海生生物への影響については、今

後、調査、予測及び評価を実施し、その結果を

準備書に記載いたします。 

定点水温連続測定の調査地点については、

「発電所アセスの手引」において、「調査地点

は原則として取放水口前面海域の１点とし、測

定深度は表層、中層及び下層とする。」とされ

ていることから、周辺海域の１地点において設

定しております。 

なお、取放水口前面海域を含む周辺海域の 52

地点において、水温の水平及び鉛直分布調査を

実施する計画としております。 

 

今後、環境影響評価の各段階で国、県及び市

にご審議いただいてまいります。また、発電所

稼働後には、「神戸市条例」に基づき事後調査

を実施する計画としております。 

25 ■環境保全協定 

 神戸市長は配慮書への意見書で、「既設の発

電所、製鉄所及び本計画の発電所を合わせた大

気汚染物質の総排出量等については、少なくと

も本市と締結している環境保全協定の協定値を

上回ることのないよう、環境保全対策に万全を

帰されたい」と述べているが、現行協定値は立

地条件を反映していない。協定値を見直した上

で再評価するべき。 

 「神戸市と締結している環境保全協定の値を

上回らない」（経産大臣意見）の言う「協定

値」は、既設発電所と製鉄所を合わせた排出量

となっており、高炉停止後は排出量が協定値を

下回るのは当然で、現行協定値での評価には意

味がない。既設発電所の排出削減を含めて総量

をどうやって減らすかの視点に欠ける。発電所

の新増設より協定値の見直しこそ最優先の課題

である。 

神鋼神戸発電所の設置にあたっては、当時の

国内最高レベルのばい煙処理施設を導入し、排

ガス中の硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんの

濃度及び排出量を可能な限り低減するととも

に、神戸製鉄所の焼結工場廃止や、加熱炉等の

燃料を重油から都市ガスへ転換を行いました。 

これらの環境保全措置を前提に、環境影響評

価を実施いたしました。 

「環境保全協定」は、環境影響評価の結果及

び関係行政における審査結果を踏まえ、神戸市

と当社がその内容について協議し、締結いたし

ました。 

その結果、神戸製鉄所全体からの硫黄酸化

物、窒素酸化物、ばいじんに関する年間総排出

量の協定値については、都市部に隣接した立地

であることから、当時の神戸製鉄所のばい煙排

出量の実績を踏まえた非常に厳しい値となって

おります。 

神鋼神戸発電所においては、運転開始以来、

環境影響評価書で記載した排出濃度より低い濃

度で操業を続けることでこの協定値を遵守して

まいりました。 

神鋼神戸発電所の「神戸市条例」に基づく事

後調査では、大気質に関し、発電所の稼働前後

で神戸製鉄所周辺の硫黄酸化物、窒素酸化物、

浮遊粒子状物質の環境濃度の変化は見られず発

電所稼働による影響は極めて少ないものと考え

ております。 
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従って、「環境保全協定」で取り決められて

いるばい煙の年間総排出量の協定値は、適切と

考えております。 

なお、本計画においては、施設の稼働に伴う

排ガスによる影響低減を図るため、国内最高レ

ベルのばい煙処理施設を導入し、排ガス中の硫

黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんの濃度及び排

出量を可能な限り低減いたします。加えて、本

計画に先立って実施する当社の鋼材事業の構造

改革に伴う神戸製鉄所上工程の加古川製鉄所へ

の集約により既設製鉄設備の一部を休止いたし

ます。これらにより、新設発電所稼働後もばい

煙の年間総排出量の協定値を遵守してまいりま

す。 

26 

 

積極的環境回復措置 

神戸製鋼所は環境データ改ざん事件以降、

2006 年 10 月に神戸市と環境保全協定を改訂し、

締結している(※2) 。この中で、公害防止対策

以外の環境保全活動を自主的に行うことが定め

られている(第 3 条 責務)。さらに、緑化や環境

の美化(第 14 条)、調査・研究(第 15 条)を掲げ

ており、環境アセスメントとミティゲーション 5 

原則の趣旨と照らし合わせれば、本事業によっ

て生じる環境への影響を回復、軽減、代償する

ために海域等において積極的に環境回復を講じ

ることが求められる。方法書では、これを試行

できるように必要な事前調査や項目などを立て

るべきである。 

(※2 環境保全協定の改訂について (2006 年 10

月 20 日)株式会社神戸製鋼所、 

http://www.kobelco.co.jp/releases/2006/1177

159_14786.html (2015 年 8 月 17 日時点) ) 

神戸製鉄所では、神戸市と締結している「環

境保全協定」に基づき、事務事業にかかわる活

動として省エネルギー・節水や低公害車の導入

等、製造及び物流に係る活動として省エネルギ

ー・省資源等に資する生産技術の採用や製品の

梱包及び物流の合理化等、その他の活動として

環境にやさしい技術や製品の開発、従業員への

教育や地域社会の環境保全活動への参画等な

ど、に取り組んでおります。 

本計画における環境保全対策としては、国が

定めた「BATの参考表」に則した高効率な発電技

術である超々臨界圧(USC)発電設備を導入するこ

とで、石炭使用量や排出ガス量の低減を図るこ

とに加え、国内最高レベルの環境対策設備を導

入することで、法や条例による規制基準を上回

る環境対策を実施いたします。 

環境影響評価の実施にあたっては、「発電所

アセス省令」及び「発電所アセスの手引」に基

づき、本計画に関する事業特性及び地域特性を

踏まえ、環境影響評価項目及び、調査、予測の

方法を選定するとともに、周辺地域の現在の環

境を的確に把握したうえで予測評価を実施し、

環境影響評価の各段階で国、県及び市にご審議

いただいてまいります。 

また、発電所稼働後には、「神戸市条例」に

基づき事後調査を実施する計画としておりま

す。 

27 配慮書への兵庫県・神戸市意見書への事業者

の見解で「環境保全協定を守る」と方法書に書

いてあるが、環境保全協定違反をしているのに

信用できない。 

平成 18 年に改訂した環境保全協定は、神戸製

鋼所の環境保全協定違反事件を契機に、「環境

管理体制整備等の強化、情報公開等の強化、地

域組織への説明等の新設、違背時の対応の強

化、その他」を盛り込んで改訂された。 

情報公開等の強化で神戸製鉄所と加古川製鉄

所の環境データをホームページで公開、24 時間

神戸製鉄所に係る環境データの公開について

は、平成 18 年の「環境保全協定」の改定時に、

連続測定を行うばい煙の排出濃度等を灘浜ガー

デンバーデン及び灘浜サイエンススクエアの入

口に設置したモニターにて情報公開することに

加え、ホームページによる公開、環境保全報告

書の縦覧、問い合わせ窓口の設置、地元地域組

織への説明会の実施による「情報公開等の強

化」を図り、運用しております。 

ホームページによる公開については、月ごと

に神戸製鉄所の環境データを取り纏め、公表し
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No. 意見の概要 事業者の見解 

電話対応を行っていたが、昨年 8 月以降今年の 5

月頃までできない状態になっていた。現在は、

検索窓に入力して検索すると閲覧できるが、ト

ップページからリンクをたどって閲覧できな

い。現在も実質上協定違反状態といえる。 

ております。新たに各事業所の環境データをホ

ームページに掲載する際には、インターネット

上で閲覧が可能であることを確認しております

が、2014 年度８月から 2015 年度５月において、

該当ページが閲覧不能になった事実は把握して

おりません。 

なお、ホームページについては、平成 27 年１

月 30 日に改訂を行いましたが、現在は、「当社

トップページ→企業情報「CSR」→環境経営→製

鉄所環境関連情報」から環境データをご覧いた

だけます。 

なお電話対応については、環境に関するお問

い合わせ窓口として、「環境フリーダイヤル｣を

開設（24 時間対応）しております。 

28 公害を起こした被告企業との認識と公表(P.2-1) 

神戸製鋼は、過去に製鉄所等から出される大

気汚染物質をめぐり大気汚染裁判で被告とな

り、結果、大気汚染被害者に謝罪し、和解した

企業である。謝って和解すれば以後は何をやっ

てもよいということではない。むしろ、この謝

罪と和解によって、二度と公害や環境破壊を発

生させないと誓ったことこそが重要である。に

もかかわらず、平成 18 年に環境データの改ざん

事件を起こしている。今回の新たな火力発電所

の建設を「最新の技術を使っているので昔のよ

うなことは決してない」という理由で安易に合

理化することは、謝罪・和解時の精神および予

防原則に著しく反する姿勢である。そうしたこ

とを目的 (P.2-1)に明文化すべきである。 

当社の西淀川公害訴訟の和解における基本認

識は、平成７年３月２日の「発言内容」で表明

したものと何ら変わるものではなく、むしろ、

この時に表明した内容を改めて深く認識したう

えで、今回の建設にあたって周辺住民の皆様に

ご迷惑をかけることのないよう配慮に努めてま

いりたいと考えております。こうした精神は、

「目的」には直接記載しておりませんが、事業

計画検討にあたり、十分に認識しております。 

今後、環境影響評価の各段階で国、県及び市

にご審議いただいてまいります。また、発電所

稼働後には、「神戸市条例」に基づき事後調査

を実施する計画としております。 

 

29 事業者は、CO
2

排出などに対する住民の懸念を

受けてパンフレットを作成することが報じられ

ているが、完成時期は本方法書の意見募集期間

後である可能性が高く、さらにウェブサイトに

も掲載しないとされている。これでは住民に対

する情報提供及び意見聴取の方法として不十分

であり、改善が必須である。 

環境影響評価手続きに基づき作成する図書を

要約したあらましとは別に、地元の皆様に、事

業計画等を、よりご理解いただくために、パン

フレットを作成する計画としております。 

パンフレットは、内容をより正しくお伝えす

るため、地元の皆様へ計画概要等を直接会って

説明する際の補足資料として使用を予定してお

ります。 
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2.事業計画関係 

No. 意見の概要 事業者の見解 

30 毎日の気候の状況は、本当に異常です。地球

の温暖化は目にみえています。 

・大量のCO
2

を排出する石炭火力発電の増設は中

止してください。欧米は石炭火力発電の凍

結・撤退も始まっています。日本は削減すべ

きなのに、新たな石炭火力発電の増設で温室

効果ガスを増やすことは世界の流れから逆行

です。 

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏-CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

火力発電の高経年化への対応という観点で

は、東日本大震災後、電力需給の逼迫、及び燃

料コスト増による電力コストの上昇が懸念さ

れ、従来以上に安定的かつ効率的な電力供給が

求められたことから、平成 24 年に東京電力株式

会社（以下、「東京電力」という。）が火力電

源の入札募集を行ったのを皮切りに、各電力会

社が火力電源の入札募集を実施いたしました。

入札募集にあたっては、国が募集に資するため

の基準を定め、また落札者の決定にあたっては

国の中立機関により審査されることとなってお

ります。 

31 神戸の電気は足りています。増設をやめて下

さい。 

32 原発が停止しても、停電のトラブルはありま

せん。住民の節電努力もすすんでいます。企業

宣伝のムダな電力使用をやめさせればまだまだ

充分に足ります。石炭火力発電は、まだまだ公

害物質を多く排出します。石炭火力発電の増設

はやめて下さい。灘区で長く住んでいて、過去

の煙害を多く経験しています。また、地球温暖

化からも増設はやめて下さい。 

33 貴社を含めて兵庫県で 4 新しい石炭火力発電

所は計画されていますとわかりましたが、なぜ

ですか？これらの発電所は、過去に汚染でだい

ぶ汚された地域に、さらに多くの汚染をもたら

すのは確実です。最近、石炭の王国である南ア

フリカを含めよその国では、石炭火力発電から

離れて移動しています。代わりに、彼らは、再

生可能エネルギーに投資しています。 

(http://mybroadband.co.za/news/energy/13247

6-south-africas-wind-and-solar-power-busts-

major-renewable-energy-myth.htmlをご覧くだ

さい)。 

兵庫県も日本国全体も未来志向のエネルギー

源に大規模投資する場合、それは私たちの健康

と我々の経済のためにはるかに良いでしょう。

兵庫県のエネルギーの消費者として、私たち

は、日本政治家をはじめ、企業も彼らの未来を

考えていると自分の子供に教えることができる

ような兵庫県のエネルギー政策に考え直して、

そして今回ご計画になった火力発電所をお諦め

になれば幸いと存じます。 

よろしくお願いいたします。  

34 １．石炭火力発電所そのものに反対。 

・国際社会からの批判 

ほとんどの先進国と中国などの国では、脱石

炭政策が進められている。政府だけではなく、

電力会社も石炭のビジネス・環境へのリスクを

慎重に考える。例えば、ドイツの大手電力会社

は、石炭を極端に減らす計画をたてている。そ

の中は、日本の政府と電力会社だけは石炭を推

進していることが目立つ。このままで進めてい

くと国民だけではなく、国際社会に批判を受け

ていくことは当然。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

・未来性(今後の規制) 

日本の政府は、国連で提示している、自分の

CO
2

排出量目標がある。電力会社も、近い未来、

CO
2

排出目標に向かって努力するように規制され

ることは予想される。先日発表したアメリカの

政策は、参考になるだろう。 

・燃料のコスト 

石炭の安価は短期的なものであり、計画中の

発電所が運転されると、供給と需要状況が大き

く変わる可能性は高い。なお、自給率の観点か

らもよくない。風力やソーラーなら、この問題

がないだろう。 

２．特に神戸製鉄所火力発電所設置に反対で

す。 

・大気汚染 

兵庫県の大気汚染は現在でも深刻です。本大学

のキャンパスから見える風景は、普段でも茶色

っぽい。これ以上悪くなることは、兵庫県の教

育機関、観光など、多くのセクターが影響がで

るだろう。北京のようなところに住みたい県

民、市民が少ないだろう。 

・住民への理念 

神戸製鉄所周辺の住民にすでに環境負担が大き

い。まず今までの責任に向き合う必要がある。

その上、この計画の健康システムへのコストを

計算し、その負担だれの責任であるかを明確に

することがアセスメントの一部であるべき。 

かかる状況の中で、平成 26 年３月に関西電力

が火力発電の高経年化への対応及び経済性向上

の観点から火力電源入札募集を行い、当社は神

鋼神戸発電所で長年培った大型石炭火力発電所

の安定操業のノウハウに加え、神戸製鉄所のイ

ンフラを有効活用した高効率な石炭火力発電設

備の導入を計画し、国の審査を踏まえた上で、

本年２月に落札し、同年３月に関西電力と電力

需給契約を締結いたしました。 

本計画においては、二酸化炭素の排出を抑制

するため、国が定めた「BAT の参考表」に則した

高効率な発電技術である超々臨界圧(USC)発電設

備を導入するとともに、電力需要地に近接した

立地とすることで送電エネルギーのロスを最小

限にすることができ、安価な電力を大量かつ安

定的に供給することで神戸市のみならず、阪神

地域の電力自給率の向上に寄与するものと考え

ております。 

また、超々臨界圧(USC)発電設備を導入するこ

とで、ばい煙排出量を低減し、さらに、国内最

高レベルのばい煙処理施設を導入することで、

硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんの濃度及び

排出量を可能な限り低減いたします。施設の稼

働による大気質への影響については、今後、調

査、予測及び評価を実施し、その結果について

は準備書に記載いたします。 

なお、当社においては、「環境に配慮した生

産活動」「製品・技術・サービスでの環境への

貢献」を環境経営方針の一つとしており、今後

も引き続き各産業界の低炭素社会実行計画に基

づいた生産性改善や高効率設備の導入、排熱回

収等の生産プロセスにおける省エネルギーへの

取組み、並びに、環境配慮型製品の開発普及に

より、地球温暖化防止対策に貢献してまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35 数十年前に学校で公害なき繁栄という授業を

想い出します。我が家でもあちこちに電気で動

いている家電があります。今、大量のCO
2

を排出

する石炭火力にたよらずに新しいエネルギーの

開発に力をそそいでほしいと思っています。 

子供の喘息が渦森台にあるという事も学習会

で知りました。 

石炭火力発電は健康破壊を引き起こす。増設

は止めて下さい。 

36 猛暑続きで、熱中症でたおれる人が続出。平

均二度上るというが、今年は特別あつい！地球

温暖化の問題は身近に感じます。アメリカでも

石炭火力発電所を廃止するニュースが出ていま

した。 

2050 年に温室効果ガス 80％削減、中期目標

2013 年 26％削減なのに、又新しく建設されると

はどういうことですか。 

政府も原発にたよらず＜再発やめろ＞、自然

エネルギーに全面的に切りかえるべきです。 

37 神戸の電気は足りています。増設は止めて下

さい。 

現在の２機で神戸の消費分の 70％を賄ってい

るとの説明がありました。新たに 130 万 kW の増

設は必要ありません。増設は神鋼のお金儲けの

ためでしかありません。１企業のお金儲けで公
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No. 意見の概要 事業者の見解 

害物質をばらまき、区民や近隣を犠牲にするこ

とは許せません。増設は止めて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38 貴社のトップメッセージに「環境保全につな

がる技術開発で、次代への成長を加速」「地域

の溶け込む企業市民を目指し」と述べている。

これらのことを真に実行する企業であるなら

ば、この石炭火力発電設備の設置そのものをや

め、日本社会の炭酸ガス排出量低減に寄与すべ

き。 

理由 この設備の償却を完了するまでに数十年

かかるものだが、今後の経営環境の変化を考え

ると、10 数年後には、全くの無駄な投資になっ

ていると予測できる。その頃にはこの設備が、

たぶん会社にとって、大変やっかいなお荷物に

なっている。つまり、その頃の炭酸ガスの排出

規制に対応することができず、処置に困ってい

ると推測できる。「配慮書への意見」において

同じ意見がでているが、貴社の見解は、平成 26

年に閣議決定された「エネルギー基本計画」

を、本案採用の根拠にしているとあった。 

 しかし、この閣議決定には、重要な問題点が 3

つ有る。それは、再生可能エネルギーの可能性

を低くしていることと、東電福島原発事故から

の教訓を活かさないで原発を再稼働させるとい

うこと、および、石炭火力発電を併せてベース

ロード電源にしていること。これらはいずれも

ヨーロッパなどの動向と逆の方向。間違ってい

る。経営者としては、将来動向を間違えてはな

らない。国の決定だからとして、無批判に従う

ことはあってはならない。2050 年の時点でのCO
2

削減のために、CO
2

回収技術で対応すると言う

が、確かに技術的には可能であるとおもわれる

が、経済的には、その頃には、再生可能エネル

ギーの技術がもっと進んで、石炭火力より遙か

に再生可能エネルギーが安く生産できるという

予測の方が的確である。すでに太陽光発電のコ

ストが大幅に低減されてきていることからも明

らかである。 

 なお、経営者自ら、IPCCの 5 次報告書をしっ

かりと学んでいただきたい。科学的な予測を理

解して、経営に活用すべき。経営者として、先

を見た戦略的見通しをしっかりと持つべき。 

39 石炭火力発電所の建設の問題について 

気候変動問題の緊急性 

昨今、早急な気候変動対策が求められてお

り、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 5

次評価報告書では、とりわけ石炭について、エ

ネルギーインフラ投資の在り方を変えていく必

要性が強調されているところである。2015 年 6

月にドイツで開催されたG7 サミットでも、気候

変動が最重要課題の一つと位置づけられ、「脱
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No. 意見の概要 事業者の見解 

炭素化（decarbonization）」をめざすことが首

脳宣言に盛り込まれた。 

そのような状況の中、天然ガス（LNG）発電の

約 2 倍のCO
2

を排出する石炭火力を新設すること

は、将来の気候変動へ甚大な環境影響を及ぼす

ことになる。よって、そのことを無視した本事

業の実施には反対する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 石炭火力発電の技術的限界 

今後建設される発電所は、少なくともLNG火力

が達成している約 350g-CO
2

/kWhというCO
2

排出原

単位を実現できる水準を満たすべきである。こ

の観点からすると、石炭火力発電はいかなる高

効率技術を用いてもこのレベルには到達しがた

い。再生可能エネルギーや高効率のLNG火力発電

など様々な発電方法がある中で、あえて最悪の

石炭火力発電所を新たに建設するという判断自

体が環境への配慮を著しく欠いていると言わざ

るを得ない。 

41 地球温暖化は人類の生存そのものを脅かす事

態となっています。世界各国が温室効果ガスの

排出量を 2010 年比で 40～70％削減に(2100 年に

はゼロに)取り組んでいます。 

国連は「産業革命から世界全体の気温上昇を２

度以内に抑える」として、大幅な温室効果ガス

の削減を求めています。日本でも 2050 年には温

室効果ガスの 80％削減（閣議決定）など明らか

にしています。 

地球温暖化防止のためには、大量のCO
2

を排出

する「石炭火力発電」の規制が求められます。 

ところが神戸製鋼さんは、先般の環境アセスメ

ントの説明でも全量関電に卸供給するので「二

酸化炭素の調整は関西電力にゆだねる」などと

無責任極まりない対応をされています。 

納得できません。  

神戸製鋼さんの技術力、資金力を生かせば地

球環境に負荷の少ない新エネルギーでの対応は

可能でしょう。安い石炭を使って地球環境を破

壊し、ぼろ儲けを追求する石炭火力発電は中止

して下さい。 

42 私は貴社の零細な株主の 1 人でもあり、貴社

の業績の向上を願っておりますが、地球環境を

破壊してまで、そうすることは賛成できませ

ん。 

そもそも貴社は「地球環境の保全が全ての生

命体に共通する最も重要な課題であり、より健

全な地球環境を次世代に引き継ぐことが私たち

の使命であると認識し」ていると強調しておら

れるではありませんか。 

神戸製鉄所の石炭火力発電所の増設計画は、

これまで以上に二酸化炭素を大量に排出し地球

温暖化をいっそうおしすすめるものです。地球

温暖化を防止するため、二酸化炭素の排出を減
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No. 意見の概要 事業者の見解 

らす、それも大幅に減らすことは、最も重要な

課題であることは論をまちません。計画は撤回

すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43 ･地球温暖化と神鋼石炭火力発電等々について。 

地球の平均気温の上昇を２℃未満に抑えなけ

れば人間もふくめて、動植物の生存が脅かさ

れ、種の絶滅さえ危惧される事態が刻一刻と迫

っていることについて、企業意識を離れて真摯

に考えてみて下さい。温室効果ガスの許容量も

現状のままに推移すれば、15 年後にはいっぱい

になると報告されている。だからこそ、世界中

の学者、研究者、専門家、各国政府が 2020 年以

降の温室効果ガス削減の方向性を打ち出すため

に、心血を注いでいる。温室効果ガスにはさま

ざまなものがあるが排出量では石炭燃焼による

ものが突出している。石炭火力発電は安定供給

性、経済性に優れているとする政府の「エネル

ギー基本計画」に呼応して、貴事業所は新たに

２基増設することを決定した。原発が全基稼動

が停止されても停電というトラブルは発生しな

かった。電気は足りているのだ。神戸市内の消

費電力の 70％を賄っていると自負しているが、

それが事実なら、新しく２基を増設する理由も

必要もなくなったのではないか。高炉廃止にな

っても、新しい施設が稼いでくれるなら御の字

や、と言った首脳陣の思惑どおり、儲けの為以

外のなにものでもないということだ。一企業の

儲けの為に公害物質をばらまき、灘区民の健康

を害する石炭火力発電、健康で、澄みきった

空、きれいな空気、見晴らしのいい景観の下

で、生きたい、という生存権を侵す石炭火力発

電の増設は中止すべきであり、認めるわけには

いかない。人間の知性からすれば、人類が生存

しつづける為には、いずれ原発も石炭火電も縮

少、廃止への道を辿ることになる。その時、企

業としてどうなさるのか。石炭火電のノウハウ

は負の遺産として残るだけです。 

 以上のことをふまえ、新しい石炭火力発電の

増設は中止して下さい。 
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44 今、地球温暖化を止めないと人類にとって大

変なことになる。世界でCO
2

削減に取組んでいる

中で日本では原発依存、石炭火力発電をベース

ロード電源として、環境アセスメントを緩和し

てでも強引に推進しようとしていることに大変

危惧を抱いています。 

 神鋼神戸製鉄所では、鉄を造るよりも１０倍

儲かるとして稼働中の 140 万ｋＷの石炭火力発

電所に加え、更に 3 高炉をはじめとする製銑製

鋼設備を止めて、跡地に 130 万ｋＷの石炭火電

建設を進めようとしている。 

大企業の社会的責任を自覚し、環境破壊につ

ながる石炭火電計画はきっぱり中止すべきであ

る！ 

風力、太陽光など再生可能エネルギーへの転

換を進めるべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45 国の 2050 年長期目標との整合性について 

日本政府は、第四次環境基本計画（2012 年 4

月 27 日閣議決定）において、2050 年に温室効果

ガス排出量を 80％削減させる目標を掲げてい

る。しかし、本計画が実行されれば、排出は減

らず、むしろ増えることになる。本事業が少な

くとも 30 年程度稼働することを考えると、こう

した国の目標と整合せず、本事業の正当性は認

められない。 

46 今、地球環境を守ることは、待ったなしで

す。 

大量のCO
2

を排出する石炭火力発電は増設しな

いで下さい。 

温暖化に伴なう異常気象は年々拡大し、集中

豪雨や土砂災害は深刻で大きな被害を生んでい

ます。私の友人は六甲山のふもと箕岡通りで杣

谷川の川沿いに住んでいます。 

一昨年の台風の大雨で家の裏庭が大きく崩

れ、なんとか家はたすかりましたが大雨や、連

続する長雨のたびに恐しくて、夜もねむれない

日々をすごしています。 

神戸の電力はたりていると説明をうけていま

す。私も節電につとめ、暮しの見直しもしてい

ます。企業の利益だけを追求する石炭火力発電

は増設しないで下さい。今やっている石炭火力

発電も早急に CO
2

排出のすくない天然ガス使用に

切りかえて下さい。 

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

47 温暖化に伴う異常気象が年々広がる中でどう

してそれを加速させるような石炭火力発電を増

やすのでしょうか？ 

国のエネルギー政策の方向性に沿ったものだ

と説明されましたが結果には責任持たないとい

う無責任さには腹が立つばかりです。 

企業として利益ばかり追求せずに、将来性も

考え少しでも地球環境にやさしい天然ガスへ燃

種転換を求めます。 
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さらに新エネルギー（再生可能）の開発に力

を入れていただきたいと思います。 

石炭火力発電増設絶対反対！！  

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏-CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

火力発電の高経年化への対応という観点で

は、東日本大震災後、電力需給の逼迫、及び燃

料コスト増による電力コストの上昇が懸念さ

れ、従来以上に安定的かつ効率的な電力供給が

求められたことから、平成 24 年に東京電力が火

力電源の入札募集を行ったのを皮切りに、各電

力会社が火力電源の入札募集を実施いたしまし

た。入札募集にあたっては、国が募集に資する

ための基準を定め、また落札者の決定にあたっ

ては国の中立機関により審査されることとなっ

ております。 

かかる状況の中で、平成 26 年３月に関西電力

が火力発電の高経年化への対応及び経済性向上

の観点から火力電源入札募集を行い、当社は神

鋼神戸発電所で長年培った大型石炭火力発電所

の安定操業のノウハウに加え、神戸製鉄所のイ

ンフラを有効活用した高効率な石炭火力発電設

備の導入を計画し、国の審査を踏まえた上で、

本年２月に落札し、同年３月に関西電力と電力

需給契約を締結いたしました。 

本計画においては、二酸化炭素の排出を抑制

するため、国が定めた「BAT の参考表」に則した

高効率な発電技術である超々臨界圧(USC)発電設

備を導入するとともに、電力需要地に近接した

立地とすることで送電エネルギーのロスを最小

限にすることができ、安価な電力を大量かつ安

定的に供給することで神戸市のみならず、阪神

地域の電力自給率の向上に寄与するものと考え

ております。 

また、大規模な発電所の燃料を天然ガスとす

る場合には、近傍にLNG受入基地が必要となりま

すが、神鋼神戸発電所、及び神戸製鉄所の操業

に影響を与えることなくスペースを確保するこ

とは困難であることから、発電所の燃料として

天然ガス火力を選択することは不可能と考えて

おります。 

48 「燃料をLNGガスで」という要求に対し、敷地

が狭いことを理由に拒否しているが、石炭サイ

ロをガスタンクにしてLNGを気化させるガス化設

備があれば良いだけだ。 

関電姫路LNG基地はタンク 2 つと付帯設備だけ

で、姫路第 1 と第 2 発電所へ燃料を供給し、ロ

ーリー出荷と大阪ガスへ託送しガス事業への本

格参入をしている。 

49 ｐ7-43 「LNG受入基地を・・・スペースを確

保できない」としているが更新ならば、場所の

制約は理由になるが、新設であるから、場所の

選択も含め事業計画を策定すべきで理由として

はおかしい。 

50 方法書（2.1）でこの石炭火力建設の目的は、

低炭素化に貢献し、安価な電力を供給するため

としている。この目的のためにこの石炭火力が

最適案であることを、ＬＮＧ火力など他の代替

案と比較して確認する必要。 

＜理由＞CO
2

削減は避けては通れない重大な環境

課題である。いったん発電所建設してしまって

から、目標達成が困難になることは許されない

からである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 石炭火力発電は健康に被害を及ぼし環境をも

破壊します。増設は中止して下さい。 

大量の石炭を燃やして排出する煙には公害物

質が含まれています。神戸新聞にも報道された

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用
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ように、PM2.5 は子どものぜん息をひきおこす率

を高めます。水銀や鉛などは人体に取りこまれ

ると、いろんな被害を生みます。近りんには住

宅が密集しており、健康被害が心配です。又、

最近のゲリラ豪雨の原因は地球温暖化によるも

のです。温室効果ガスを大量に排出する石炭火

力発電は、温暖化を促進させ異常気象などによ

る災害をまねきます。 

電気は足りているのですから、増設する必要

はないのではないでしょうか。石炭火力をへら

そうという世界の流れとも逆行しています。増

設中止を求めます。 

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏-CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

火力発電の高経年化への対応という観点で

は、東日本大震災後、電力需給の逼迫、及び燃

料コスト増による電力コストの上昇が懸念さ

れ、従来以上に安定的かつ効率的な電力供給が

求められたことから、平成 24 年に東京電力が火

力電源の入札募集を行ったのを皮切りに、各電

力会社が火力電源の入札募集を実施いたしまし

た。入札募集にあたっては、国が募集に資する

ための基準を定め、また落札者の決定にあたっ

ては国の中立機関により審査されることとなっ

ております。 

かかる状況の中で、平成 26 年３月に関西電力

が火力発電の高経年化への対応及び経済性向上

の観点から火力電源入札募集を行い、当社は神

鋼神戸発電所で長年培った大型石炭火力発電所

の安定操業のノウハウに加え、神戸製鉄所のイ

ンフラを有効活用した高効率な石炭火力発電設

52 石炭火力発電は環境破壊します。石炭火力発

電は大量の温排水を出します。海水温の上昇は

海の温暖化につながり、生物や植物にも影響を

与え、健康破壊を引き起こし、神戸市のイメー

ジも落ちます。煙突が増え異様な光景になり、

観光の街が公害の街に変わります。アメリカは

「気候行動計画」を発表し、環境保護庁が石炭

火力発電所の新設を実質的に規制し、海外での

石炭火力発電所の建設に融資しないことを提案

しています。 

ヨーロッパでも石炭火力発電所の建設には融

資できない措置がとられ、多くの国で炭素税の

導入も進んでいる欧米諸国は「脱石炭」この流

れにさからう日本の選択が問われています。 

石炭火力発電は止めて下さい。増設はぜった

いにやめて下さい。神戸の電気は足りていま

す。現在の２機で神戸の消費分の 70％を賄って

いるとの説明がありました。新たに 130 万kWの

増設は必要ありません。増設は神鋼のお金儲け

のためでしかありません。１企業のお金儲けで

公害物質をばらまき、区民や近隣を犠牲にする

ことは許せません。 

増設は止めて下さい。 

53 CO
2

を多量に排出する石炭火力発電所の増設に

は反対です。多量の温水を排出し近海の水温の

上昇を招きます。植物や生物にも悪影響を与

え、私達の健康破壊にもつながります。 

一方では干ばつ、一方では竜巻やゲリラ豪雨

それにともなう土砂災害など、温暖化が原因で

はないかと言われています。それなのに今何故

石炭火力なんでしょうか？再生可能エネルギー

の開発が必要なんじゃないでしょうか？太陽

光、風力、水力発電等をすすめるべきです。CO
2

だけでなく石炭火力発電所はいろいろな公害物

質を排出して喘息など健康破壊をもたらしま

す。 

神戸製鋼の利潤追求だけのために石炭火力発

電所を増設するのではありませんか？１企業利

潤追求のためだけに公害をバラマき、健康破壊

をすすめ、温暖化促進して環境破壊をまねくこ
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とは許されません。 

神鋼石炭火力発電所増設は絶対に反対です。  

備の導入を計画し、国の審査を踏まえた上で、

本年２月に落札し、同年３月に関西電力と電力

需給契約を締結いたしました。 

本計画においては、二酸化炭素の排出を抑制

するため、国が定めた「BAT の参考表」に則した

高効率な発電技術である超々臨界圧(USC)発電設

備を導入するとともに、電力需要地に近接した

立地とすることで送電エネルギーのロスを最小

限にすることができ、安価な電力を大量かつ安

定的に供給することで神戸市のみならず、阪神

地域の電力自給率の向上に寄与するものと考え

ております。 

また、超々臨界圧(USC)発電設備を導入するこ

とで、ばい煙排出量を低減し、さらに、国内最

高レベルのばい煙処理施設を導入することで、

PM2.5 の原因物質である硫黄酸化物、窒素酸化

物、ばいじんの濃度及び排出量を可能な限り低

減いたします。施設の稼働による大気質への影

響については、今後、調査、予測及び評価を実

施し、その結果については準備書に記載いたし

ます。 

 

排ガス中の水銀を含む重金属等の微量物質に

ついては、そのほとんどがばい煙処理施設にお

いて除去されます。排ガス中の水銀を含む重金

属等の微量物質の影響については、今後、調

査、予測及び評価を実施し、その結果について

は準備書に記載いたします。 

 

温排水については、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入し、排水量を可能な限り

低減いたします。また、取放水温度差を７℃以

下で放水することで、放水後直ちに周囲の冷た

い海水と混合して温度が低下し、海水温度の上

昇範囲は、神戸製鋼所表層の前面の近傍海域に

留まるものと考えております。温排水の拡散範

囲及び海域に生息する動物への影響について

は、今後、調査、予測及び評価を実施し、その

結果については準備書に記載いたします。 

 

なお、排ガスは、脱硫処理を行う過程で水蒸

気を含んだ状態となっており、大気温度、湿度

によっては水分が凝結して、細かな水の粒子と

なり、光が乱反射して特に冬季における大気温

度が低い朝方等には、白く見えることがありま

す。また光の当たる角度によっては、影により

一時的に灰色や、黒っぽく見えることもありま

す。 

54 高台にある私の家から火力発電の煙突からモ

クモク黒いけむりが出ているのが見えます。CO
2

の排出を世界中で削減しようとしているのに新

しくその原因となる火力発電を作るなど絶対止

めて欲しい。 

 地球温暖化による異常気候であちこちで災害

が起っています。 

原発、石炭火力発電は今すぐ中止すべきです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55 温室効果ガス(CO
2

)について、石炭は、化石燃

料の中で最も多くのCO
2

を出し、PM2.5 や水銀を

含む重金属類を排出する最悪の燃料である。超

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」
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超臨界圧発電設備でも 42～43％の熱効率しかな

く、CO
2

排出原単位は 770g- CO
2

/kWhで、二酸化

炭素総排出量は約 700 万t- CO
2

/年にもなる。既

存の発電設備で約 734 万t- CO
2

/年であることを

考えると、最新の設備を導入し、最新の環境対

策を実施すると言いながらも、さほど二酸化炭

素排出量は抑えられないことが分かる。LNGコン

バインドサイクル発電の熱効率 60％、CO
2

排出原

単位 327g- CO
2

/Kwhとは比べものにならない。

IPCC(国連気候変動に関する政府間パネル)第 5

次評価報告書は、「温暖化ガス削減は一刻の猶

予も許されない」と警告し、世界の国々が真剣

に温暖化ガス削減に取り組み、EU諸国やアメリ

カは石炭火電の縮小・廃止をめざしている。130

万kwの石炭火力発電設備が増設されると、既存

の 140 万kWとあわせ 270 万kwとなり、国内 2 番

目の規模となる。しかも、大気環境が非常に劣

悪な人口密集地で、阪神間の幹線道路が集中し

大型車両の交通量が非常に多く、小児喘息罹患

率も増加している地域に、大規模な石炭火力発

電設備を建設するのは、世界的にも例がない。

温暖化ガス(CO
2

)を「最新の設備を導入するため

できるだけ低減される」とだけするのは論外で

ある。許されるとすれば、リプレースの場合だ

けである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏-CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

火力発電の高経年化への対応という観点で

は、東日本大震災後、電力需給の逼迫、及び燃

料コスト増による電力コストの上昇が懸念さ

れ、従来以上に安定的かつ効率的な電力供給が

求められたことから、平成 24 年に東京電力が火

力電源の入札募集を行ったのを皮切りに、各電

力会社が火力電源の入札募集を実施いたしまし

た。入札募集にあたっては、国が募集に資する

ための基準を定め、また落札者の決定にあたっ

ては国の中立機関により審査されることとなっ

ております。 

かかる状況の中で、平成 26 年３月に関西電力

が火力発電の高経年化への対応及び経済性向上

の観点から火力電源入札募集を行い、当社は神

鋼神戸発電所で長年培った大型石炭火力発電所

の安定操業のノウハウに加え、神戸製鉄所のイ
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ンフラを有効活用した高効率な石炭火力発電設

備の導入を計画し、国の審査を踏まえた上で、

本年２月に落札し、同年３月に関西電力と電力

需給契約を締結いたしました。 

本計画においては、二酸化炭素の排出を抑制

するため、国が定めた「BAT の参考表」に則した

高効率な発電技術である超々臨界圧(USC)発電設

備を導入するとともに、電力需要地に近接した

立地とすることで送電エネルギーのロスを最小

限にすることができ、安価な電力を大量かつ安

定的に供給することで神戸市のみならず、阪神

地域の電力自給率の向上に寄与するものと考え

ております。 

また、超々臨界圧(USC)発電設備を導入するこ

とで、ばい煙排出量を低減し、さらに、国内最

高レベルのばい煙処理施設を導入することで、

硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんの濃度及び

排出量を可能な限り低減いたします。施設の稼

働に伴う排ガスによる大気質への影響について

は、今後、調査、予測及び評価を実施し、その

結果については準備書に記載いたします。 

なお、環境負荷の低減にあたっては、ばい煙

の年間総排出量の協定値を上回らないよう計画

するとともに、「神戸市条例」に基づく事後調

査を実施いたします。 

56 今年の夏は恐ろしいほど猛暑が続き、熱中症

で倒れる人が続出しています。その上に雨が降

れば記録的な豪雨、台風も次々と襲っていま

す。温暖化にもとづく異常気象は年々拡大し、

被害は増大しています。温暖化防止は待ったな

しです。温室効果ガスの大幅削減は世界的に一

致しています。これに応えて欧米は石炭火力発

電の凍結・撤退も始まっています。石炭火力発

電の増設で二酸化炭素の排出を増すことは、世

界の流れに逆行です。日本の電力も当面は火力

発電に頼りながら二酸化炭素や公害のない再生

可能エネルギーの開発・普及が急がれます。つ

なぎのための新設火力発電は、少し経費が高く

ついても二酸化炭素の排出の少ない燃料を採用

するのが常識ではないでしょうか。 

「国のエネルギー政策に沿ったものだ」「関

西電力の入札募集は火力電源の入札で燃料種の

指定はない。全量関西電力に卸供給するので二

酸化炭素の調整は関西電力に委ねる」などは無

責任すぎます。技術力、資金力がある御社は二

酸化炭素や公害物質の削減へ資金と力を投入さ

れることを期待して以下の意見を提出します。 

①130 万kWの石炭火力発電の増設中止を求めま

す。 

②現在稼働中の 140 万kWの石炭火力発電を天然

ガスへ燃料転換を求めます。 

③現在稼働中石炭火力発電からの水銀排出量を

① 平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネ

ルギー基本計画」では、石炭は「安定供給性

や経済性に優れた重要なベースロード電源の

燃料」と位置づけられ、「環境負荷を低減し

つつ活用していくエネルギー源」とされてお

ります。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長

期エネルギー需給見通し」では、「安全性、

安定供給、経済効率性及び環境適合を同時達

成するためには、バランスの取れた電源構成

とする必要がある」とされております。石炭

は、安定供給性、経済性に優れ、価格につい

ても他の燃料と比較して安価で安定して推移

しており、石炭火力はベースロード電源とし

て 2030 年度の電源構成の 26％程度を担うと位

置づけられております。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基

づき、本年末に予定されている COP21 を見据

えて 2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた

「日本の約束草案」が作成され、「2030 年度

に 2013 年度比▲26.0％の水準にする」との目

標が設定されました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削

減に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10

社、電源開発、日本原子力発電および新電力

の有志 23 社が、電力業界の低炭素社会の実現

に向けた新たな自主的枠組みを構築し、「電
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明らかにして、削減計画を示して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気事業における低炭素社会実行計画」を公表

しました。この中で、電力業界の低炭素化の

目標として、「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏-

CO
2

/kWh 程度(使用端)を目指す」とされてお

り、これは電力由来のエネルギー起源二酸化

炭素排出量にして、2013 年度比▲35％程度に

相当し、火力電源については、今後、高経年

化が進む中で、火力電源の高効率化が求めら

れていくものと考えられます。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向

けた実効性ある仕組みを充実できるよう、今

後も引き続き参加事業者の中で協議を進めて

いく。」とされております。 

火力発電の高経年化への対応という観点で

は、東日本大震災後、電力需給の逼迫、及び

燃料コスト増による電力コストの上昇が懸念

され、従来以上に安定的かつ効率的な電力供

給が求められたことから、平成 24 年に東京電

力が火力電源の入札募集を行ったのを皮切り

に、各電力会社が火力電源の入札募集を実施

いたしました。入札募集にあたっては、国が

募集に資するための基準を定め、また落札者

の決定にあたっては国の中立機関により審査

されることとなっております。 

かかる状況の中で、平成 26 年３月に関西電

力が火力発電の高経年化への対応及び経済性

向 上の観点から火力電源入札募集を行い、

当社は神鋼神戸発電所で長年培った大型石炭

火力発電所の安定操業のノウハウに加え、神

戸製鉄所のインフラを有効活用した高効率な

石炭火力発電設備の導入を計画し、国の審査

を踏まえた上で、本年２月に落札し、同年３

月に関西電力と電力需給契約を締結いたしま

した。 

本計画においては、二酸化炭素の排出を抑

制するため、国が定めた「BAT の参考表」に則

した高効率な発電技術である超々臨界圧(USC)

発電設備を導入するとともに、電力需要地に

近接した立地とすることで送電エネルギーの

ロスを最小限にすることができ、安価な電力

を大量かつ安定的に供給することで神戸市の

みならず、阪神地域の電力自給率の向上に寄

与するものと考えております。 

 

② 大規模な発電所の燃料を天然ガスとする場

合には、近傍にLNG受入基地が必要となります

が、神鋼神戸発電所、及び神戸製鉄所の操業

に影響を与えることなくスペースを確保する

ことは困難であることから、発電所の燃料と

して天然ガス火力を選択することは不可能と

考えております。 
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③ 本計画においては、国が定めた「BAT の参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨

界圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙

排出量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影

響低減を図るため、国内最高レベルのばい煙

処理施設を導入し、硫黄酸化物、窒素酸化

物、ばいじんの濃度及び排出量を可能な限り

低減いたします。 

また、排ガス中の水銀を含む重金属等の微

量物質についても、ばい煙処理施設におい

て、そのほとんどが除去されます。 

大気環境中の水銀濃度は、自治体が設置し

ている大気観測局で定期的に測定されてお

り、神鋼神戸発電所の周辺では神戸市が灘浜

局で測定しております。 

  2013 年度の平均濃度は 1.6ng/m

3

であり、国

の水銀の指針値 40ng/m

3

と比較して極めて小さ

くなっております。 

また、灘浜局の大気環境中の水銀濃度は、

神鋼神戸発電所の運転開始前３年間の平均濃

度が 2.3ng/m

3

であるのに対し、運転開始後

（2002～2013 年度）の平均濃度は 2.2ng/m

3

と

なっており、運転開始前後で大気環境中の水

銀濃度に大きな変化はございませんでした。 

なお、現在、水俣条約を踏まえた大気汚染

防止法の改正により、排出口での水銀の排出

基準の検討がなされております。今後、設定

される排出基準を踏まえて、適切に対応して

まいります。 

57 P2-1 の 2.1 対象事業の目的として「地元神戸

市の電力自給率の向上に貢献している」として

いるが、神戸市のいかなる計画に電力自給率の

向上が目標としているのか、一企業が自分の都

合のいいような計画が市議会や市役所で作った

ように見せているのではないか。 

神鋼神戸発電所については、阪神･淡路大震災

の国の復興特定事業に認定され、それまで大規

模な電源がなかった神戸市の電力自給率の向上

に貢献してまいりました。現在、神戸市は「環

境貢献都市KOBE」を目指しており、その達成の

ため 2020 年に向けた 20 のアクションプランを

策定しております。その中で神鋼神戸発電所は

市内のピーク時電力需要の約７割を賄える高効

率石炭火力発電所として位置づけられておりま

す。 

本計画においては、神戸市のみならず、阪神

地域の電力自給率の向上に寄与するものと考え

ております。 

58 P7-40 「安価な電力を供給する事で、地域経

済の更なる安定・発展に貢献」としてるが、こ

の手続きの説明会の対象が神戸市芦屋市である

から、両市の住民には関電の他の地域とは異な

る安価な電力が供給されるとのことでしょう

か。 

国の「長期エネルギー需給見通し」において

は、「電力コストを現状よりも引き下げること

を目指す」とされております。 

供給安定性、経済性に優れた石炭をベースロ

ード電源の燃料として使用することは、国のエ

ネルギー施策に則したものであり、関西電力管

内の電力コスト低減に広く寄与するものと考え

ております。 
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59 エネルギー需要の予測について 

今後、省エネ・再生可能エネルギーが普及し

ていくことや、本発電所が稼動する 2021 年度以

降には人口は減少に転じることが予測されてい

る。こうした影響を受けて、エネルギー需要が

さらに減少することを考えると、このような大

幅な設備増加は必要であるとは考えにくい。 

国の「長期エネルギー需給見通し」において

は、2030 年度には、経済成長等により総電力需

要の増加が見込まれておりますが、徹底した省

エネルギー対策を行ったとしても、現状とほぼ

同レベルで推移するものとされております。 

今後、火力発電所の高経年化が進行する中

で、高効率な火力発電の必要性はますます高ま

っていると考えており、本計画はその方向性に

沿ったものと考えております。 

60  第四次エネルギー基本計画との整合性について 

エネルギー基本計画における記述をもとに、

石炭は経済性に優れるとしているが、為替動向

の変化や、途上国を中心とする石炭需要の変化

などの石炭価格への影響は予測がつかない上、

国際的なCO
2

規制強化による炭素価格の上昇によ

って、石炭火力発電の経済性は低下する可能性

が高い。本事業の配慮書に対する意見のなか

で、経産大臣はCCSの導入に向けて二酸化炭素分

離回収設備に関する検討を行うことを求めてい

る。CCSが導入されれば事業の採算性は下がる可

能性があるが、その場合の経済性に関する見解

を示すべきである。 

「東京電力の火力電源入札に関する関係局長

級会議取りまとめ」において、「国は、当面

は、火力発電設備の一層の高効率化、2020 年頃

のCCS (Carbondioxide Capture and Storage，

二酸化炭素回収・貯留)の商用化を目指したCCS

等の技術開発の加速化を図るとともに、CCS導入

の前提となる貯留適地調査等についても早期に

結果が得られるよう取り組む。」とされてお

り、「商用化を前提に 2030 年までに石炭火力に

CCSを導入することを検討する。また、貯留適地

の調査や、商用化の目処も考慮しつつ CCS 

Readyにおいて求める内容の整理を行った上で、

出来るだけ早期に CCS Readyの導入を検討す

る。上記の検討状況については、随時、事業者

に対して情報を提供する。」とあります。 

また、本年７月にとりまとめられた国の「次

世代火力発電に係るロードマップ中間とりまと

め」では、CCSには経済的なCO
2

分離回収技術が不

可欠とされており、今後、検討が進められるも

のと考えられます。 

二酸化炭素回収・貯留の導入に向けて、国か

ら提供される経済性の観点も含めた検討結果や

技術開発状況等を踏まえ、必要な検討を実施し

てまいります。 

61 P2-11 交通に関する事項で、資材や石炭灰の搬

出については、海上輸送により運搬するとして

いますが、原料の石炭のことはなぜ記載してい

ないのか。 

原料の石炭の搬入については、方法書(P2-8)

の発電用燃料の種類において、既存の港湾設備

を利用して船舶より受け入れる旨記載したた

め、方法書(P2-11)の交通に関する事項において

は省略いたしました。 
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3.大気環境全般 

No. 意見の概要 事業者の見解 

62 大気への影響について 

大気汚染物質 

・硫黄酸化物 

硫黄酸化物は一般的に発電所の運転開始時、

終了時には排出が高濃度になることが想定さ

れ、発電設備によって違いが生じるので、主要

機種ごとに評価を実施する必要がある。 

また、使用する石炭の種類によっても汚染の度

合いが異なることが考えられる。低品炭を使用

すると高濃度になる可能性があるので、使用す

る可能性のある品種ごとに評価を実施すべきで

ある。硫黄酸化物の排出については、平均値だ

けでなく、最も汚染排出の度合いが大きいタイ

ミング（例えば、最も低い品質の石炭を最大の

稼働率で利用した場合や、低品位炭を用いて運

転を開始する時・終了する時など）についても

評価をすることが必要である。 

こうした排出は、環境基準値を下回れば良いの

ではなく、排出を最小化する技術選択を評価す

べきである。 

そのほか、他の固定発生源、周辺域を航行する

船舶などについて、季節変化を踏まえた総合評

価を実施すべきである。 

・窒素酸化物 

窒素酸化物は、一般的に発電所の運転開始

時、終了時には排出が高濃度になることが想定

され、発電設備によって違いが生じるので、主

要機種ごとに評価を実施する必要がある。 

また、使用する石炭の種類によっても汚染の度

合いが異なることが考えられる。低品炭を使用

すると高濃度になる可能性があるので、使用す

る可能性のある品種ごとに評価を実施すべきで

ある。窒素酸化物についても、平均値だけでな

く、最も汚染排出の度合いが大きいタイミング

（例えば、最も低い品質の石炭を最大の稼働率

で利用した場合や、低品位炭を用いて運転を開

始する時・終了する時など）についても評価を

することが必要である。 

こうした排出は、環境基準値を下回れば良いの

ではなく、排出を最小化する技術選択を評価す

べきである。 

そのほか、他の固定発生源、周辺域を航行する

船舶などについて、季節変化を踏まえた総合評

価を実施すべきである。 

・浮遊粒子状物質 

本方法書に示された大気質の状況によると、

浮遊粒子状物質は一般局 30 局中 1 局で短期的評

価・長期的評価ともに適合していない。また自

排局の短期的評価では 18 局中 4 局、長期的評価

では 18 局中 1 局の長期的評価が適合しない。微

小粒子状物質（PM2.5）は一般局 13 局中 12 局で

本計画においては、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理

施設(排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、集じん装

置)を導入することで、排ガス中の硫黄酸化物、

窒素酸化物、ばいじんの濃度及び排出量を可能

な限り低減いたします。 

加えて、当社の鋼材事業の構造改革に伴う神

戸製鉄所上工程の加古川製鉄所への集約によ

り、製鉄設備の一部を休止いたします。これら

により、神戸市との間で取り決めている神戸製

鉄所全体からの硫黄酸化物、窒素酸化物、ばい

じんに関する神戸市と締結している「環境保全

協定」の年間総排出量の協定値を新発電所稼働

後も遵守いたします。 

 

配慮書に記載の年平均値の予測結果では、排

ガスによる大気質への影響については、最大着

地濃度の年平均値はバックグラウンド濃度と比

較して極めて小さく、将来予測環境濃度は、環

境基準に適合していることから、大気質への影

響は小さいものと評価しております。 

なお、バックグラウンド濃度は、一般環境大

気測定局の５か年平均値を使用しており、神戸

製鉄所、神鋼神戸発電所のほか、周辺域の航行

船舶等の影響を含んだものとなっております。 

 

大気質の影響については、「発電所アセスの

手引」を参考に、本計画に関する事業特性及び

地域特性を踏まえ、今後、調査、予測及び評価

を実施し、その結果を準備書に記載いたしま

す。 

 

「発電所アセスの手引」においては、予測対

象時期等として、「発電所の運転が定常状態と

なる時期及びばい煙（硫黄酸化物、窒素酸化

物、ばいじん）に係る環境影響が最大になる時

期」とされております。 

窒素酸化物は、発電所の運転開始時に短時間

に高濃度が発生しますが、時間排出量は定格運

転時が最大となります。 

また、窒素酸化物は運転終了時に、硫黄酸化

物は運転開始時及び終了時に濃度上昇はありま

せん。 

従って、大気質の予測については発電所のば

い煙排出量が最大となる条件を予測の諸元とし

て計画しております。 
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短期的評価に適合せず、13 局中 7 局で長期的評

価に適合しない。また自排局は年間有効測定日

数未満の 1 局を除く全ての局で環境基準の評価

に適合しない。光化学オキシダントはそれぞれ

の物質を測定しているすべての測定局で環境基

準の評価に適合していない。 

このような現状に加え、本事業による追加的

な汚染物質の排出によってさらなる影響が懸念

される。発電施設を建設し、道路など他の施設

の環境対策を実施し、環境基準を下回る具体的

対策の評価を実施すべきである。 

 

・粉じん等について 

石炭の粉塵については、「石炭は密閉型サイ

ロに貯蔵、揚炭設備及びコンベアは密閉構造と

するため、石炭粉じんの飛散防止が図られてい

ることから、評価項目として選定しない。」と

あるが、石炭搬入の際は開口部などが完全密閉

にはならないので、飛散の評価を実施すべきで

ある。石炭の種類によっては、低品位炭使用な

どがあれば高濃度になる可能性があるので、主

要石炭種類毎に評価を実施すべき。 

 

・重金属等の微量物質について 

水銀をはじめ、考えられる物質を広範囲に評

価し、その排出が限りなくゼロになるような具

体的な除去技術を複数手段、比較検討すべき。

石炭種類、低品位炭使用などがあれば高濃度に

なる可能性があるので、主要石炭種類ごとに評

価を実施すべき。 

・光化学オキシダント 

当該地域は、環境基準を超過しているので、

本計画の実施によって追加的にどのような環境

影響が発生しうるのか、評価を実施すべき。 

 

・大気全般について 

こうした環境基準を上回る項目もある状況下

での新規設備の稼働・追加排出は、現状よりも

周辺環境をさらに悪化させる可能性があり、事

業の再考を求めたい。本計画による大気汚染の

悪化によってしきい値を超え、現時点において

表面化していない被害（健康被害等）を顕在化

させる恐れもある。 

また、かつて大気汚染公害を引き起こし被告

企業として環境再生への取り組みを進めてきた

努力や信頼を台無しにするものである。 

 

二酸化炭素排出量は、「地球温暖化対策の推

進に関する法律」等に基づく算定手法に従い、

適切に算出した結果を準備書に記載いたしま

す。 

なお、石炭性状については成分のばらつきを

考慮して設定いたします。硫黄酸化物、窒素酸

化物、ばいじんのそれぞれの項目について排出

量が最大になる条件とします。 

 

海上輸送の船舶による大気質については「発

電所アセスの手引」において環境影響評価項目

でないため、選定しておりません。 

  

PM2.5 及び光化学オキシダントについては、

その生成メカニズムが十分解明されておらず、

精度の高い予測手法が確立されていないため環

境影響評価項目に選定しておりません。 

PM2.5 については今後、国の動向を注視し、最

新の知見を収集するなど実態の把握を進め、精

度の高い予測手法が確立された際には、環境影

響評価の実施について検討してまいります。 

なお、施設の稼働に伴う排ガスについては、

国内最高レベルのばい煙処理施設を導入する計

画とし、PM2.5 及び光化学オキシダントの原因

物質となる硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん

の濃度及び排出量を可能な限り低減いたしま

す。 

配慮書に記載の予測結果では、排ガスによる

大気質への影響については、最大着地濃度の年

平均値はバックグラウンド濃度と比較して極め

て小さく、その寄与率は、二酸化硫黄 1.9％、二

酸化窒素 0.6％、浮遊粒子状物質 0.1％であり、

大気質への影響は小さいものと考えておりま

す。 

 

「発電所アセスの手引」において、石炭粉じ

んについては「石炭火力発電所においては、屋

外に貯炭場を設置する場合に、そこから石炭粉

じんの飛散の影響が、近傍に民家等が存在する

場合は想定されることから、参考項目として設

定する」とされております。 

本計画では、石炭は密閉型サイロに貯蔵、揚

炭設備及びコンベアは密閉構造としており、石

炭粉じんについては飛散防止対策が図られてい

ることから、評価項目として選定しておりませ

ん。また、石炭灰についても屋内式貯蔵設備に

保管する計画としており、飛散等による影響は

ないものと考えております。 

  

有害大気汚染物質は、大気汚染防止法第２条

第 13 項の規定により、「継続的に摂取される場

合には人の健康を損なうおそれがある物質で大

63 製鉄所高炉の停止によって巨大排出源がなく

なったが、跡地に石炭火力発電所の増設。大気

汚染非悪化の原則からいえば、新たな発電所の

稼働は、最新技術を駆使したとしても長期・大

量に大気汚染物質を排出し、間違いなく現状よ
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り大気環境を悪化させる。 

大気汚染による環境影響評価の対象としてい

る 20km圏内には、4000 人を超える公害認定患者

が生活している。また、学校保健統計による幼

稚園から高校までのぜん息患者は 5 万人を超え

ると推計される。こうした呼吸器系に疾病を抱

えるものにとって大気汚染の悪化は疾病の増悪

に直結しており、「増設しても環境基準を超え

ないから大丈夫」などというものではない。 

ましてや、同地域（20km圏）では国が環境基

準を定めているPM2.5 と光化学オキシダントのい

ずれも広範囲で環境基準を満たしていない。公

害患者をはじめリスクを抱える者にとって、こ

れ以上の大気汚染排出源の建設は決して容認で

きるものではない。 

さらに御社は大気汚染公害訴訟のかつての被

告企業であり、20 年前に約束した同訴訟和解時

の「発言内容」を守る義務と責任がある。和解

の当事者である公害患者への説明責任を果たす

ことは、御社の最低限の義務である。以下、方

法書への意見を述べる。 

 

＜大気汚染物質＞ 

■硫黄酸化物(SOx)、窒素酸化物(NOx)、浮遊粒

子状物質 

 ●高濃度となる運転開始、終了時を含めて評

価の対象とすること。 

 ●排出量は機種ごとに異なるので、すべての

機種を評価の対象にすること。 

 ●燃料となる石炭の種類ごとに評価をするこ

と。 

 ●排出量を最小化する技術選択をした上、技

術ごとに評価すること。 

 ●稼働中の石炭火力発電所及び附帯設備等の

固定発生源、石炭搬入時の船舶、残滓搬出等の

移動発生源等との総合評価を季節変化もふまえ

て評価すること。 

■微小粒子状物質（PM2.5） 

 PM2.5 は、一般局（18）で 7 局、すべての自排

局（14:うち 1 局は年間有効測定日数未満）で環

境基準に適合していない。発電所周辺（半径

20km圏）のPM2.5 による大気汚染は広域かつ深刻

で、高濃度汚染の現状を中国大陸からの広域移

流だけでは説明することができない。光化学オ

キシダントも環境基準を上回る状況が続いてい

る。 

経産大臣意見は配慮書への意見で、「自動車

から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特

定地域における総量の削減等に関する特別措置

法（NOxPM法）の対策地域に指定されている。ま

た、大気汚染物質の環境基準を達成していない

地点も存在する。大気環境の改善が必要な地域

気の汚染の原因となるもの」とされており、そ

の施策は、同法第 18 条の 20 の規定により、

「科学的知見の充実の下に、将来にわたって人

の健康に係る被害が未然に防止されるようにす

ることを旨として実施されなければならない」

とされております。また、優先取組物質は、当

該物質の有害性の程度や我が国の大気環境の状

況等に鑑み、健康リスクがある程度高いと考え

られる有害大気汚染物質とされ、現在は 23 物質

が選定されております。 

 

施設の稼働に伴う排ガスにおける重金属等の

微量物質については、国が定める優先取組物質

の中で石炭中に含まれる微量物質で、排煙とし

て排出される可能性のある６物質とし、ヒ素及

びその化合物（As）、ベリリウム及びその化合

物（Be）、クロム及びその化合物（Cr）、水銀

及びその化合物（Hg）、マンガン及びその化合

物（Mn）、ニッケル化合物（Ni）について調

査、予測及び評価を実施する計画としておりま

す。 

 予測にあたっては、石炭中の重金属等の微量

物質の濃度として現時点で使用が予定されてい

る石炭の中で最も高い値を設定して予測計算を

実施いたします。前提となる石炭性状について

は、今後、詳細検討を行い、準備書に記載いた

します。 
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であることから、大気環境についても十分な配

慮を行うこと」と述べている。これらを踏まえ

て以下の評価を実施すること。 

 ●既設の発電所、道路を含む附帯施設の環境

対策を実施し、環境基準を下回る具体策を評価

すること。環境基準を上回る現状の改善こそ急

務で、新増設などあり得ない。 

■粉塵 

 ●石炭搬入時の船舶、残滓搬出等の移動発生

源等との総合評価を季節変化もふまえて飛散の

評価をすること。 

■重金属 

 ●水銀をはじめ重金属類を広範囲に評価する

こと。水銀については、大気汚染防止法の改

正、その後の法規制の整備を待つことなく、大

気中への排出が限りなくゼロになるような具体

的な除去技術を複数選択し比較評価すること。 

64 大気汚染の影響評価について 

影響評価は拡散予測濃度と環境基準の比較だ

けでは不十分であり、石炭火力から放出される

すべての汚染物質の環境への放出量を明らかに

し、それら放出量にかかる影響評価が必要。 

＜理由＞①立地地域はNOx･PM法による総量規制

地域であること、②CO
2

のように排出量の削減が

必要な汚染物質があること、③濃度規制であっ

てもPM2.5 のように環境基準を超えているなど、

排出負荷の増加が許されない汚染物質があるこ

と、④NOxやSOxのようにPW2.5 汚染の原料物質と

なる汚染物質が存在することなど、量的評価が

必要な汚染物質が少なくないからである 

65 予定している燃料炭の炭種･産地別それぞれに

ついて、成分（主成分だけでなく、各種微量成

分や放射性物質なども）、発熱量、CO
2

排出係数

などを明らかにし、それら燃料炭別に、CO
2

、

NO
2

、SO
2

、SPM、PM2.5、石炭灰、微量成分などの

発生量、及びそれら発生量のうち環境へ放出さ

れる量を予測し、影響評価を行うこと 

＜理由＞石炭は炭種･産地によって成分はさまざ

まであり、燃焼特性も異なり、それに応じて排

ガス量、CO
2

やNOx、PM2.5 など燃焼生成物の量や

性質も変化するので、炭種･産地の異なる燃料炭

それぞれについて影響評価する必要がある 

66 高層気象の観測に関する意見 

高層気象の測定地点のデータとして、六甲山

とポートタワーの 24 年度から 26 年度の月別の

最多風向を見ると 2 地点で 90 度以上乖離してい

るのは H24 年度は 4，5，8，10，3 月、 H25 年

度は 5，8，10，2 月、H26 年度は 4，5，9，10，

11，3 月の 18 ヶ月ある。同一又は隣接は 11 ヶ月

しかなく、予測範囲内の高層風の状況は複雑で

ある。 

ドップラーソーダの観測結果がまだないが、

施設の稼働に伴う排ガスによる大気質の影響

については、「発電所アセスの手引」を参考

に、本計画に関する事業特性及び地域特性を踏

まえ、環境影響評価項目並びに調査、予測の方

法を選定しております。今後、適切に調査、予

測及び評価を実施し、その結果については準備

書に記載いたします。 

気象調査は、方法書(P6-9～30)に詳細を記載

しておりますが、対象事業実施区域の近傍にお

いて、下記の項目について計画しており、対象
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大気混合層は 1000mから 2000m と思われる、一

方六甲最高峰では 1000m近い高さがあり、数百m

の尾根が続いている。南からの風は六甲山地で

は、山を越える空気塊、東西方向に方向を変え

る空気塊、山に当たり山肌に沿い下降する北風

と複雑な形態を示す。海陸風について考えて

も、海岸線と山との距離は芦屋と三宮では倍ほ

ど違っており、予測範囲内の地形は複雑で、新

設するには、国内で一番複雑な地形ではない

か。 

海風については川鍋による神戸市東部におけ

る海風の測風 2 点観測 (1966)は事業地付近で気

球で測定し、南北方向の断面での風の状況を解

析している。 

その結果では東西成分では海岸線から 2000m 

のところでは高度 300m 、さらに 1500m 山側で

は 600mに強風域が存在し、べき乗法則はそれ以

下でしか成立していない。また、西風が卓越し

ているが、高い層では逆に弱い東風が卓越する

領域がある。 

南北成分でも地形による変化があり、下層は

南風、上層は北風、垂直成分でも高度 1000m以下

で上昇、1000m 以上で下降と非常に複雑であ

る。 

神戸市の大気汚染の 2015 年の 7 月上旬の実測

データをみると、2015 年 7 月 8 日 24 時の 観測

データは、ポートタワー、東灘、六甲アイラン

ド、灘、灘浜は東、東北東の風、葺合で北北西

となっている。 

これは、東風が六甲山地にぶつかり、葺合で

吹き降ろしの風となっていると考えられる。 

同年 7 月 9 日 2 時の観測データは、ポートタ

ワー、東灘、六甲アイランド、灘浜は東よりの

風、灘、葺合で北よりの風となっている。 

これは、東風が六甲山地にぶつかり、灘、葺

合で吹き降ろしの風となっていると考えられ

る。 

7 月 9 日 10 時の観測データは、ポートタワ

ー、六甲アイランド、灘浜、灘、葺合で南より

の風、東灘で北風となっている。 

これは、南風が六甲山地にぶつかり、東灘で

吹き降ろしの北風となっていると考えられる。 

7 月 12 日 4 時の観測データは、東灘、灘浜 

南西方面の風 葺合:北北西、灘:北東方面の風

となっており、東灘、灘、灘浜で右回りの渦が

生じていると考えられる。 

7 月前半の時間値データを少し見ただけでも、

びっくりするぐらい測定点や時間とともに変化

している。 

一部ページのコピーしか持ち合わせていない

ので、出典が不明であるが、神戸海洋気象台の

堀内俊彦氏が昭和 40 年 1 月 28 日と 1 月 30 日に

事業実施区域周辺の地域特有の予測評価に反映

できるものと考えております。 

１)地上気象観測：対象事業実施区域近傍で、

1 年間の連続測定(風向・風

速、日射量、放射収支量、

温度、湿度) 

２)上層気象観測：対象事業実施区域近傍で、

1 年間の連続測定(風向・風

速) 

３)高層気象観測：対象事業実施区域近傍で、

四季ごとに１週間の定時測

定及び内陸地点において冬

季をのぞく三季において１

週間の定時測定 

また、気象観測結果については、観測期間と

平年同時期との比較検証（天気概況、異常年検

定、観測期間の気象、季節代表性検証）し、大

気拡散予測に用います。 

気象観測結果は、季節の代表性等について、

神戸地方気象台の過去のデータや天気図等を用

いて検証いたします。具体的には、気象の現況

調査の結果は、現地調査地点近隣の 10 年間の気

象観測結果と比較して、「窒素酸化物総量規制

マニュアル(新版)」(平成 12 年、公害研究対策

センター)に記載されている「異常年検定」を行

い、調査結果が異常ではないことを検証いたし

ます。 

これにより、観測期間は１年間で十分と考え

ております。 

なお、施設の稼働に伴う排ガスによる大気質

の影響については、地形影響についても予測評

価を実施し、対象事業実施区域周辺の地形を反

映した予測を実施する計画としております。 
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神戸市東部で 19 地点よりゴム風船を 10 時と 16

時の 2 回放出した結果を見ると、びっくりする

ぐらい複雑である。(別紙に 30 日の気流を添付) 

本来なら、予測範囲を 1kmメッシュに切り各メ

ッシュに気象観測点がなければ現状を把握でき

ない気がするが、地形データの長年の気象観測

のデータから流体力学シュミレーターのカを借

りれば気流の状況はトレースできるかもしれな

いが、長年のデータのある地上気象の観測点(大

気汚染の観測点)すべてで高層気象が必要では。 

通年でなく短時間の測定結果だけであるが、

複雑であり、陸海風、山谷風があり複雑である

ことを証明している。 

さらに海上埋立地の六甲アイランド、ポート

アイランドにはかなりの住民が定住しており、

海上の状況も考慮する必要がある。 

p4-13 からの予測結果の図において、風向風速

が変われば、最大着地点が山林でなく人口密集

地になることもあり、最大のコンタ一範囲も大

部分が人口密集地になることもある。ドップラ

ーソーダは音の問題があり、住宅密集地では測

定に困難がある場合もあるが、地形が複雑で風

の状況が複雑な住宅密集地で新設することを事

業者が選んだ以上、その困難は事業者として乗

り越えるべきである。 

よって、意見としては、予測範囲内で風向は

一定でなく、複雑地形を考えると、風向風速は

十分な地点で実測すべきで、地上風の測定地点

すべてで 3 年間の高層風の測定をすべき。 

 

※別紙は、著作権上の取扱いが不明であること

から掲載は省略いたしました。 

67 P6-9 高層気象の測定の六甲山とポートタワ

ーの 24 年度から 26 年度の月別の最多風向を見

ると、同一又は隣接する風向が最多風向となら

ない月は六甲山では 7,8,9,11 の 4 ヶ月、同じく

ポートタワーでは 4,5,11,2,3 の 5 カ月ある。

（たとえば六甲山の 7 月の最多風向はH24 は

SSE、H25 はW、H26 はS、9 月はH24 はESE、H25 は

E、H26 はNNW）。1 年間では観測データが本当に

その地点の平均かわからない。地上風において

も東灘、灘、灘浜の月別の最多風向データを見

ると 3 年間で他の年と異なる場合が生じてお

り、月、地点によりその違う年度は異なり、同

様の状況である。3 年間測定すれば、1 年のみ異

なっていることから、平均が推定できる。いか

なる拡散計算においても、風向風速の設定で結

果は大きく異なる、複雑地形にあえて新設する

のであるから十分な観測が必要。米国のPM2.5 の

98％値など多くの項目で気象条件で濃度が大き

く変動するから 3 年平均で評価している。よっ

て、意見としては住宅密集地での新設で複雑地
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形であるから気象の観測期間は 3 年以上とすべ

き。 

68 気象条件 

当該地域の気象条件は、複合大気汚染による

大気汚染公害があった地域でもあり、風のない

場合など汚染物質が一定の範囲にたまりやすい

既設・気象条件の評価などを慎重に行う必要が

ある。 

69 大気環境の調査報告の内、気象状況は、灘浜

大気測定局(風向、風速)と灘大気測定局(日射

量、放射収支量)を目的別に使い分けて二酸化硫

黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の最大着地濃

度等必要な数値を求め、環境基準との対比を行

っておられますが、神鋼神戸発電所の現地の 150

メートルの煙突から出るこれら大気汚染物質の

測定には、この資料の活用は適当とは思われま

せん。 

 現在は、中突堤に、中・高層の気象を観測す

るポートタワー気象観測局があり、現に市政に

重要な位置を占める「神戸港湾計画」の改訂(平

成 18 年 2 月)に伴う「神戸港湾計画資料(その

2)」の文書中、3．環境への影響と評価の「3-

2．大気質への影響の予測と評価」の項の(3)気

象モデル①気象ブロックの項に、表 3-2-5 (神

戸の)気象ブロックとその代表気象局が載せられ

ています。その表によれば気象ブロック該当地

区として①神戸市街東地区の接地層、地上の代

表気象局は灘局。その上の中層、高層の代表気

象局はポートタワー気象観測局となっていま

す。(⑦海上等の接地層は灘浜局、中層・高層は

同じくポートタワー気象観測局となっています) 

 以上のことからも大気環境の項は改めてポー

トタワー気象観測局の観測資料を駆使して評価

が出されることが適当です。 

配慮書では、計画段階配慮事項として施設の

稼働に伴う排ガスによる大気質の影響につい

て、予測及び評価を実施しました。 

この際、気象データは、事業実施想定区域の

近傍の気象観測局の結果を用いることにより、

精度の高い予測ができると考えました。 

風向及び風速は、灘浜大気測定局（煙突計画

地点より約 1.1km）、日射量及び放射収支量は、

灘大気測定局（煙突計画地点より約 2.0km）の平

成 25 年度の測定値を気象条件としました。 

なお、ポートタワー気象観測局は、煙突計画

地点より約 5.8kmあり、近傍とは考えておりませ

ん。 

70 大気質への影響の予測と評価に、灘や灘浜の

気象データを使って評価し、最大着地濃度地点

を東灘区としているが、違う可能性が高い。配

慮書・方法書のやり直しが必要だ。 

神戸市の大気質への影響の予測と評価では、

神戸市街東地区気象ブロックの代表気象局は、

地上（接地層）は灘、中層・高層はポートタワ

ーと設定している。 

71 施設稼働に伴うNOx等（SOx、SPM）のNOxマニュ

アルの使用に関する意見 

大気質の予測で拡散計算をNOxマニュアルとし

ているが、このマニュアルの 4-3 気象モデルに

は「発生源の位置における風向・風速で汚染物

質が拡散希釈されながら運ばれるという拡散の

式である」と記載している。地形影響の予測の

「環境アセスメントのための排ガス拡散数値予

測手法の開発」は拡散幅の修正で風向変化には

対応していない。NOxマニュアルはH12 発行とし

施設の稼働に伴う排ガスによる大気質の影響

について、「発電所アセスの手引」を参考に、

予測計算を実施いたします。 

計算に用いる計算式は、「発電所アセスの手

引」に記載された煙上昇式、拡散式及び他の発

電所の環境影響評価において実績があり、信頼

性のある審査会等でも認められている手法を選

定しております。 

また、年平均相当値については、日平均値に

係る環境基準を年平均値に換算した値であり、
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ているが、一番新しいJAEモデルですら昭和 50

年代に作成されており、設備で最新の技術を導

入するのと同じく環境予測でも最新の知見を利

用すべきである。 

千葉県のH23.2.3 の審議会の資料においても

NOxマニュアルの式は海陸風循環、風向変化に関

しては不可としている式である。 

施設の稼働に関しては高煙源であるから最大

着地点がかなり離れるが、NOxマニュアルのプル

ーム・パフ式は予測範囲で風向が一定であるこ

とが必要である。 

ところが、高層気象に関しては、六甲山とポ

ートタワーの 24 年度から 26 年度の月別の最多

風向を見ると 2 地点で 90 度以上乖離しているの

は H24 年 度 は 4,5,8,10,3 月 、 H25 年 度 は

5,8,10,2 月、H26 年度は 4,5,9,10,11,3 月の 18

ヶ月ある。同一又は隣接は 11 ヶ月しかなく、予

測範囲内で風向が変化している。 

示している予測結果は発生源の風向・風速で

最後まで拡散するとの前提の手法で、山地付近

に最大濃度が出現しているが、現実には途中で

海側へ流れる、最大着地濃度は住宅密集地に当

たる可能性もある。 

また、地上風でも 2014 年の最多風向を見る

と、事業地のごく近傍の局で見ると東灘はSSW、

灘はNNW、灘浜はENEと大きく異なる。範囲を広

げても灘浜のENEと一致するのは港島しかない。

灘浜の最多風向のENEの 100 日で見ると、灘で

ENEは 38 日あるが、一方反対のSよりの風が 14

日、Wよりが 18 日ある。東灘ではそれぞれ、19

日、7 日、10 日であり、地上風も風向が場所に

より変化している。 

新設で場所を選択できるのに、あえて住宅密

集地で新設するのであるから、複雑地形で風向

が変化することを考慮すべきである。 

別意見で、予測範囲内の風の状況は詳細に示

しているので、重複するので記載しませんが、

そちらも参照のこと。 

よって、意見としては、NOxマニュアル等のプ

ルームパフ式の解析解モデルを適用できない場

所で新設しようとしている。解析解モデルでな

く数値解モデルを使用し風向の変化に対応すべ

きである。 

｢産業公害総合事前調査における大気に係る環境

濃度予測手法マニュアル｣(昭和 60 年、通商産業

省)に示された、環境濃度の年平均値と日平均値

の２％除外値及び 98％値の地域における関係性

に基づき算出しております。 

この算出方法は、他の発電所における環境影

響評価において多くの実績がある方法となって

おります。 

72 この発電所は、新設で住宅密集地の近くで複

雑な地形の場所に造っている。 

大気混合層は 1000mから 2000mと思われる、一

方六甲最高峰では 1000m近い高さがあり、数百m

の尾根が続いている。南からの風は六甲山地で

は、山を越える空気塊、東西方向に方向を変え

る空気塊、山に当たり山肌に沿い下降する北風

と複雑な形態を示す。また、海風を考えても、

海岸線と山との距離は芦屋と三宮では倍ほど違
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う、さらに海上埋立地の六甲アイランド、ポー

トアイランドにはかなりの住民が定住してい

る。風の状況は複雑であり、NOxマニュアルが適

用できないような条件（風向が予測範囲内で一

定でない）の日が多々ある。1 時間値だけでなく

日平均の 98％値や 2％除外値については、過去

数年の気象と環境測定のデータを照合し、日平

均値が高濃度を示す気象条件を導き出し、おの

おの日の拡散計算を行い、気象条件の年間の頻

度を予測し、98％値、2％除外値に相当する値を

出すべき。（要は日平均値から 2％除外値、98％

値の回帰式のような簡単な方法でなく気象条件

を把握して拡散計算で出す） 

73 汚染物質の濃度予測シミュレーションモデルに

ついて 

 「NOxマニュアル」などによるとしているが、

「NOxマニュアル」（新版 246 頁）はシミュレー

ションモデルによる予測値と実測値の整合性に

ついて判定条件を示し、それを満足するよう要

請している。判定条件に照らして適用に耐える

モデルを用いるべきである。 

＜理由＞立地地域は海陸境界域であり、陸域は

急峻な六甲山系が迫っており、一般的なプルー

ム･パフモデルなどは適用が困難な地形特性、気

象特性を有している。かかる地域実態に即した

手法が適用されるべき 

74 10 年ほど前に造られた磯子石炭火力発電所の

大気汚染排出規制基準は、SOx 10ppm  NOx 

13ppmであるが、新設の神戸製鋼所火力発電所の

大気汚染排出規制基準はSOx 13ppm NOx 20ppm

であり、磯子石炭火力発電所の規制値を超えて

いる。最新鋭の環境対策を実施していくという

のであれば、せめて磯子石炭火力発電所の規制

値以下にすべきだ。また、排出濃度のみなら

ず、旧製鉄所設備最晩年の稼働時期の稼働率を

も考慮した実質NOx、SOx、CO
2

の総排出量を現行

の石炭火力発電所と今回計画の増設の石炭火力

発電所の総合計で超えるべきではない。多くの

人々の努力の結果、改善している大気環境を汚

染が低減したからと新たに汚染していい権利な

ど何人にも許されるものではない。 

 電力事業は公共性が高く、電力を安定して供

給することが求められます。排煙処理装置の仕

様の検討にあたっては低濃度で長期間にわたっ

て安定稼働を継続できる必要があります。その

ため、神鋼神戸発電所で培った操業ノウハウを

活用できる設備を導入してまいります。 

 硫黄酸化物の排出濃度は、１時間平均値で最

大でも 13ppmを遵守する計画とし、操業において

は国内最高水準の脱硫処理を行います。 

 窒素酸化物については、排煙脱硝装置におい

て触媒によりNOxを分解除去いたしますが、排ガ

ス温度が 400℃程度にならないと設計の性能が発

揮されません。 

 神戸市と締結している「環境保全協定」で

は、少しでも早い段階から窒素酸化物濃度を低

減するため発電設備の立ち上げ途中である排ガ

ス温度が 300℃の時点から排煙脱硝装置を作用さ

せることが決められているため、他社に比べて

高い数値になっておりますが、定常運転時は、

これより低い濃度で管理し、国内最高水準の脱

硝処理を行います。 

本計画においては、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

75 「国内最高レベルのばい煙処理施設」はウソ

だ。 

◇Jパワー磯子新 2 号機 

（2009 年 7 月稼働） 

増設石炭火力

発電方法書 

硫黄酸化物 

窒素酸化物 

ばいじん 

10ppm 

13ppm 

5mg/m

3

N 

13ppm 

20ppm 

5mg/m

3

N 

15 年前に稼働したばい煙処理施設よりも性能が

悪い。 

76 ｐ7-8 個別的事項の大気質で「国内最高レベ

ル」となるが世界最高の設備を導入すべき。 
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77 P7-8 最高レベルのレベルの範囲はどの程度

か。たとえば「最高から 50 番目」でも最高レベ

ルとするのか、レベルの内容の具体的に数値を

示すべき。 

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理

施設を導入することで、排ガス中の硫黄酸化

物、窒素酸化物、ばいじんの濃度及び排出量を

可能な限り低減いたします。 

加えて、当社の鋼材事業の構造改革に伴う神

戸製鉄所上工程の加古川製鉄所への集約によ

り、既設製鉄設備の一部を休止いたします。こ

れらにより、神戸市との間で取り決めている神

戸製鉄所全体からの硫黄酸化物、窒素酸化物、

ばいじんに関する年間総排出量の協定値を新発

電所稼働後も遵守いたします。 

なお、日本の環境対策技術は、世界的に見て

も最高レベルの技術を有していると考えており

ます。 

78 P7-8 最高レベルの内容としては、処理性能

が最高レベルのものを選び、金銭は考慮しない

と考えてよいのか。 

79 地域住民に対する説明会の中で、「神戸市と

の環境基準を守っている」「国の環境基準、ガ

イドラインに従って進めている」と言うだけ

で、法的最低基準しか満たす気はないという姿

勢が散見される。積極的に最良の環境対策を取

り入れるよう求める。 

本計画においては、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理

施設を導入することで、排ガス中の硫黄酸化

物、窒素酸化物、ばいじんの濃度及び排出量を

可能な限り低減いたします。 

加えて、当社の鋼材事業の構造改革に伴う神

戸製鉄所上工程の加古川製鉄所への集約によ

り、製鉄設備の一部を休止いたします。これら

により、神戸市との間で取り決めている神戸製

鉄所全体からの硫黄酸化物、窒素酸化物、ばい

じんに関する年間総排出量の協定値を新発電所

稼働後も遵守いたします。 

 

大気質の影響については、「発電所アセスの

手引」を参考に、本計画に関する事業特性及び

地域特性を踏まえ、今後、調査、予測及び評価

を実施し、その結果を準備書に記載いたしま

す。 

 

80 評価水準 

環境基準を下回っていれば現状よりいくら汚

染が悪化しても良いという考え方ではなく、現

状より悪化させず、むしろ改善につなげるため

の技術評価を行うべきである。 

また個別装置についても「可能な限り低減す

る」、「適切な運転管理及び定期的な点検によ

り性能維持に努める。」といった、第三者によ

る計測、検証が不可能な評価基準にとどめるの

ではなく、既存施設の最良濃度を悪条件下でも

越えない野心的な水準が必要である。 

81 方法書を貫いているのは、いずれの評価項目

でも「環境基準をクリアすれば良い」という考

えに基づいており、「環境基準までは排出して

良い」としか読めない。大気汚染は人の健康に

重大な影響を与えることから国による規制の対

象となっており、現状の改善と非悪化が原則で

あることを自覚して万全の対策をとるべきであ

る。 

82 この事業について、入札は燃料種の指定はな

く、石炭を選択したのは神鋼であり、その結果

少なくとも、SPM、PM2.5 の環境汚染のリスクは

LNGに比べて増大している。 

そのリスクを一番低いLNGと同等以下にまで低

減する義務は神鋼にある。新規事業であるか

ら、環境対策の負担の増大を含め、燃料種の選

択をすべきである。 

新規の発電所建設で、石炭を選ぶメリットは

事業者が享受し、デメリットを住民に負担させ

るべきではない。 

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

83 P2-8 に窒素酸化物、硫黄酸化物、ばいじんを

可能な限り低減するとあるが、PM2.5 など記載さ
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れていない汚染物質を含め、石炭を燃料として

選択してもその環境負荷をLNG以下にすべきであ

る。 

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏- CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

火力発電の高経年化への対応という観点で

は、東日本大震災後、電力需給の逼迫、及び燃

料コスト増による電力コストの上昇が懸念さ

れ、従来以上に安定的かつ効率的な電力供給が

求められたことから、平成 24 年に東京電力が火

力電源の入札募集を行ったのを皮切りに、各電

力会社が火力電源の入札募集を実施いたしまし

た。入札募集にあたっては、国が募集に資する

ための基準を定め、また落札者の決定にあたっ

ては国の中立機関により審査されることとなっ

ております。 

かかる状況の中で、平成 26 年３月に関西電力

が火力発電の高経年化への対応及び経済性向上

の観点から火力電源入札募集を行い、当社は神

鋼神戸発電所で長年培った大型石炭火力発電所

の安定操業のノウハウに加え、神戸製鉄所のイ

ンフラを有効活用した高効率な石炭火力発電設

備の導入を計画し、国の審査を踏まえた上で、

本年２月に落札し、同年３月に関西電力と電力

需給契約を締結いたしました。 

本計画においては、二酸化炭素の排出を抑制

するため、国が定めた「BAT の参考表」に則した

高効率な発電技術である超々臨界圧(USC)発電設

備を導入するとともに、電力需要地に近接した

立地とすることで送電エネルギーのロスを最小

限にすることができ、安価な電力を大量かつ安

84 p2-8 でばい煙に関する事項で可能な限り低減

するとしていますが、LNGでなく石炭を選んだ以

上、コストは度外視してLNGと同じレベルまで全

力をつくし住民の生活環境を守るとの意思表示

でしょうか。 

85 P6-11 10 評価の手法で「実行可能な範囲内で

回避又は低減されているか検討し、環境保全に

ついて配慮が適正になされているか検討する」

としている、住宅密集地にあえて新設しLNGでな

く石炭を選ぶという選択をしたのであるから、

LNG並みにすることにはコストを度外視して環境

保全を図るとの神鋼の強い意志をしめしている

のでしょうか。 

86 ばいじんでは、LNGではゼロであるからであ

り、新規事業で石炭を選択した事業者の責任で

LNGと同じく排出量をゼロとすべきである。 

87 P7-8 「可能な限り低減」とあるが、石炭を

選択したのは神鋼であり、その結果少なくと

も、SPM、PM2.5 の環境汚染のリスクはLNGに比べ

て増大している。そのリスクを一番低いLNGと同

等以下にまで低減する義務は神鋼にある。よっ

て、LNGと同じまで低減すべき。なお、言葉だけ

でなく、数値データを示して、LNGと同じことを

説明すべき。 
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定的に供給することで神戸市のみならず、阪神

地域の電力自給率の向上に寄与するものと考え

ております。 

本計画においては、高効率な発電技術である

超々臨界圧(USC)発電設備を導入することで、ば

い煙排出量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理

施設を導入することで、排ガス中の硫黄酸化

物、窒素酸化物、ばいじんの濃度及び排出量を

可能な限り低減いたします。 

加えて、当社の鋼材事業の構造改革に伴う神

戸製鉄所上工程の加古川製鉄所への集約によ

り、製鉄設備の一部を休止いたします。これら

により、神戸市との間で取り決めている神戸製

鉄所全体からの硫黄酸化物、窒素酸化物、ばい

じんに関する年間総排出量の協定値を新発電所

稼働後も遵守いたします。 

これらにより、経済性と環境性を両立した発

電所を計画してまいります。 

内容については、今後、国、県及び市にご審

査いただいてまいります。 

88 P7-40 「放射収支量」は道路のJEAモデルで

使用すると考えられる。道路に関しては灘浜測

定局の方が近いではないか。日射量、放射収支

量は灘浜で測定すべき。 

灘浜測定局では、日射量・放射収支量は測定

されておりません。 

なお、日射量・放射収支量は対象事業実施区

域近傍で調査する計画としております。詳細

は、方法書(P6-9～30)に記載しております。 

89 NO2 の評価基準は１時間値の日平均 0.06ppmで

なく、0.04～0.06ppmを適用すること 

＜理由＞立地域周辺の一般監視局で 0.04ppmを超

える地域が存在するが、神戸市は 0.04～0.06ppm

の地域の環境基準達成目標を現状のレベル以下

にするとしているからである 

「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和

53 年 環告第 38 号)において、二酸化窒素に係る

環境基準については、「１時間値の１日平均値

が 0.04ppmから 0.06ppmまでのゾーン内又はそれ

以下であること。」とされており、環境基準で

評価する場合は、この基準を用います。 

90 P7-50 作成した式とあるが、この式では 2 日

以上の連続が考慮されていない。環境基準の予

測としては不完全。数年間の気象条件を検討し 2

日以上の連続の条件を導くなど、2 日以上の連続

について評価が必要。硫黄酸化物も同じ。 

 

 

年平均値予測での評価は、将来環境濃度の予

測結果と環境基準の年平均相当値を比較する方

法が一般的で、他の発電所における環境影響評

価において、多くの実績を有する方法です。 

年平均相当値は、「産業公害総合事前調査に

おける大気に係る環境濃度予測手法マニュア

ル」(昭和 60 年、通商産業省)を参考に、対象事

業実施区域周辺の地域における環境濃度の年平

均値と日平均値の２％除外値(二酸化硫黄、浮遊

粒子状物質）又は日平均値の年間 98％値(二酸化

窒素)の関係式より算出しております。 

91 自動車走行に関して大気質の予測はJEA式を利

用すると思いますが、風向風速が発生源から予

測地点まで一定でしょうか、また、近隣の建物

の影響を受け現況再現がおもわしくないことが

多々あると思います。流体力学シュミレーター

の活用も検討すべきでは。 

 

工事用資材等の搬出入及び資材等の搬出入に

係る大気質の予測については、発電所環境影響

評価で多く実績のあるモデルであるJEA修正型線

煙源拡散式を利用いたします。 

このモデルは、近隣の建物の影響について、

建物の高さ・密集度合いを考慮したパラメータ

を用いて予測を行い、道路近傍での排ガスの影

響を予測するものとなっております。 
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92 NOxの予測評価について 

 定常負荷運転時だけでなく、負荷変動、起動

停止など過渡運転状態における特性に対しても

予測評価を行うこと 

＜理由＞既設神戸発電所でも負荷変動運転が行

われていると推定される。本計画による供給電

力が加われば、負荷変動運転の機会は増えるで

あろう。過渡運転時の確認が必要。 

 「発電所アセスの手引」においては、予測対

象時期等として、「発電所の運転が定常状態と

なる時期及び窒素酸化物に係る環境影響が最大

になる時期」とされております。 

 窒素酸化物は、脱硝設備の発電所の運転開始

時に短時間に高濃度が発生いたしますが、時間

排出量は定格運転時が最大となります。 

 また、窒素酸化物は運転終了時に、硫黄酸化

物は運転開始時及び終了時に濃度上昇はありま

せん。 

従って、大気質の予測については発電所のば

い煙排出量が最大となる条件を予測の諸元とし

て計画しております。 

施設の稼働に伴う排ガスによる大気質の影響

について、「発電所アセスの手引」を参考に、

予測を行います。 

予測結果は、ばい煙による環境影響が実行可

能な範囲内で回避又は低減されているかを検討

し、環境保全についての配慮が適正になされて

いるかを検討するとともに、環境基準等との整

合性が図られているかを検討いたします。 

環境基準は、「環境基本法」において、「人

の健康を保護し、及び生活環境保全する上で維

持されることが望ましい基準」として定められ

ております。 

 

93 大気汚染物質について 

健康被害 (P.3-3～3-30、P.4-22) 

計画地周辺の大気環境の現況は、NOxは 0.04

～0.06 ppmの範囲にあり、良好とはいえない。

事実、未だに大気汚染に関する苦情が年 100 件

以上も寄せられている(P.3-30) 。導入される石

炭火力発電所には「最新型を整備する」とある

が、上記の現状ではいくら除去率が高くてもNOx

やSOxなど排出量はゼロにはならず、必ず排出さ

れる。つまり、現状よりも排出量が増えること

は神戸製鋼も認めている(現況よりも 0.4～1.2％

増えるとある (P.4-22) )。さらに、ボイラーの

定期点検等による停止／再起動時には、通常よ

りも多くの汚染物質が大気に放出される。これ

らは非悪化原則の明らかな違反である。汚染物

質は今よりも必ず増えるにもかかわらず、この

計画で健康被害がないという根拠を示さなけれ

ばならない。 

ひとたび環境汚染を引き起こせば、人々の生

命、健康な体、地域の環境などは取り返しがつ

かない。だからこそ、神戸製鋼は公害を引き起

こした被告企業として責任と反省のもと、公害

地域の環境再生のための人的、技術的、経済的

な努力をしてきたはずである。 

 「発電所アセスの手引」においては、予測対

象時期等として、「発電所の運転が定常状態と

なる時期及び窒素酸化物に係る環境影響が最大

になる時期」とされております。 

 窒素酸化物については、脱硝設備の発電所の

運転開始時に短時間に高濃度が発生しますが、

時間排出量は定常運転時が最大となります。 

 また、窒素酸化物における運転終了時や硫黄

酸化物の運転開始時及び終了時における濃度上

昇はありません。 

従って、大気質の予測については発電所のば

い煙排出量が最大となる条件を予測の諸元とす

る計画です。 

施設の稼働に伴う排ガスによる大気質の影響

について、「発電所アセスの手引」を参考に、

予測を行います。 

予測結果は、ばい煙による環境影響が実行可

能な範囲内で回避又は低減されているかを検討

し、環境保全についての配慮が適正になされて

いるかを検討するとともに、環境基準等との整

合性が図られているかを検討いたします。 

環境基準は、「環境基本法」において、「人

の健康を保護し、及び生活環境保全する上で維

持されることが望ましい基準」として定められ

たものです。 

94 船舶は燃料の質も陸上の自動車に比べ硫黄分 環境影響評価項目については、「発電所アセ
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高く、DPFやNOx対策装置もついていないので、

大気の環境負荷が高い。海上輸送があるので船

舶の航行（タグボートも含め）による大気質の

予測評価が必要。また汽笛の騒音やエンジンか

らの低周波も予測評価すべき。 

ス省令」及び「発電所アセスの手引」に基づき

選定いたしました。 

 海上輸送の船舶による大気質や騒音、低周波

音については影響が小さく、一時的なものであ

るため、環境影響評価項目として選定しており

ません。 

95 P2-13 石炭粉じん、石炭灰で密閉構造としてい

るが、人や機材の出入り等の際に開口部等が生

じ密閉空間内の空気が粉じんとともに外に漏れ

るのではないか、また、清掃や点検等で外部と

の空気の出入りが生じるのではないか。隔離病

室のように陰圧にしているのでなければ、系外

に粉じんの飛散が生じる可能性があるので、大

気の予測評価をすべきである。 

「発電所アセスの手引」において、石炭粉じ

んについては「石炭火力発電所においては、屋

外に貯炭場を設置する場合に、そこから石炭粉

じんの飛散の影響が、近傍に民家等が存在する

場合は想定されることから、参考項目として設

定する」とされております。 

本計画では、石炭は密閉型サイロに貯蔵、揚

炭設備及びコンベアは密閉構造としており、石

炭粉じんについては飛散防止対策が図られてい

ることから、評価項目として選定しておりませ

ん。また、石炭灰についても屋内式貯蔵設備に

保管する計画としており、飛散等による影響は

ないものと考えております。 

96 P5-6 経済産業大臣意見に短期高濃度条件等

の影響の検討があるが、1 時間値は年平均値を算

出するプルームパフモデルを使用せず、別のモ

デルでの拡散予測をしているが、1 日平均値も同

じく気象条件を細かく設定したモデルで詳細な

予測が必要である。 

日平均値の予測にあたっては、年平均値予測

で用いた１年間の現地気象観測の毎時の実測デ

ータを基に年間 365 日の日平均値のすべてをプ

ルーム･パフモデルで拡散計算し、年間の最大

値、上位５日間の平均値及び測定局の高濃度日

における日平均値を求める計画としておりま

す。 

なお、「発電所アセスの手引」においては、

日平均値の予測手法について、「煙上昇式及び

拡散式は、年平均値の予測手法と同じ手法とす

る。」と記載されております。 

97 P6-11 他 日平均値の予測で「数値計算を行

う」としているが、マニュアルには年平均値か

ら日平均値の予測を回帰式で行うことは記載さ

れていないので拡散計算を行うと考えていいの

でしょうか。 

98 P6-21 年平均値、日平均値の予測で窒素酸化

物から二酸化窒素への変換を行うことが含まれ

ており、いくつかの方法があるが、予測の誤差

を考慮すべき。二酸化窒素の環境基準は 98％で

平均でなく、ワーストケースである。回帰式を

使用する場合は回帰式の誤差範囲を算出し 98％

推定を行いワースト側で予測すべき。 

施設の稼働に伴う排ガスにおける年平均値、

日平均値の予測の際、窒素酸化物から二酸化窒

素への変換については、過小評価とならないよ

う窒素酸化物のすべてが二酸化窒素に変換され

るものとして計算いたします。 

99 P6-24、26 SPMで「NOxマニュアル」等として

いるが、「NOxマニュアル」には 2 次生成が全く

考慮されておらず、過小評価になる。よって不

適正な方法である。 

工事用資材等の搬出入及び資材等の搬出入に

係る浮遊粒子状物質の予測については、JEA修正

型線煙源拡散式に基づき実施する計画としてお

ります。この方法は、発電所環境影響評価で多

く実績のある方法で、適切な方法であると考え

ております。 

100 環境影響評価方法書第 6.2-1 表において、硫

黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質の「文

献その他資料調査」において、一点だけではな

く、少なくとも、3 カ所から 5 カ所、またはそれ

以上で実測すべきである。 

理由 本設備の硫黄酸化物、ばいじん、および

窒素酸化物等の排出物の拡散の仕方は、道路や

住宅、建物の状況による影響を受けるはずであ

る。従って、実測はーカ所ではなく、多くの箇

「発電所アセスの手引」において、大気質の

調査地点については、「半径 20kmの範囲で 10 地

点程度を標準とする。」とされております。 

現況調査においては、半径 20km圏内に 33 地点

の一般環境大気測定局が設置され、連続測定さ

れております。また、1 地点で現地調査を実施す

る計画としており、調査地点数としては全 34 地

点となり、地点数は十分であると考えておりま

す。 
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所にて実測して評価すべき。 

101 環境影響評価方法書第 6.2-1 表において、硫

黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質の「文

献その他資料調査」において、一般局だけでは

なく、自排局のすべての地点も含めるべきであ

る。 

理由 一般局ではなく、自排局の場合にも本設

備の硫黄酸化物、ばいじん、および窒素酸化物

の排出量の影響を受けるはずである。どの程度

影響を受けるのかを評価することは、人口密集

地であるこの地域の「非悪化原則」からみて重

要である。従って、窒素酸化物の場合、一般局

の 33 局だけではなく、自排局のすべて (22 局)

すべても、影響評価をすべきだ。 

自動車排出ガス測定局（自排局）は、大気汚

染防止法に基づいて自動車排出ガスによる環境

大気の汚染状況を常時監視する測定局と認識し

ております。 

そのため、自排局は自動車排出ガスの影響を

大きく受けていることから、施設の稼働に伴う

排ガスによる調査については、一般環境大気測

定局(一般局）が適切と考えております。この方

法は、発電所環境影響評価で多く実績のある方

法で、適切な方法であると考えております。 

102 【PM2.5 及び光化学オキシダントを環境影響評価

の予測項目に加えよ】 

 

 発電所が立地するのは、原野ではなく、神戸

のど真ん中の住宅密集地です。配慮書によれ

ば、発電所からの半径 20 ㌔圏内のPM2.5 は一般

測定局 13 局中 7 局、自動車排ガス測定局はすべ

てが環境基準を達成していません。また光化学

オキシダントもすべての測定局で環境基準を達

成していません。当該地域には多くの公害患者

が住んでおられます。 

 こんな所に、現に倍する大石炭火力発電所を

稼働させれば、誰しも大気汚染の悪化を憂慮せ

ざるをえません。 

 事業者は「PM2.5 については最近の知見を収集

するなど実態の把握を進め、環境影響評価の実

施について検討を進める」と述べていますが、

ぜひとも、この項目の実施を実現してほしい。

光化学オキシダントも、技術的に難しい面もあ

るかもしれないが、ぜひとも予測を実施してほ

しい。 

PM2.5 及び光化学オキシダントについては、

その生成メカニズムが十分解明されておらず、

精度の高い予測手法が確立されていないため環

境影響評価項目に選定しておりません。 

PM2.5 については、今後、国の動向を注視し、

最新の知見を収集するなど実態の把握を進め、

精度の高い予測手法が確立された際には、環境

影響評価の実施について検討してまいります。 

なお、施設の稼働に伴う排ガスについては、

国内最高レベルのばい煙処理施設を導入する計

画とし、PM2.5 及び光化学オキシダントの原因

物質となる硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん

の濃度及び排出量を可能な限り低減いたしま

す。 

排ガスによるPM2.5 への寄与については、配慮

書に記載の予測結果では、排ガスによる大気質

への影響については、最大着地濃度の年平均値

はバックグラウンド濃度と比較して極めて小さ

く、その寄与率は、二酸化硫黄 1.9％、二酸化窒

素 0.6％、浮遊粒子状物質 0.1％であり、大気質

への影響は小さいものと考えております。 

大気質への影響については、今後、調査、予

測及び評価を実施し、その結果を準備書に記載

いたします。 

103 微粒子状物質(PM2.5)を評価対象に加えるべき

である。現状、微小粒子状物質(PM2.5)につい

て、平成 25 年度の測定結果によると 20km圏内に

おける一般局 13 局中 7 局で環境基準の長期基準

に適合しておらず、自排局では 13 局すべてで環

境基準の長期的基準に適合していない。環境基

準の短期的基準についても一般局で 13 局中 12

局、すべての自排局で環境基準の短期基準に適

合していない。石炭火力発電所稼働により、さ

らに汚染が悪化することが予想される。 

104 PM2.5 について 

PM2.5 による呼吸器系の健康影響があることが

すでに示されている(微小粒子状物質健康影響評

価検討会、2008 年 4 月 3 日)PM2.5 の生成過程や

挙動が科学的に解明されていないとはいえ、人

の健康に影響を及ぼしていることは確実である

が、それは認識しているのか。こうした現状の
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中で、神戸製鋼は「PM2.5 に関する精度の高い予

測手法が確立されていないため環境影響評価の

項目に選定しない」という。精度が悪いので評

価しない、国が方針を示すまで待つといった姿

勢は、市民にリスクを押し付けているだけであ

る。それでは到底、納得できない。環境アセス

メントの趣旨から、事業者自らが市民に対し

て、健康に影響のないことを示さなければなら

ない。 

105 光化学オキシダントを評価対象に加えるべき

である。現状、すべての測定局で環境基準の評

価に適合していない。今でさえ環境基準に全く

適合していないにもかかわらず、さらに汚染を

悪化させる石炭火力発電所の新増設は許されな

い。 

106 他の汚染源との総合評価 

PM2.5 やオキシダントなど環境基準を超過して

いるものがある。他の固定発生源との複合汚

染、自動車・船舶・航空などとの複合汚染の総

合評価を季節変化をふまえて実施すべきであ

る。 

 PM2.5 及び光化学オキシダントについては、

その生成メカニズムが十分解明されておらず、

精度の高い予測手法が確立されていないため環

境影響評価項目に選定しておりません。 

 PM2.5 については、今後、国の動向を注視し、

最新の知見を収集するなど実態の把握を進め、

精度の高い予測手法が確立された際には、環境

影響評価の実施について検討してまいります。 

 なお、施設の稼働に伴う排ガスについては、

国内最高レベルのばい煙処理施設を導入する計

画とし、PM2.5 及び光化学オキシダントの原因

物質となる硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん

の濃度及び排出量を可能な限り低減いたしま

す。 

 配慮書に記載の予測結果では、排ガスによる

大気質への影響については、最大着地濃度の年

平均値はバックグラウンド濃度と比較して極め

て小さく、その寄与率は、二酸化硫黄 1.9％、二

酸化窒素 0.6％、浮遊粒子状物質 0.1％であり、

大気質への影響は小さいものと考えておりま

す。 

 なお、バックグラウンド濃度は、一般環境大

気測定局の５か年平均値を使用しており、神戸

製鉄所、神鋼神戸発電所のほか、周辺域の自動

車や航行船舶等の影響を含んだものとなってお

ります。 

107 １．環境影響評価方法書第 6.1-2 表におい

て、大気質の項目にPM2.5 を項目に入れること。

そして施設の稼働と、工事中時の要因におい

て、これを選定すること。その上で、貴社とし

て今の技術力でできるだけの最高レベルの環境

影響評価方法を工夫して、現地での実測を含め

て環境影響評価を実施し、公表すること。 

理由は、以下の通り。配慮書への意見の中

で、兵庫県知事、神戸市長、芦屋市長、それか

ら多くの市民の声として、このPM2 .5 を評価項

目に入れるべきとしている。しかし、貴社の見

解は、7-47 ページにあるように「国内最高レベ

ルのばい煙処理設備を導入し、pm2.5 の原因物質

の一部である硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじ

んおよび水銀を含む重金属等の微量物質を可能

な限り低減します。PM2.5 については、精度の高

い予測手法が確立されていませんが、最新の知

見を収集するなど実態の把握を進め、環境影響

評価の実施について検討します」というもので

あった。これと同じことを、いろいろな人への

回答でもくり返し記載している。 

しかし、この回答の意味は、第 6.1-2 表にお

いて、大気質の項目に粒子状物質(PM2.5)を除外

しているのであるから、結局、今回の環境影響

評価方法書では、なにも、しないということに

なる。 

これは非常にけしからん、市民を馬鹿にして

いると言わざるを得ない。何らかの工夫し、現

在でも実施できることをすべき。 

貴社は過去に、公害ぜん息問題で、その裁判

の被告となったという痛苦な経験があり、患者
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会との和解の中で、「二度と同じ過ちをしな

い」という「お詫び」をし、約束をしたはず。

その当時も、国の政策に沿って工場を操業して

おり、なにも「法令違反せずに製造」していた

のである。企業の技術力の方が専門レベルが高

いのであり、国任せではなく、企業責任を考え

るべき。そのときの教訓を今一度しっかりと考

え直すべき。これは経営者だけではなく、この

石炭火力発電にかかわるすべての社員と技術者

にもこのことを伝えて、考え直してほしい。 

 

２．貴社の既設の石炭火力発電所の 140 万kw

の稼働実績を用いて、大気質の項目のPM2.5 につ

いて、一定の推算をして評価し結果を公表すべ

き。 

理由 今回の石炭火力発電設備は、硫黄酸化物

とばいじんは約半分、窒素酸化物はほぼ同じと

いう排出量になっている。少なくとも、神戸

市、芦屋市、大阪市における、他の設備からの

これらの物質の排出量と対比して、既設火力

が、そこの自治体測定局におけるPM2.5 に、どれ

だけ増加させたかなどの推算はできるはず。 

このやり方は、発電所アセス省令には記載な

いが、貴社には、優秀な技術者がいるはず。今

回の石炭火力発電所が、神戸市、芦屋市、大阪

市という大都会の中に設置するという点から

も、政府の用意したアセスだけではなく、独自

の積極的なアセスメントをすべき。 

 

３．もし環境影響評価方法書第 6.1-2 の大気

質の項目にPM2.5 を項目に入れないというのであ

れば、その原因物質と言うことがはっきりとし

ている、硫黄酸化物、ばいじん、および窒素酸

化物の排出量は、ほぼゼロとなるような「ばい

煙処理設備」にした場合の評価も行い、その結

果を評価書に取り入れるべき。 

ゼロにすることが無理であれば、少なくと

も、それらの物質を除去する設備を、直列に 2

段、または、3 段の直列に設置して、技術的に可

能なかぎり低減する場合の評価も行い、その結

果も評価書に入れるべき。 

理由は、すでに貴社の方法書において明瞭に

記載されているように、自治体測定局のPM2.5 の

数値が環境基準を超過しており、これ以上の原

因物質を増やすことはしてはならないから。

PM2.5 は、呼吸器系だけではなく、循環器系の、

死亡原因となる物質であるので、そういう物質

を、貴社は平気で現状以上に、増やすことにな

る。つまり、これらの物質が、原因であるPM2.5

という物質が、明らかに世界的にも死亡原因物

質であることが明瞭となっている現在であり、

ぜん息患者を増やすだけではなく、循環器系患
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者を増やし、死亡者を増やす企業となるのであ

る。最近のアスベスト問題に似たような状況と

いえる。クボタやその他の企業と同じ轍は踏む

べきではない。国のいうルールや判断、マニュ

アルではなく、企業が自主的に判断することが

求められている。御社のトップメッセージにあ

るように「真に環境へ配慮し」「地域に溶けこ

む企業」としての考えから、本事業が本当に環

境に配慮しているのかどうか判断すべき。 

108 PM2.5 及びオキシダントの予測について 

P7-48 他「PM2.5 及びオキシダントは精度の高

い予測手法が確立されていない」としている

が、特殊気象条件下の予測で使用しているEPAの

ISC-PRIMEモデルはPreferred/recommendedモデ

ルでなくランクの落ちるalternativeモデルであ

る。一方CMAQはphotocemicalモデルの最初に記

載されおり、ISC-PRIMEモデルよりは上のレベル

にはある。CMAQの拡散予測の確かさは滋賀県、

兵庫県の原発事故時の放射線シミュレーション

でも使用しており精度の高い方法と考えられ

る。格子点のスケールを小さくすると極端に計

算に時間がかかる問題はあるが、住宅密集地に

新設するのであるから、十分に時間をかけてで

も実施すべき。また、オキシダントに関して兵

庫県環境研究センターや PM2.5 に関して東京都

で使用実例がある。事業以外の排出源インベン

トリデータが必要になるが、上記の兵庫県環境

センターでも使用しているEAGrid2000 やJCAPな

ど整備されている。精度が確認できないのであ

れば同じくEPAのCAMｘなどいくつかのモデルを

利用して精度を確認する方法はある。新設であ

るから、場所の選択は可能であるのに、住宅密

集地で環境基準を超過している地域にあえて、

新設しようとするのであるから、予測しないの

はおかしい。 

住民により広く情報を開示し理解を得ようと

する意識がない。 

よって、意見としてはCMAQやCAMxを利用して

オキシダント、PM2.5 の予測をすべき。 

 PM2.5 及び光化学オキシダントについては、

その生成メカニズムが十分解明されておらず、

精度の高い予測手法が確立されていないため環

境影響評価項目に選定しておりません。 

 PM2.5 については、今後、国の動向を注視し、

最新の知見を収集するなど実態の把握を進め、

精度の高い予測手法が確立された際には、環境

影響評価の実施について検討してまいります。 

 なお、施設の稼働に伴う排ガスについては、

国内最高レベルのばい煙処理施設を導入するこ

とで、PM2.5 及び光化学オキシダントの原因物

質となる硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじんの

濃度及び排出量を可能な限り低減いたします。 

配慮書に記載の予測結果では、排ガスによる

大気質への影響については、最大着地濃度の年

平均値はバックグラウンド濃度と比較して極め

て小さく、その寄与率は、二酸化硫黄 1.9％、二

酸化窒素 0.6％、浮遊粒子状物質 0.1％であり、

大気質への影響は小さいものと考えておりま

す。 

また、PM2.5 や光化学オキシダントへの適用が

検討されている大気質シミュレーションモデル

（CMAQなど）は、現在、環境省で検討が進めら

れている段階(平成 26 年度第３回光化学オキシ

ダント調査検討会など)であり、現段階では環境

影響評価で採用された事例はありません。CMAQ

は大気中の化学反応を考慮したモデルであるた

め、PM2.5 や光化学オキシダントについて生成過

程を踏まえて予測することが可能とされており

ますが、比較的広域を対象としたモデルであ

り、光化学オキシダントの検討事例では、観測

データと計算結果との再現性に課題があるとさ

れております。 

 EPAのISC-PRIMEモデルは、「発電所アセスの

手引」に記載されており、発電所環境影響評価

で多く実績があり、適切なモデルと考えており

ます。 

109 P6-60 「類似の事例を参考に」とあり計算を

行わないようですが、これに比べればPM2.5 とオ

キシダントのCMAQは高精度と思います。事業者

の姿勢を疑う。PM2.5 とオキシダントをCMAQで予

測を行うべき。 

110 石炭には窒素、硫黄、水銀など重金属が含ま

れています。公害物質がばらまかれる。 

以上のことだけでも石炭火力発電の増設は止め

てほしい。 

本計画においては、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理
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施設を導入することで、硫黄酸化物、窒素酸化

物、ばいじんの濃度及び排出量を可能な限り低

減いたします。 

また、排ガス中の水銀を含む重金属等の微量

物質についても、ばい煙処理施設において、そ

のほとんどが除去されます。 

施設の稼働による大気質の影響については、

今後、調査、予測及び評価を実施し、その結果

を準備書に記載いたします。 

111 水銀を燃焼後のガスとして排出することに対

して、既存の環境対策設備でも諸外国に比べて

充分低値に抑えられるとして追加対策を施さな

いとしているが、ガス酸化剤による水銀蒸気捕

捉システムなどの最新設備を導入し、より低減

すべきである。また、水銀の空中濃度を現神鋼

火発の直近で測っているが、蒸気化した水銀の

最終着地地点での測定ではないので何の意味も

持たない。神鋼は最終着地地点を把握し、最終

着地地点で水銀濃度を測るべきである。 

本計画においては、国が定めた「BAT の参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、国内最高レベルのばい煙処理施設を

導入することで、排ガス中の水銀を含む重金属

等の微量物質についてもほとんど除去されま

す。 

現在、水俣条約を踏まえた大気汚染防止法の

改正により、排出口での水銀の排出基準の検討

がなされております。排出基準値等について

は、今後、設定される排出基準を踏まえて、適

切に対応してまいります。 

また、「有害大気汚染物質モニタリング地点

選定ガイドライン」において、固定発生源のモ

ニタリング地点は、概ね５km 以内に配置するこ

とが記載されております。本計画では、これを

参考に水銀を含む重金属等の微量物質の調査地

点として、対象事業実施区域を中心に、配慮書

における大気質の最大着地濃度地点の距離と風

向も考慮し、おおむね５km 範囲に４地点を選定

しております。 

さらに、20km 圏内において行政が測定してい

る６地点と合わせて、合計 10 地点で重金属等の

微量物質の調査を行い、最終着地地点を考慮し

た調査計画としております。 

112 P7-47 国が定めた優先取組物質から選択して

いるが、既に使用して施設で測定を順次行うこ

とは理解できるが、新設ではすべての物質を評

価する必要がある。（事業者の感覚を疑う。） 

有害大気汚染物質は、「大気汚染防止法」第

２条第 13 項の規定により、「継続的に摂取され

る場合には人の健康を損なうおそれがある物質

で大気の汚染の原因となるもの」とされてお

り、その施策は、同法第 18 条の 20 の規定によ

り、「科学的知見の充実の下に、将来にわたっ

て人の健康に係る被害が未然に防止されるよう

にすることを旨として実施されなければならな

い」とされております。また、優先取組物質

は、当該物質の有害性の程度や我が国の大気環

境の状況等に鑑み、健康リスクがある程度高い

と考えられる有害大気汚染物質とされ、現在は

23 物質が選定されております。 

施設の稼働に伴う排ガスにおける重金属等の

微量物質については、優先取組物質の中で石炭

中に含まれる微量物質で、排煙として排出され

る可能性があり、また、これまでの発電所環境

113 

 

6-31 ばいじん量と燃料中に含まれる重金属

等の微量物質の量との比率を用いて換算すると

しているが、石炭利用次世代技術開発調査（新

エネルギー・産業技術総合開発機構（財）石炭

利用総合センター）では「燃焼時における石炭

中の微量元素の挙動はおおまかに次の 3 群に分

類できるとし、第Ⅰ群 非揮発性物質（揮発性

が小さく、大部分が固体廃棄物、特に粒径が大

きい粒子に集まる元素）、第Ⅱ群 揮発-凝縮性

物質（揮発性があるが、プロセス途中で粒子径

の小さい粒子に凝縮や濃縮する元素）、第Ⅲ群 

揮発-非凝縮性物質（揮発性が高く、ガス中に残

存する元素）とし、煙突から大気中に放出され
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る平均排出割合は第Ⅰ群が 0.10％、第Ⅱ群が

0.07％、第Ⅲ群に帰属する微量元素は、水銀

（Hg)が 31％、フッ素（F）が 41％、塩素（Cl）

が 4.6％としており、揮発性も考慮すべきであ

る。 

影響評価においても影響評価を行った事例も踏

まえて、ヒ素及びその化合物（As）、ベリリウ

ム及びその化合物（Be）、クロム及びその化合

物（Cr）、水銀及びその化合物（Hg）、マンガ

ン及びその化合物（Mn）、ニッケル化合物

（Ni）の６物質について調査、予測及び評価を

実施する計画としております。 

 

114 6-13 元素の揮発性は存在形態や処理装置等

により異なるため、実測で設定すべきである。

不可能であれば、安全側で設定すべきである。

なお、実験であれば、その観測チャートも含め

全データを公開すべきであり、安全側に設定し

た根拠を数値で示すべきである。（可能な限り

とか定性的ないい方でなく） 

115 石炭中の重金属に関する意見 

6-31 石炭中の重金属として 6 種のみとしてい

るが、石炭中の重金属に関しては、電力中央研

究所の横山隆壽によれば、「排煙中に含まれる

微量元素の源として石炭中の微量元素濃度を把

握しておくことは重要であり 」としており、法

規制、人体の健康影響に対する科学的根拠や過

去の調査実績などに基づいて、23 種類の微量元

素（アルミニウムAl，ヒ素As，ホウ素B，ベリリ

ウムBe，カルシウムCa，カドミウムCd ，塩素

Cl，コバルトCo，クロムCr，銅Cu，フッ素F，鉄

Fe，水銀Hg，マグネシウムMg，マンガンMn，モ

リブデンMo，ニッケルNi ，鉛PbアンチモンSb，

セレンSe，ケイ素Si，バナジウムV，亜鉛Zn) を

選定している。なお、揮発性の高いものとし

て、事業者の選定したHgのほかにフッ素、塩素

を記載している。 

また、電力中央研究所の野田直希によれば、

「大気汚染物質のうち健康リスクが高い優先取

組み物質 22 種類の中では、水銀(Hg)、ニッケ

ル(Ni)、ヒ素(As)、6 価クロム (Cr6+)、マンガ

ン(Mn)、ベリリウム(Be)が注目される。」と

し、石炭火力から大気中へ排出される微量物質

の実態として、 As(ヒ素)B (ホウ素) Be (ベリ

リウム) Cd (カドミウム) Co (コバルト) Cr(ク

ロム)F(フッ素) (ガス、粒子)、Hg(水銀) (ガ

ス、粒子)、 Mn(マンガン)、 Ni (ニッケル)、

Pb (鉛)、Sb (アンチモン)、Se (セレン) (ガ

ス、粒子)、V(バナジウム)とし、また、水域へ

の排出実態として、As，B、Be、Cd、全Cr** 

(Cr6+)、F、Hg、Mn、Pb、Se、Vをあげている。 

また、出 光石 炭研の 神原信志 は、  U.S. 

National Research Council は、石炭利用プロ

セスから排出される元素のうち、環境に影響を

及ぼす元素を影響度に応じて 6 つに分類してい

るとしており、そのなかでは、主に影響を及ぼ

す元素何らかの影響をあるものまで(放射性元素

を含む)を記載しており、As，B，Cd，Hg，Mo，

Pb，Se，C，N，S、Cr，Cu ，Ni，V， Zn ，F、

Ba ，Co，Ge，Li，Mn，Sb，Sr，Na ，Br、Po，
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Ra，Rn，Th，U，Ag，Be，Sn，Tl 

と紹介している。 

また、石炭利用次世代技術開発調査(新エネル

ギー・産業技術総合開発機構(財)石炭利用総合

センター)では、石炭中の微量元素濃度として 

S，P，Si，Al ，Ca，Mg，Na ，K，Fe，Mn，

Ti，Sb，As，Ba ，Be，Bi，B，Br，Cd，Ce，

Cs，Cl，Cr，Co，Cu，Dy，Er，Eu，F，Gd，

Ga，Gc，Hf，Ho，I，La，Fb，Li，Lu，Hg，

Mo，Nd，Ni，Nb，Pr，Rb，Sm，Sc，Se，Ag，

Sr，Te，Tb，Tl，Th，Tm，Sn，W，V，Yb，Y，

Zn，Zrの含有量が記載されている。 

環境基準の設定には暴露実験や疫学調査など

多大な費用と時間がかかる。多くの発生源があ

るような物質しかない、 U( ウラン)は人体に影

響があるが環境基準は設定されていない。 LD50

など人体摂取の許容限度がわかれば、大気中の

濃度を設定すれば計算はできる。また、現在な

くとも将来、許容限度が判明すれば計算はでき

る。新設であるから場所を選択できるのに、あ

えて住宅密集地で新設で、しかもLNGでなく石炭

をあえて選択する以上、万全の調査をすべき。 

LNGと環境への負荷を同じにすべき。 

よって、意見としては、きわめて少ない排出

量と考えられるものもあるが、住宅密集地に新

設する石炭火力(天然ガスでなく)としては、こ

れらのすべての元素を調査すべきである。 

116 

 

１．今回の石炭火力発電での水銀など有害重

金属について、排ガスの調査地点での年平均値

を調べるだけではなく、本来、使用原料から、

最終の外部への排出(排ガス、燃焼灰、排水)ま

での、全プロセスを対象にしたマスバランスを

評価して、すべての排出量を評価して公表すべ

き。外部への排出は、排ガスだけではなく、排

ガス処理装置で捕捉されたものや、飛灰や脱硫

排水中に、どれだけ排出される量も評価して公

表すべき。 

理由 そもそも、水銀は優先取組物質でもあ

り、今回の石炭火力発電での水銀についても、

全面的な環境影響評価をするべきである。今回

の方法書では、排ガスについて調査地点での年

平均値を調べるだけであるが、本来、使用原料

から、最終の外部への排出(排ガス、燃焼灰、排

水)までの全プロセスを対象にしたマスバランス

を推算して、評価すべき。これらは、貴社の既

設の石炭火力発電での水銀など有害重金属につ

いて、使用原料から、最終の外部への排出(排ガ

ス、燃焼灰、排水)までの、全プロセスを対象に

したマスバランスを評価して、今回の設備の場

合を推算することができるはずである。 

２．上記の評価結果には、既設設備の実績と、

新設設備の評価結果とを対比した表にして、公

本計画においては、国が定めた「BAT の参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理

施設を導入することで、硫黄酸化物、窒素酸化

物、ばいじんの濃度及び排出量を可能な限り低

減いたします。 

また、排ガス中の水銀を含む重金属等の微量

物質についても、ばい煙処理施設において、そ

のほとんどが除去されます。 

施設の稼働に伴う排ガスにおける重金属等の

微量物質については、国が定める優先取組物質

の中で石炭中に含まれる微量物質で、排煙とし

て排出される可能性のある６物質とし、ヒ素及

びその化合物（As）、ベリリウム及びその化合

物（Be）、クロム及びその化合物（Cr）、水銀

及びその化合物（Hg）、マンガン及びその化合

物（Mn）、ニッケル化合物（Ni）について調

査、予測及び評価を実施する計画としておりま

す。 

予測及び評価については、他社の事例を参考

に、方法書（P6-31～32）に記載の方法で実施い

たします。 
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表すべき。 一般排水については、排水の規制基準等を遵

守する計画とし、石炭灰についても、神鋼神戸

発電所と同様に受け入れ先の基準の適合したも

のをセメント原料として有効利用する計画とし

ていることから、環境への影響はほとんどない

と考えております。 

117 6-31 水銀は形態により人体影響が異なるた

め、ゼロ価と二価に分けて測定して下さい。 

施設の稼働に伴う排ガスにおける重金属等の

微量物質における水銀及びその化合物（Hg）に

ついては、「有害大気汚染物質測定方法マニュ

アル」(平成 23 年、環境省）に従って実施する

計画としております。 

118 使用燃料の違いによる大気汚染検証 

石炭種類により、大気汚染物質、微量物質の排

出量に影響が出る。使用される石炭における大

気汚染物質、微量物質の排出量の評価を行うべ

き。使用石炭種を変える場合があれば、変える

可能性のある主要産炭地ごとの評価を実施すべ

き。 

また、近い将来、低品位炭を使用する可能性

があるなら、低品位炭を使用して汚染物質排出

量の増加や種類が拡大した場合の環境影響評価

を実施する必要がある。あるいは低品位炭を使

用する際には運転を止めて環境アセスメントを

改めてやりなおすことを取り決めるなど、なし

崩し的な低品質炭利用による環境の著しい悪化

を防ぐためのなんらかの方法を検討し、実施す

る必要がある。 

本計画においては、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入することで、ばい煙排出

量を低減いたします。 

さらに、施設の稼働に伴う排ガスによる影響

低減を図るため、国内最高レベルのばい煙処理

施設を導入することで、排ガス中の硫黄酸化

物、窒素酸化物、ばいじんの濃度を可能な限り

低減いたします。 

配慮書に記載の年平均値の予測結果では、排

ガスによる大気質への影響については、最大着

地濃度の年平均値はバックグラウンド濃度と比

較して極めて小さく、将来予測環境濃度は、環

境基準に適合していることから、大気質への影

響は小さいものと評価しております。 

大気質の影響については、「発電所アセスの

手引」を参考に、本計画に関する事業特性及び

地域特性を踏まえ、今後、調査、予測及び評価

を実施し、その結果を準備書に記載いたしま

す。 

なお、石炭性状については成分のばらつきを

考慮して設定いたします。硫黄酸化物、窒素酸

化物、ばいじんのそれぞれの項目について排出

量が最大になる条件とし、それ以上となる石炭

は使用いたしません。 

また、施設の稼働に伴う排ガスにおける重金

属等の微量物質については、国が定める優先取

組物質の中で石炭中に含まれる微量物質で、排

煙として排出される可能性のある６物質とし、

ヒ素及びその化合物（As）、ベリリウム及びそ

の 化 合 物 （ Be ） 、 ク ロ ム 及 び そ の 化 合 物

（Cr）、水銀及びその化合物（Hg）、マンガン

及びその化合物（Mn）、ニッケル化合物（Ni）

について調査、予測及び評価を実施する計画と

しております。 

予測にあたっては、石炭中の重金属等の微量

物質の濃度として現時点で使用が予定されてい

る石炭の中で最も高い値を設定して予測計算を

実施いたします。 

119 水銀を含む重金属類(P.6-33) 

水銀は環境中に放出された場合、人体に取り

施設の稼働に伴う排ガスにおける重金属等の

微量物質については、国が定める優先取組物質
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返しのつかない深刻な影響を与える。このため

2013 年 10 月「水銀に関する水俣条約」が採択さ

れ、国内では「水銀による環境の汚染の防止に

関する法律」および「大気汚染防止法の一部を

改正する法律」が整備された。水銀は、今後、

条約が発効されれば国内外で高度に規制される

情勢にある。こうした情勢にもかかわらず、水

銀を含む重金属類の実測地点数が 4 地点、範囲

が 10km圏のみで、20km圏は実測を伴わない文献

調査しかない。一方、NOxやSOxの測定は自排局

と一般局のデータを用いて 20 km 圏を対象とし

ている。このように 10km圏を超えて飛散する可

能性があり、市民の健康被害が想定されるにも

かかわらず、水銀を含む重金属類だけ広範囲に

実測しない科学的な根拠を示すべきである。 

の中で石炭中に含まれる微量物質で、排煙とし

て排出される可能性のある６物質とし、ヒ素及

びその化合物（As）、ベリリウム及びその化合

物（Be）、クロム及びその化合物（Cr）、水銀

及びその化合物（Hg）、マンガン及びその化合

物（Mn）、ニッケル化合物（Ni）について調

査、予測及び評価を実施する計画としておりま

す。 

施設の稼働(排ガス)による重金属等の微量物

質については、調査地域として、対象事業実施

区域より 20km範囲内について、調査を計画して

おります。 

重金属等の微量物質については文献その他の

資料調査の調査地点は、「一般環境」、「発生

源周辺」、「沿道」で分類されており、20km範

囲内では、６地点で行政が実測調査をしている

調査結果を使用いたします。 

また、これに加え当社が実施する現地調査に

ついては、「有害大気汚染物質モニタリング地

点選定ガイドライン」(平成 25 年、環境省)を参

考に調査地点を選定しております。 

ガイドラインにおいて、「固定発生源周辺」

の測定地点は、「排出が見込まれる事業所等か

ら最大５km以内」とされていることから、対象

事業実施区域から５km程度の４地点を調査地点

に選定しております。 

以上により、20km範囲内で合計 10 地点の調査

結果を用いて、予測及び評価を実施する計画と

しております。 

120 6 章の大気環境で自動車に関してはNOx等しか

ないが、他の事例を見ると、ガソリン車からの

ベンゼンも記載している。よってベンゼンも調

査、予測、評価すべき。一般財団法人 石油エ

ネルギー技術センターの平成 23 年度次世代大気

環境改善効果分析事業報告書によれば、自動車

に関してはポスト新長期規制適合のディーゼル

貨物車から有害物質としてアルデヒド類、アン

モニアが排出されるとしている。ここで還元が

不充分だと亜酸化窒素の排出の可能性がある。

多くの文献によれば 1,3-ブタジエン、ベンゾ(a)

ピレンも排出されるとしており、自排局でのモ

ニタリング調査がなされている。環境基準はな

いがリスク評価は可能である。 

よって、アルデヒド類、アンモニア、1,3-ブ

タジエン、ベンゾ(a)ピレン、亜酸化窒素も調

査、予測、評価すべき。 

「発電所アセスの手引」において、炭化水素

は、「工事中の建設機械の稼働や資材等の搬出

入、供用時の資材等の搬出入により発生し、光

化学オキシダントの原因となる物質である。し

かしながら、一般的な事業内容として炭化水素

を大量に排出することは想定できないことか

ら、参考項目として設定しない。」とされてお

ります。 

ベンゼン、アルデビド類、アンモニア、１，

３－ブタジエン、ベンゾ（a）ピレン、亜酸化窒

素についても同様に、大量に排出するものでな

いと考えられるため、評価項目に選定しており

ません。 

 

121 6 章の大気環境で、施設の窒素酸化物処理装置

に尿素を使用するのであれば、アルデヒド類、

アンモニア、亜酸化窒素も調査、予測、評価す

べき。 

 

 

本計画において、尿素は使用いたしません。 

窒素酸化物の排出量低減のために乾式アンモ

ニア接触還元法による排煙脱硝装置の設置を計

画しております。排煙脱硝装置では、触媒を用

いてアンモニアと窒素酸化物を反応させ、窒素

と水蒸気に還元し、煙突より排出いたします。 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

排煙脱硝装置に使用するアンモニアは、「高

圧ガス保安法」及び「電気事業法」に基づく適

正な維持、管理によって漏洩を防止するととも

に、「悪臭防止法」に基づき排出口における規

制基準を遵守いたします。その結果、アンモニ

アの排出量は極めて少なく、また、これまでの

実績からも悪臭として環境保全上支障を及ぼす

恐れは小さいものと考え、評価項目に選定して

おりません。 

122 P7-46 タール分について「高温のボイラー内

で燃焼されるため排出されないと考えておりま

す」とあるが、具体的な実験結果を示すべき。

事業者の主観的な見解で住民の意見への回答と

なっていない。 

タール分は、1300℃以上の高温では燃焼して

存在しないことが知られております。 

本計画において、ボイラー内の温度は 1500℃

以上と高温であるため、タール分は発生しない

と考えております。 

123 付近には高層のマンションがあります、低い

雲のときは雲のなかに入ります。煙突はかなり

の高さがありますが、地上と比べると地上では

煙が希釈されて濃度が薄まるかも知れません

が、煙が雲のように漂い、直撃すること考えら

れます。このような、高さのマンションは、ほ

かのところであります。このようなマンション

に煙が直撃すること考えて予測して下さい。 

ばい煙の排出については、煙突高さを 150ｍ、

排ガス温度を 90℃、排ガス排出速度を 30m/sと

する計画にしております。 

煙突から排出された排ガスは、それ自身が持

つ熱と排出速度により、一定の高さまで上昇し

た後に拡散いたします。 

この高さを有効煙突高さと言いますが、対象

事業実施区域周辺の平均的な気象条件であれ

ば、400ｍ以上となります。 

このことから、高層建築物への影響は少ない

ものと考えております。 

なお、高層建築物への影響については、調

査、予測及び評価について検討してまいりま

す。 

124 6-11 10 評価の手法で「実行可能な範囲内で

回避又は低減されているか検討し、環境保全に

ついて配慮が適正になされているか検討する」

実行可能性は事業者が勝手に判断するのでしょ

うか、それとも、住民に根拠数値の資料を示す

のでしょうか？ 

環境影響評価は、各段階において、国、県及

び市に審査いただくことになっており、信頼で

きるものと考えております。 

なお、準備書については、方法書と同様に縦

覧し、説明会を開催いたします。 

125 健康調査 

石炭火力発電所周辺住民の健康調査を実施す

ること。文科省の「学校保健統計」などによる

文献調査、環境省の大気汚染に関わる環境保健

サーベイランス調査」の手法や知見を活用し、

稼働前と稼働後の調査を行い公表すること。 

「発電所アセスの手引」において、予測結果

の評価は、「環境影響が実行可能な範囲内で回

避又は低減されているかを検討し、環境保全に

ついての配慮が適正になされているかを検討す

る。また、環境基準等との整合が図られている

かを検討する。」とされております。 

環境基準は、「環境基本法」において、「人

の健康を保護し、及び生活環境保全する上で維

持されることが望ましい基準」として定められ

ており、大気環境における評価については、同

基準等との整合が図られているかについて評価

いたします。 

126 この方法書については、しばらく、たとえば 

1 年から 2 年の延期することを求める。 

理由は、まだ多くの疑問点があり、まだ十分に

は検討できない点が残っている。たとえば、光

化学オキシダントについても、環境基準をオー

バーすることがあると方法書に記載があるが、

 光化学オキシダントについては、その生成メ

カニズムが十分解明されておらず、精度の高い

予測手法が確立されていないため環境影響評価

項目に選定しておりません。 

 施設の稼働に伴う排ガスについては、国内最

高レベルのばい煙処理施設を導入する計画と
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No. 意見の概要 事業者の見解 

それについての、影響評価方法に問題があると

思われる。また、地域市民に十分に理解させて

いるのかどうかも、疑問である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、光化学オキシダントの原因物質となる窒素

酸化物を可能な限り低減いたします。 

 配慮書に記載の予測結果では、排ガスによる

大気質への影響については、最大着地濃度の年

平均値はバックグラウンド濃度と比較して極め

て小さく、その寄与率は、二酸化窒素 0.6％と小

さいものであり、大気質への影響は小さいもの

と考えております。 

 施設の稼働による大気質の影響については、

光化学オキシダントの原因物質となる窒素酸化

物について、今後、調査、予測及び評価を実施

し、その結果を準備書に記載いたします。 

地域住民のご理解については、「環境影響評

価法施行規則」に基づき、当社施設等に加え、

兵庫県、神戸市及び芦屋市の協力を得て、合計

８か所にて方法書の縦覧を実施するとともに、

神戸市３か所、芦屋市１か所で説明会を開催し

ていることから十分に対応できているものと考

えております。 

なお、準備書についても方法書と同様に縦覧

し、説明会を開催いたします。 

127 

 

【臭いを予測項目に加えよ】 

 私は当該発電所から南東約 2 キロの六甲アイ

ランドの居住区域北西端に住んでいる者です。

季節を問わず北西の風が吹くと、現在でも悪臭

に悩まされています。近隣住民も同じです。か

つて 1960 年代に石炭火力発電所が林立していた

尼崎市に勤務していたことがありますが、同じ

臭いです。他に発生源が考えられないので、神

戸製鋼からの臭いと考えています。 

 方法書説明会では、事業者は「煙突の排ガス

からは臭いはしない」と断言し、「場合によっ

て製鉄工程からの臭いかも知れない」と留保さ

れましたが、地域住民にとっては発生源はどう

であれ、大きな問題です。いわんやさらに煙突

が倍増するとなれば、想像するだに胸が悪くな

ります。 

 よって、環境影響評価の予測項目にぜひとも

臭いを加えていただきたい。事業者は灯台もと

暗しで、発生源の真下では臭いは感じないかも

知れませんが。 

悪臭については、「発電所アセスの手引」に

おいて、「発電所においては、火力発電所に排

煙脱硝装置を設置した場合において悪臭物質で

あるアンモニアを使用するが、その排出量は極

めて少なくこれまでの実績からも悪臭として環

境保全上支障を及ぼすおそれは小さいと考えら

れることから、参考項目として設定しない」と

されていることから、評価項目に選定しており

ません。 

なお、神鋼神戸発電所における「神戸市条

例」に基づく事後調査結果においても、排ガス

中のアンモニア濃度は定量下限値(0.1ppm)未満

～0.8ppmと低濃度となっております。 

 

128 騒音振動その他 

低周波音は発生可能性のある機種ごとに、そ

の施設内の配置と近隣住宅への影響を複数案で

調査を実施するべき。  

発電所の低周波音源としては、誘引送風機、

主変圧器等があります。 

本計画においては、神鋼神戸発電所と同様に

防音対策を実施いたします。 

本計画の設備のレイアウトは、南北の配置に

限定されることから、当レイアウトを前提に施

設の稼働に伴う低周波音の影響について、今

後、調査、予測及び評価を実施し、その結果を

準備書に記載いたします。 

なお、神鋼神戸発電所の「神戸市条例」に基

づく事後調査結果では、発電所稼働後の敷地境
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No. 意見の概要 事業者の見解 

界における低周波音レベルは生活環境にほとん

ど支障がないレベルとなっております。 
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4.水環境全般 

No. 意見の概要 事業者の見解 

129 水温測定回数 

温排水に関する調査方法 (P6-55) について、

水温は天候に大きく左右され、日変動、月変動

が激しいにもかかわらず、52 箇所の測定地点で

1 年間、四季に 1 回しか調査しないのは少なすぎ

る。たった 4 回の調査では近傍海域の水温状況

は解明できないし、事後のモニタリングデータ

としても活用できない。たった 4 回で年間の変

動が把握しうるとみなす科学的な根拠を示すべ

きである。したがって、連続観測地点を増設す

べきである。また観測の測定水深、精度が示さ

れていない。 

水温の水平及び鉛直分布の調査については、

「発電所アセスの手引」において「調査の期間

及び時期は原則１年間とし、季節ごとに１回行

う」とされていることから、周辺海域における

水温の状況は十分に把握できるものと考えてお

ります。 

測定機器については、海域調査等で広く用い

られており、測定精度は±0.01℃の検定済のも

のを使用いたします。 

なお、測定深度については、海面下 0.5ｍ、１

ｍ、２ｍ、３ｍ、４ｍ、５ｍ、７ｍ、10ｍ、海

底上１ｍで実施する計画としております。 

130 水温連続測定地点数 

温排水に関する調査方法 (P6-55) について、

定点水温連続測定が 1 地点は明らかに少なすぎ

る。1 地点にした根拠は何か、明確かつ科学的な

理由を示すべきである。投入型水温連続測定器

(例えば、Onset社製のTidbit など)が 1 台 2 万

円程度で販売されている現状で、検証可能性を

担保した事前環境データの測定地点数とはいえ

ない。最低でも 50 箇所程度は必要である。ま

た、連続観測の観測頻度、測定水深、精度が示

されていない。 

定点水温連続測定の調査地点については、

「発電所アセスの手引」において、「調査地点

は原則として取放水口前面海域の１点とし、測

定深度は表層、中層及び下層とする。」とされ

ていることから、周辺海域の１地点において設

定しております。 

測定機器については、海域調査等で広く用い

られており、測定精度は±0.05℃の検定済のも

のを使用いたします。 

なお、観測頻度は１年間連続、測定深度は海

面下 0.5ｍ、３ｍ、５ｍ、７ｍ、10ｍで実施する

計画としております。 

131 水温連続測定地点の位置 

温排水に関する調査方法 (P6-55) について、

定点水温連続測定地点が神戸沖埋立処分場地先

に設定されており、将来温排水があった場合に

その影響が薄まった地点で測定しようとしてい

る。この地点設定では事前事後で水温上昇の検

証ができない。これは完全に意図的かつ悪意あ

る地点の設定である。ここに設定した根拠は何

か？なぜ、取水排水口近傍に設置しないのか、

明確かつ科学的な根拠を示すべきである。 

定点水温連続測定の調査地点は、神鋼神戸発

電所等の温排水の影響範囲外で、周辺海域にお

ける代表的な水温変化を把握するため、船舶の

航行等を考慮して設定しております。 

なお、取放水口前面海域を含む周辺海域の 52

地点において、水温の水平及び鉛直分布調査を

実施する計画としております。 

    

132 温度躍層の解析について (P.6-59、P.6-63) 

温排水の表層放水による温度躍層の形成・強

化・頻度増加・長期化・慢性化による底層部の

貧酸素化リスクが増大することは容易に想定さ

れる。にもかかわらず、水質測定点、水温測定

地点、流況測定地点の数と位置が異なる(一部、

整合している地点もある)。これではシミュレー

ション等によって、どの程度の影響があるの

か、正しく判定できない。なぜ、地点等を合致

させないのか、明確かつ科学的な根拠を持って

説明すべきである。また、流況調査項目では、

そもそもどのような解析手法やシミュレーショ

ン手法を用いて、何を明らかにするかも明確に

書かれていない。手法を具体的に示し、その精

度と確度を提示しなければならない。 

 

 

水環境における調査地点位置及び地点数につ

いては、「発電所アセス省令」及び「発電所ア

セスの手引」に基づき、環境要素の区分ごと

に、環境影響を予測及び評価するために適切か

つ効果的な調査地点を設定しております。 

水質の調査については、「発電所アセスの手

引」において、「一般排水の排水口前面海域と

し、海域の状況が的確に把握できる範囲を選定

する。また、一般排水を温排水の放水口から排

出する場合は、必要に応じて取水口前面海域も

含めるものとする。なお、流入河川等の影響が

考えられる場合は、適宜調査地域及び調査地点

の配置に考慮する。数点～10 点を標準とする

が、排水口の前面海域の状況等に応じて増減す

る。」とされており、方法書（P6-58）に示す 18

地点としております。 

水温の調査については、「発電所アセスの手
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引」において、調査範囲は、「簡易予測手法等

を参考として温排水による水温上昇１℃の拡散

範囲（以下「温排水拡散推定範囲」という。）

を求め、これを包含する範囲及び取水口前面の

海域とする。また、増設の場合や他の発電所と

温排水の重畳が予測される場合は、温排水拡散

推定範囲にこれらの範囲を含めることとする。

ここに、温排水の重畳とは、当該発電所と他の

発電所のそれぞれの温排水拡散推定範囲が同一

時刻に重なることをいう。なお、流入河川の影

響が考えられる場合、あるいは地形が複雑な場

合や防波堤等構造物がある場合は、適宜調査範

囲及び調査地点の配置を考慮する。」とされて

おります。調査地点は、「格子状あるいは放射

状に配置する。 測線あるいは調査地点の間隔

は、放水口に近い所ほど密に、離れるにしたが

って粗とする。」とされており、方法書（P6-

59）に示す 52 地点としております。 

流況の調査については、「発電所アセスの手

引」において、「放水口前面海域に汀線に直角

な１測線を設定し、調査地点を２～３点配置

し、また、汀線方向の流況を把握するため、そ

の両側にも調査地点を配置する等により、温排

水拡散推定範囲を包含する範囲の流況が把握で

きるよう適切に調査地点を配置する。なお、地

形が複雑な場合や防波堤等構造物がある場合に

は、これらの影響を勘案して調査地点の配置及

び調査点数の追加を考慮する」とされているこ

とから、方法書（P6-64）に示す９地点としてお

ります。 

また、流況については、流向及び流速につい

て、数理モデル（平面２次元）によるシミュレ

ーション解析により、放水口から海域へ温排水

を放水した場合の流動を計算して、予測及び評

価を実施し、その結果を準備書に記載いたしま

す。 

133 水環境、温排水について。環境大臣が取放水

設備の設置工事による影響を懸念する意見を提

出している。水環境については、事業実施区域

がわが国最大の閉鎖的海域である瀬戸内に面し

ていること、温排水については、既存の温排水

との累積的な影響を挙げている。「方法書」に

よれば既存の文献等も参考に概況を調査したと

ある。重畳も踏まえた上で調査するよう指示し

ているが、調査は大がかりなものになるが、実

地調査をしたのか。その結果はどうだったの

か。 

対象事業実施区域及びその周囲の概況につい

ては、入手可能な最新の文献その他資料によ

り、周囲の概況を整理し、方法書（P3-39～71）

に記載いたしました。水質及び温排水の影響に

ついては「発電所アセスの手引」を参考に、今

後、調査、予測及び評価を実施し、その結果を

準備書に記載いたします。 

なお、温排水の累積的な影響については、隣

接する神鋼神戸発電所等からの温排水の重畳も

考慮した上で、調査、予測及び評価を実施いた

します。 

134 取水排水の循環 (P.2-6) 

火力発電所の取水口・排水口は、大阪湾とい

う閉鎖性水域の最奥部で、さらに周囲を埋立地

で固まれた極めて流動性の低い海域である。に

もかかわらず、取水口と排水口は約 500m しか離

取放水設備については、深層取水・表層放水

方式を採用し、取水口は上層の水を取り込まな

い設計とすること、放水後の温排水は表層を漂

うことに加え、取水口と放水口の距離は十分に

離れた位置とすることにより再循環は起こらな
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れていない。これでは冷却水の循環が発生する

ことは確実である。こうした海域への高温水

(7℃)の排水は甚大な環境影響が生じるため、取

水排水口の位置関係を再考すべきである。もっ

とも環境への影響が少ない複数案を示さなけれ

ばならない。また、既存施設からの温排水とあ

わせて高温域が広範囲になり、より冷めにくく

なる。こうしたことが調査・解析に全く考慮さ

れていない。 

いものと考えております。 

同様の取放水方式を採用している神鋼神戸発

電所において、再循環はみられておりません。 

なお、施設の稼働に伴う温排水の影響につい

ては、隣接する神鋼神戸発電所等からの温排水

の重畳も考慮した上で、調査、予測及び評価を

実施し、その結果を準備書に記載いたします。 

135 P6-56 表層での放流であっても、密度差によ

る上下方向の混合の可能性がある。多層モデル

で行う必要がある。 

施設の稼働に伴う温排水の予測については、

今後実施する現況調査により、周辺海域の水

温、塩分、流況等を把握し、「発電所アセスの

手引」を参考に、他発電所の環境影響評価で多

くの実績のある数理モデル（平面２次元）によ

るシミュレーション解析手法により温排水の流

動・拡散予測を実施する計画としております。 

136 温排水の影響評価について 

＊拡散予測は、既設神戸発電所のアセスメン

トと同様、少なくとも１℃上昇範囲まで行い、

同時に、水深方向底層までの水温分布、及び溶

存酸素濃度（ＤＯ）の予測も行う必要。 

＊方法書の第 6.2-2 図(3)調査点では水温･塩分

濃度だけでなく、ＤＯも測定項目に加え、かつ

すべての測定点、測定項目について、水面～底

層の分布を把握する測定を、少なくとも１年間

にわたり毎月行う必要。 ＊これら測定データに

よって、予測モデルの妥当性を確認する必要が

ある。 

＜理由＞既設発電所建設時と比較すれば、周辺

海域でＤＯは低下している。ＤＯは、とくに底

層ＤＯは生態系、水質自然浄化力に大きく影響

するが、温排水の表層放流は海水面からの酸素

供給を阻害する。温排水のＤＯへの影響評価は

極めて重要である。 

施設の稼働に伴う温排水の拡散範囲について

は「発電所アセスの手引」を参考に、１年間季

節ごとに１回、水温、塩分、流況の現況調査を

実施し、数理モデルによるシミュレーション解

析手法により、予測を実施する計画とし、その

結果については、上昇温度別（３℃、２℃、

１℃）の包絡範囲を準備書に記載いたします。 

溶存酸素濃度については、神鋼神戸発電所の

「神戸市条例」に基づく事後調査では、発電所

の稼働前後において底層の溶存酸素濃度の悪化

は認められておりません。なお、水質の現況調

査については、方法書（P6-58）に示す 18 地点

で調査を実施する計画としており、周辺海域に

おける溶存酸素濃度の状況は十分に把握できる

ものと考えております。 

137 石炭粉じん、石炭灰で密閉構造としている

が、負圧で吸引しているのでなければ、敷地内

に粉じんが飛散し雨で流れ出るので水質や海の

生物の予測評価も必要である。 

「発電所アセスの手引」において、石炭粉じ

んについては「石炭火力発電所においては、屋

外に貯炭場を設置する場合に、そこから石炭粉

じんの飛散の影響が、近傍に民家等が存在する

場合は想定されることから、参考項目として設

定する」とされております。 

本計画においては、石炭は密閉型サイロに貯

蔵、揚炭設備及びコンベアは密閉構造としてお

り、石炭粉じんについては飛散防止対策が図ら

れていることから、評価項目として選定してお

りません。また、石炭灰についても屋内式貯蔵

設備に保管する計画としており、飛散等による

影響はないものと考えております。 

なお、取放水口前面海域を含む周辺海域の 52

地点において、水温の水平及び鉛直分布調査を

実施する計画としております。 
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138 次亜塩素酸ソーダの量と排出口の濃度(P.2-9) 

取水施設等へ生物の付着を防ぐために、電気

分解により得た次亜塩素酸ソーダを注入する計

画とある。次亜塩素酸ソーダは生物にとっては

猛毒である。このため瀬戸内海環境保全特別措

置法では指定物質として規制されている。本施

設でどの程度の量を使用するのか、示されてい

ない。また、突発的な事故や人為的ミスなどで

海域へ排出された場合に海域への拡散、それに

伴う被害想定などが、検討されていない。 

 

 

次亜塩素酸ソーダについては、海水を電気分

解して生成し、注入いたします。注入量につい

ては、貝類などの海生生物が水路や管路に付着

するのを防止するため、ごく低濃度で注入し、

放水口において、残留塩素が検出されないよう

管理いたします。 

放水口における残留塩素については、常時監

視するとともに、定期的に、JISで規定された測

定を実施し、万が一故障が発生した場合でも、

次亜塩素酸ソーダの生成、流入が停止するな

ど、安全に配慮した計画といたします。 

なお、発電所の運転にあたっては、機器の故

障等を未然に防止するため、日常点検、定期点

検を通じて機器の保全に努めてまいります。 

139 石炭火力発電は大量の温排水を出します。海

水より７度も温かい水を大量に放出するので海

水温が上昇します。今年の台風の発生の折温排

水の異常な高温で異常気象になり災害も増えて

います。神鋼周辺は外海と違い潮の流れも弱く

生物や植物に影響があります。 

施設の稼働に伴う温排水については、取放水

温度差を７℃以下で放水することで、放水後直

ちに周囲の冷たい海水と混合して温度が低下

し、拡散範囲は神戸製鋼所前面の近傍海域に留

まるものと考えており、温排水による気温上昇

の影響は、極めて小さいものと考えておりま

す。 

温排水の拡散範囲、海域に生息する動物及び

生育する植物への影響については、今後、調

査、予測及び評価を実施し、その結果を準備書

に記載いたします。 

140 赤潮・青潮の発生リスクの増大 

赤潮や青潮は、残念なことに大阪湾では未だ

に発生している。新たな石炭火力発電所からの

温排水には期的な影響だけでなく、広範囲かつ

長期的な影響によっても赤潮・青潮の発生リス

クを増大させる恐れがある。赤潮や青潮が長期

化・慢性化すれば市民生活や漁業にも被害が及

ぶかもしれず、取り返しのつかない社会損失と

なる。温排水に関わる計画を抜本的に見直す必

要がある。 

赤潮については、窒素・燐等の栄養塩、日

照・降雨等の気象条件、海水の塩分低下等種々

の要因が複雑に作用し発生すると言われており

ますが、その生成メカニズムは科学的に明確に

なっておりません。発電所から放水される温排

水は、比較的短時間のうちに周囲の海水温度に

戻ることで、温排水による水質に及ぼす影響は

少ないことから、赤潮の発生を助長するような

ことはないと考えております。 

また、青潮は、富栄養化が進行した閉鎖性水

域において、夏季に成層が発達し底層に酸素が

供給されにくい状態で、底層での有機物の分解

により酸素が消費され貧酸素水塊が形成されま

す。この貧酸素水塊が上昇することで青潮が発

生すると考えられております。溶存酸素量が低

いと貧酸素水塊が発生いたしますが、神鋼神戸

発電所の「神戸市条例」に基づく事後調査にお

いて、温排水による溶存酸素濃度への影響は認

められておりません。 

141 赤潮発生の解析およびシミュレーション 

赤潮の発生プロセスは複雑であり、その影響

要因も栄養塩、流況、水温、植物プランクトン

組成など多岐にわたる。しかし、方法書には赤

潮の発生頻度や状況に関する調査項目がそもそ

も見当たらない。これは温排水による影響を軽

視する不作為である。なぜ、赤潮・青潮発生の

リスク評価をしないのか、科学的かつ客観的な

根拠を示すべきである。 

また、実際の赤潮発生頻度がどのように変化

するかシミュレーションするためには、温排

水、栄養塩、一次生産量などの各影響要因の測

定地点の数や位置を一致させなければならな

い。現計画では異なっている(一部、整合してい

る地点もある)。これでは高い精度での解析がで

きず、曖昧な結果しかだせない。各影響要因の

調査地点の選定を再考し、統合を図らなければ
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ならない。 

142 水質汚濁 

底質は建設機械稼働だけでなく、稼働時の汚

染も、主要重金属それぞれについて評価すべ

き。 

建設機械の稼働に伴う底質の調査地点につい

ては、「発電所アセスの手引」において、「浚

渫工事箇所ごとに海底表層部分での１点を標準

とするが、工事の規模等に応じて増加するもの

とする。」とされており、方法書（P6-62）に示

す、取放水設備工事等を実施する範囲内の５地

点を設定しております。 

取放水設備工事以外の供用時の底質につい

て、温排水は海水を復水器の冷却にのみ使用す

るものであり、水質に変化はありません。ま

た、海水の取水方式としては、深層取水方式を

採用いたしますが、海底の泥などを巻き込まな

いよう設備を設計することから、海水の取水に

よる底質への影響はほとんどないものと考えて

おります。 

また、「発電所アセスの手引」においては、

「一般排水や温排水の排出による影響が想定さ

れるが、これらは排水基準を遵守することが前

提であり、これまでの実績等から底質の環境保

全上の支障は想定されないことから、参考項目

として設定しない。」とされていることから、

評価項目として選定しておりません。 

建設機械の稼働に伴う底質の調査について

は、「発電所アセスの手引」を参考に「海洋汚

染及び海上災害の防止に関する法律施行令第五

条第一項に規定する埋立場所等に排出しようと

する廃棄物に含まれる金属等の検定方法」（昭

和 48 年環境庁告示第 14 号）に定められている

方法により、有害物質を測定いたします。 

143 底質調査について(P6-60) 

１）底質調査の目的と意図 

底質調査は、海域工事に伴って建設重機等

による撹拌で底質の汚染物質を移動、拡散さ

せないことを目的に設計されている。しか

し、この目的以外に排水による底質撹拌、取

水による底質改変も起こりうることが全く考

慮されていない。これら未検討次項によって

底質中の栄養塩・有害物質・重金属回帰(溶

出)、酸素消費、濁りなどの環境影響が懸念さ

れる。これらは目的が異なるため別項目とし

て詳細な調査をすべきである。また底質の調

査項目については、強熱減量、酸化還元電

位、硫化物濃度などは当然として、栄養塩

類、重金属類、有害物質などの濃度も測定す

る必要がある。 

２）調査地点数とその位置 

上記の取水排水による底質撹拌の把握を調

査目的とした場合、底質環境の調査方法(P6-

60)について、調査地点数が 5 地点と全くもっ

て少ない。また位置においても排水口近傍の

みであり、広範囲に影響がでる可能性を排除

した測定地点の配置である。本来、調査地点

はこうした不測の事態や大規模な環境悪化が

生じる可能性を念頭に置いて、数kmの範囲に

調査地点を置かなければならない。5 地点にし

た根拠は何か、大規模な環境変化の有無を検

知できる明確かつ科学的な理由を示すべきで

ある。 
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144 マクロベントス、メガロベントスの調査につい

て(P6-68) 

当該海域では護岸の改変や水質・底質の悪化

によって、外来種が定着している。しかし、現

状の在来種と外来種の生態系バランスは、新た

な温排水や水質・底質環境の変化などによって

変化・変質する可能性がある。例えば、南方系

生物などが分布域、個体数を増加させ、北方系

生物が減少するなど容易に想定される。こうし

た場合は、現象は局所的であっても、火力発電

所近傍海域が外来種の温床となり、大阪湾全域

に拡大させてしまう可能性が認められる。方法

書には、こうした外来種定着・増加・拡散予測

やシミュレーションについて全く書かれていな

い。こうした外来種が漁業などに影響を及ぼし

た場合は、操業補償、賠償金、環境改善費用な

ど全額を負担する必要がある。 

海域に生息する動物への影響については、

「発電所アセスの手引」を参考に、今後、調

査、予測及び評価を実施し、その結果を準備書

に記載いたします。 

なお、海生動物に関わる現況調査では、放水

口近傍を含む周辺海域における「特定外来生物

による生態系等に係る被害の防止に関する法

律」、兵庫県及び神戸市のブラックリストの外

来種について、季節ごとの出現状況を確認いた

します。 

  

145 計画段階配慮事項に関する調査、予測及び評価

の結果 

表 4.3.2-2 (P4-25)において、水温が 3 ℃以

上上昇する面積が 6.6km

2

から約 11km

2

とおおよそ 

2 倍に拡大する。これは、近傍海域の面積全体

23km

2

の半分に相当する。これに対して「影響は

小さい」と述べているが、サンゴや藻場がない

ため影響が小さいと言っているだけで、近傍海

域の半分に温排水が広がるにもかかわらず「小

さい」というのは明らかな論理のすり替えであ

る。また、1～2℃の上昇であっても、水温上昇

すれば生息できない生物種も多く存在すること

を鑑みれば、近傍海域への影響はほぼ全域とな

り、壊滅的打撃となる。これは極めて甚大かつ

深刻な影響と言わざるをえない。 

配慮書手続きにおいては、重大な環境影響が

考えられる環境要素について検討するとされて

おり、「計画段階配慮手続に係る技術ガイド」

において、環境影響を受けやすい対象として、

藻場、干潟、サンゴ群集があげられていること

から、海域に生息する動物、生育する植物につ

いては、これらの影響について評価いたしまし

た。近傍海域 23 km

2

については、３℃以上上昇

域の面積の推定結果がこの海域に留まる事を示

すために記載したものであり、環境影響評価の

判断として用いたものではありません。 

調査範囲については、１℃以上の温排水拡散

推定範囲を包含する周辺海域を対象とし、海域

に生息する動物、生育する植物への影響につい

て、今後、調査、予測及び評価を実施し、その

結果を準備書に記載いたします。 

146 現況環境影響調査により土壌調査や生物体内

蓄積調査、成長調査を加えるべきである。汚染

物質は土壌に堆積したり、蓄積したりする。水

銀などは動植物の体内に蓄積される。環境汚染

は動植物の成長に影響を与える。それぞれの環

境汚染物質に対して、最高濃度予測地点におけ

る化学物質や重金属の土壌調査や動植物内の蓄

積量動植物への成長影響調査を行うべきであ

る。 

土壌への影響については、「石炭火力発電所

排煙中微量物質の挙動調査」（電力中央研究

所、平成元年）によりますと、石炭中の微量物

質は、一般に土壌中の濃度と同程度であるこ

と、また、発電所周辺での積算 25 年間にわたる

土壌への影響はほとんどないことが報告されて

おります。 

なお、重金属等の微量物質については、施設

の稼働に伴い排出するおそれがある事から、大

気質の評価項目として選定しており、今後、調

査、予測及び評価を実施し、その結果を準備書

に記載いたします。 
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6.景観関係 

No. 意見の概要 事業者の見解 

147 【眺望・景観の環境影響評価予測を慎重に】 

 この問題では、煙突の高さ 3 通りの案とも環

境に大きな影響はないとしているが、いずれも

意図的に影響が少ないようなモンタージュ写真

が添付されています。モンタージュでは、確か

に煙突は見えるか見えないかのようです。 

 しかし実際はこんなものではありません。私

は六甲アイランドの居住区北西端に住んでいる

者ですが、私の居住するマンションから見た現

在の煙突の写真を添付します。これは標準レン

ズでの撮影です。煙突はモンタージュよりはる

かに大きく見え、圧迫感があります。 

 さらにモンタージュでは煙を再現していませ

んが、冬季は連日の如く六甲山の上に突き抜け

るように高く上ります。あるいは大きくたなび

きます。事業者は説明会で、冬季たまに白煙が

上がることがあると述べましたが、たまではあ

りません。ほぼ連日です。この煙突がもう一本

建つのです。 

 六甲山は日本で最初に指定された国立公園、

瀬戸内海国立公園を構成する大切な景観です。

これを煙突や煙は大きく毀損します。最近は外

国からのクルーズ船がよく神戸港に入港しま

す。 

この煙突や煙はどんな思いで外国人に受け止め

られるでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

配慮書に記載の景観については、施設の存在

（煙突高さ）が対象事業実施区域周辺における

主要な眺望点からの眺望景観の変化の程度に及

ぼす影響を、垂直視覚及び眺望景観イメージ図

を用い予測及び評価いたしました。 

施設の存在に伴う景観については、「神戸市

都市景観条例」に基づき、建物、煙突等の形

状、色彩等を検討の上、主要な眺望点からのフ

ォトモンタージュを作成し、予測及び評価を実

施し、その結果を準備書に記載いたします。 

煙突からの白煙については、排ガスは、脱硫

処理を行う過程で水蒸気を含んだ状態となって

おり、大気温度、湿度によっては水分が凝結し

て、細かな水の粒子となり、光が乱反射して、

特に冬季における大気温度が低い朝方等には、

白く見えることがあります。また光の当たる角

度によっては、影により一時的に灰色や、黒っ

ぽく見えることもあります。 

なお、燃料として使用する石炭の炭種によっ

て、排ガスの性状が大きく変動する事はありま

せん。神鋼神戸発電所による排ガスは、ばい煙

処理施設で処理し、ばい煙排出濃度は協定値以

下で運転しております。 

148 景観について問題ないとしているが、冬と春

の時期あるいは、早朝・夕方に煙突から出る白

煙や黒煙についてまったく検討されていない。

気温が高いと排煙は見えないが、大気汚染物質

が含まれている。 

国際観光都市神戸にふさわしくない景観だ。

石炭火力発電設備建設は断念すること。 

 

◇写真参照 
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No. 意見の概要 事業者の見解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

149 景観について。 

「配慮書」に対する意見書で、景観に関し、

煙突の高さ、位置だけを評価対象にし、煙突か

ら排出される噴煙を対象にしていない、景観評

価は白紙撤回すべきだ、と述べたが、景観とい

うのは人間の眼に入る景色なり、風景のすべて

であるからだ。白煙については光の乱反射によ

り、白く見えることがあり、光の入る角度によ

り、白煙が灰色に見えることもあると説明され

た。「噴煙のひどいときの状態、情景を見たこ

とがあるのか」と書いたが、「ひどいときの状

態」を具体的に補足して言えば、異様なほどの

灰色または灰黒色の噴煙が灘区の上空を覆って

いるということだ。光線が少ない、弱い曇天も

しくは雨曇りの日に顕著であるのは、光線の具

合だけでは説明できないのではないか。燃料で

ある石炭の組成、石炭の質に原因があるのでは

ないか。輸入している石炭の産出国、種類を明

らかにしてもらいたい。 
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7.産業廃棄物関係 

No. 意見の概要 事業者の見解 

150 石炭火力発電所稼働後の石炭灰、などの産業

廃棄物の処理について、他社への委託処理によ

り適切に処理され、セメントや道路舗装用の材

料として再利用されているとするが、こうした

石炭灰の処理・再利用における水銀など重金属

環境汚染もまた問題になっている。一部は管理

型最終処分場への廃棄を必要とするものとな

る。環境影響評価書に最終処理に至るまでの全

容を記載し、明らかにするべきである。また、

その最終処理責任を神鋼が負うべきである。 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以

下、「廃棄物処理法」という。）第３条におい

て、「事業者は、その事業活動に伴つて生じた

廃棄物を自らの責任において適正に処理しなけ

ればならない。」とされており、産業廃棄物の

処理を業者に委託したとしても、廃棄物が適正

に処理されるまでは排出事業者が責任を負うこ

ととなっております。 

廃棄物の予測及び評価については、工事の実

施及び発電所の運転に伴い発生する産業廃棄物

の種類ごとの発生量、有効利用量及び最終処分

量を計画に基づき予測し、「廃棄物処理法」と

の整合が図られているかを検討して評価し、そ

の結果を準備書に記載いたします。 

電気業による石炭灰については、「資源の有

効な利用の促進に関する法律」において、「指

定副産物」として指定されており、再生資源と

して有効利用することを促進すべきものとされ

ております。また、「電気業に属する事業を行

う者の石炭灰の利用促進に関する判断の基準と

なるべき事項を定める省令」（通商産業省令第

57 号、平成３年）において、石炭灰の利用促進

のための基準が定められております。神鋼神戸

発電所で発生する石炭灰は、セメント原料とし

て有効利用しておりますが、セメント会社の受

入れ基準を満足しており、本計画において発生

する石炭灰についても同様に有効利用する計画

としております。 

151 石炭灰等の廃棄物処理を業者へ一括丸投げし

ているが、発生源の企業が最終処分まで責任を

持つ必要がある。石炭灰の有効利用というが、

公害を拡散しているだけだ。 

◇石炭灰は、セメント材料としてリサイクルす

るようだが、石炭灰中の水銀などの重金属類が

セメント製造過程で大気・土壌汚染しており問

題だと指摘されている。 

 

 

 

152 廃棄物等の中の産業廃棄物について、「種類

ごとの発生量、有効利用量、最終処分量を事業

計画等に基づいて予測する」(6-85)とあるの

で、そのそれぞれの中の水銀などの有害重金属

含有量も評価して公表すること。 

廃棄物については「廃棄物処理法」に基づき

適正に処理または有効利用する計画としており

ます。 

また、廃棄物の評価については、「発電所ア

セスの手引」を参考に、法律との整合が図られ

ているか、産業廃棄物に係る環境影響が、実行

可能な範囲内で低減されているか、環境保全に

ついての配慮が適正になされているかを検討

し、その結果を準備書に記載いたします。 

 

153 廃棄物に含まれる有害物質、重金属の運搬時

の飛散、利用後の追跡調査（セメントに使用し

た場合、埋め立てに使用した場合に、その後数

十年間に当該物質が外に出て環境影響をもたら

す可能性など）も評価する必要がある。 

154 石炭灰、集塵装置捕集物、脱硫装置回収物につ

いて 

有効利用されるもの、産廃として処理処分さ

れるものなどすべてについて、石炭中に含まれ

る水銀などの重金属類、放射能など微量成分の

含有量を予測評価することが必要。 

＜理由＞外部へ有効利用であれ廃棄であれ外部

放出されるものは環境保全上問題ないと確認さ

れるべき 
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8.温暖化関係 

No. 意見の概要 事業者の見解 

155 温室効果ガス排出量について 

本方法書ではUSC（超々臨界圧）を採用し、

BAT（Best Available Technology）の参考表の

(B)について採用の可能性を検討した上で(A)以

上を採用することが強調されている。また「石

炭を燃料とする最新鋭の発電技術（経済性・信

頼性において問題なく商用プラントとして既に

運転開始をしている最新鋭の発電技術）である

USC発電設備の導入により、発電電力量当たりの

二酸化炭素排出量を低減する計画」とし、二酸

化炭素排出量は約 0.77kg-CO
2

/kWh、総排出量は

年間約 700 万 t-CO
2

としている。従来からの効

率を向上しても、最新のLNG火力の約 2 倍にも及

ぶCO
2

排出量であり、拡大によって追加的に排出

される膨大なCO
2

による影響への配慮が全く見ら

れないことは問題である。 

LNG火力の最新型や、再生可能エネルギー発電

所など、CO
2

排出量の少ない発電技術を比較すべ

き。石炭火力発電所は、最新型であっても大量

のCO
2

を排出させるため、本計画は看過できな

い。 

また、既存発電所 2 基の排出を加えると、神

戸市の年間排出量約 1,200 万トンを貴社のみで

上回る排出となる。さらに、需給契約を締結し

ている、関西電力の電力排出係数の悪化をもた

らす可能性が極めて高い。 

例えば、仮に石炭を燃料として選択するので

あれば、最新型のLNG火力発電と比較し、超過す

る分の排出削減を具体的にどのように実現させ

るのかについても検討する必要がある。 

 

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏- CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

 

本計画において、現時点での二酸化炭素排出

係数は、約 0.77 ㎏- CO
2

／kWh、本排出係数によ

る二酸化炭素総排出量は、約 700 万ｔ- CO
2

／年

と想定しております。 

本計画の電力は、発電のため所内で消費する

電力を除き全量を関西電力へ卸供給いたしま

す。二酸化炭素排出量約 700 万ｔのうち、発電

のために所内で消費する電力に相当する約 40 万

t が当社の二酸化炭素排出量として神戸市の二酸

化炭素排出量に含まれます。送電電力に相当す

る約 660 万ｔの二酸化炭素排出量については、

156 CO
2

排出に関する取り扱いと「東京電力の火力

電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ」

との整合性について 

IPCC第 5 次評価報告書において示されたよう

に、CO
2

は気候変動の主因であり、地球環境に多

大な影響を及ぼすことは明白である。BATを採用

する場合でも、事業によって引き起こされるCO
2

の総排出量の影響を検討し、対応を実施するこ

とは、事業者の社会的責任として不可避であ

る。 

また、環境大臣から経産大臣への意見書で

は、「東京電力の火力電源入札に関する関係局

長級会議取りまとめ」をふまえて環境対策を行

うことを求めており、経産大臣意見でもその旨

が明記されている。さらに 2015 年 6 月 12 日、

環境大臣は西沖の山発電所（仮称）の計画段階

環境配慮書に対する意見として、電力業界全体

が温室効果ガス削減に取り組む枠組みが未構築

であること、環境対策が明らかにされていない

ことを問題視している。2015 年 7 月 17 日には電
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No. 意見の概要 事業者の見解 

力業界の自主的枠組みが構築されたが、その実

効性は疑問が持たれている。事業者は、取りま

とめを踏まえて具体的にいつまでにどのような

対応を行うのか、スケジュールを含めて明確に

する責任がある。 

卸供給先である関西電力の電力使用先の排出量

となることから、発電に伴って発生する二酸化

炭素排出量全量が神戸市の排出量となるわけで

はありません。現在稼働中の神鋼神戸発電所の

二酸化炭素排出量についても同様に取り扱われ

ております。 

送電電力に伴う二酸化炭素排出量約 660 万ｔ

については、この計画に基づき、再生可能エネ

ルギーの導入や、当社の発電所設置計画を含め

た火力発電の高効率化、原子力発電の活用など

により、関西電力を含む電気事業連合会および

新電力などが電力業界全体で 2030 年度の二酸化

炭素排出係数を 0.37 ㎏-CO
2

/kWh 程度となるよ

う、取り組みを行うものと考えております。 

上記の取組みについては、今後の環境影響評

価手続期間中に具体化された内容があれば、可

能な範囲で準備書に記載いたします。 

なお、当社グループにおいては、「環境に配

慮した生産活動」「製品・技術・サービスでの

環境への貢献」を環境経営方針の一つとしてお

ります。生産活動においては、日本鉄鋼連盟を

はじめとする各産業界における低炭素社会実行

計画にもとづいた生産プロセスにおける二酸化

炭素排出量低減に取り組んでおります。この

他、製品・技術・サービスでの環境への貢献と

して、高張力鋼板や自動車用アルミパネル等の

素材分野や高効率ヒートポンプ、省エネ型建機

等の機械分野に加え、バイオ天然ガス、バイナ

リー発電、水素ステーション等の再生可能エネ

ルギー、余剰エネルギー活用等の分野において

も、広く二酸化炭素排出削減に貢献する製品の

開発、普及に取り組んでおります。 

157 温室効果ガスに関する取り扱い (P.2-13) 

新設される石炭火力発電所から排出される温

室効果ガスCO
2

は 770 万t- CO
2

/年と膨大であり、

これは神戸市から排出されるCO
2

の年間総排出量

1189 万t- CO
2

/年(2012 年)の約 2/3 に相当する

(第 3 次兵庫県地球温暖化防止推進計画)。ひと

つの民間企業がこれほどの量を排出するなど、

社会通念上許されるものではない。神戸製鋼は

「卸供給であるため責任はない。関西電力に任

せ、枠組みができれば従う。」としており市民

企業を謳う企業として無責任極まりない。自社

としての削減対策を明記すべきである。 

158 CO
2

排出による環境影響に関する具体的情報につ

いて 

CO
2

排出原単位や総排出量、設備利用率は記さ

れているが、石炭種など、算出の前提となる情

報を明示するべきである。また発電端効率、送

電端効率も環境保全の見地から検討するにあた

って重要な情報である。そのほか、使用石炭種

を変える場合、あるいは、その可能性があるの

であれば、主要産炭地毎の評価を実施すべきで

ある。今後、低品位炭を使用して発電効率が低

下した場合、環境影響評価を改めて実施するな

どの対応策は事前に示されるべきである。これ

らは事業実施の是非や、周辺環境への影響にも

深く関わる情報であると考えられるため、事業

者はこれを早急に開示、取り決めをするべきで

ある。 

環境影響評価の前提となる石炭性状等につい

ては、今後、詳細検討を行い準備書に記載しま

す。なお、石炭性状については成分のバラツキ

を考慮して最大となる条件を想定して設定いた

します。 

159 CO
2

排出量の予測、評価手法について 

評価の手法として、「二酸化炭素に係る環境

影響が、実行可能な範囲内で回避又は低減され

ているかを検討し、環境保全についての配慮が

施設の稼働に伴う温室効果ガス等（二酸化炭

素）については、環境影響評価項目に選定して

おり、「二酸化炭素の発生による環境影響が、

実行可能な範囲内で回避又は低減されているか
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適正になされているかを検討する」とされてい

る。CO
2

を大量に排出する石炭火力を選択するこ

と自体が、環境負荷を回避・低減できていない

といわざるを得ないが、「実行可能な範囲」で

環境負荷が「回避又は低減」されているかをど

のように判断するのか、基準を示すべきであ

る。また同様に、東京電力の火力電源入札に関

する関係局長級会議取りまとめとの整合性につ

いても、判断基準を示すべきである。 

予測の基本的な手法としては、発電所の運転

に伴うCO
2

排出量と原単位を算出するとしてい

る。準備書においては、使用する石炭種別や設

備利用率など、算出の前提とする条件を明らか

にすることを求める。また、予測対象時期とさ

れている「発電所の運転が定常状態となり、二

酸化炭素に係る環境影響が最大になる時期」と

は、具体的にどのような時期を想定しているの

か明示するべきである。さらに予測には、設備

利用率の低下や石炭種の変更、経年変化による

原単位の悪化およびCCSの導入などによる原単位

の改善についても明らかにすることを求める。

また、CO
2

に関連するこれらの情報について事後

調査を実施し、実測値を公表することを求め

る。 

を検討し、環境保全についての配慮がなされて

いるかどうかを検討する」こととしておりま

す。 

予測及び評価にあたっては、使用予定の石炭

を想定した性状や設備利用率などの算出前提を

二酸化炭素の排出量が最大となる場合とし、そ

の条件を準備書で明らかにするとともに、「発

電所の運転が定常状態となり二酸化炭素に係る

環境影響が最大になる時期」を明示したうえ

で、国が定めた「BATの参考表」の（A）以上の

ものとすることを満足しているか等の評価基準

を示して判断する予定です。 

また、「東京電力の火力電源入札に関する関

係局長級会議取りまとめ」に示された「環境ア

セスメントにおける二酸化炭素の取扱い」を踏

まえ、可能な限り環境負荷低減に努めているか

どうか、また、国の二酸化炭素排出削減の目

標・計画と整合性を持っているかどうかについ

て、国が審査する観点を満足するよう必要な取

組みを講じ、準備書において評価する予定で

す。 

二酸化炭素排出量については、「地球温暖化

対策の推進に関する法律」等に基づく算定手法

に従い、適切に報告いたします。 

160 「最新鋭の超々臨界圧発電設備で高効率かつ

二酸化炭素排出量が少ない」というが、10 年前

に稼働した既設 140 万kw発電設備と発電効率も

二酸化炭素排出量も変わらない。 

既設の神鋼神戸火力発電設備の送電端熱効率

は 42.7％（設計上 100％稼働）で二酸化炭素排

出量は 790 万トンだ。送電端熱効率を芦屋市の

説明会で質問したが回答無し、二酸化炭素排出

量は方法書では 700 万トンであり、違いは無

い。 

本計画においては、国が定めた「BATの参考

表」に則した高効率な発電技術である超々臨界

圧(USC)発電設備を導入いたします。 

超々臨界圧(USC)発電設備は、神鋼神戸発電所

で採用している超臨界圧(SC)発電設備と比較し

て、蒸気の温度、及び圧力が高く、発電効率が

向上しますので、二酸化炭素排出係数が低減い

たします。 

なお、具体的な発電効率及び二酸化炭素総排

出量については、今後、検討を行い準備書に記

載いたします。 

161 CO
2

排出負荷の評価について 

＊国のCO
2

削減目標との整合について、当面目

標（2030 年）は関西電力に委ねる、長期（2050

年）目標は国のCCSの情報や研究開発に依拠する

としているが、これではアセスメントになって

いない。具体的な資料やデータを示し、中期、

長期計画に整合することを具体的に明らかにす

べき。 

 

平成 26 年４月に閣議決定された国の「エネル

ギー基本計画」では、石炭は「安定供給性や経

済性に優れた重要なベースロード電源の燃料」

と位置づけられ、「環境負荷を低減しつつ活用

していくエネルギー源」とされております。 

また、平成 27 年７月に決定された国の「長期

エネルギー需給見通し」では、「安全性、安定

供給、経済効率性及び環境適合を同時達成する

ためには、バランスの取れた電源構成とする必

要がある」とされております。石炭は、安定供

給性、経済性に優れ、価格についても他の燃料

と比較して安価で安定して推移しており、石炭

火力はベースロード電源として 2030 年度の電源

構成の 26％程度を担うと位置づけられておりま

す。 

上記の「長期エネルギー需給見通し」に基づ

き、本年末に予定されている COP21 を見据えて

162 今回の石炭火力発電設備投資および既設設備

に、排ガス中の全炭酸ガスを回収できる設備を

同時に設置すべき。 

理由 地球温暖化の影響は現在でも出ており、

炭酸ガス濃度を、今以上に増やしてはならな

い。そのためには、現在では経済的には成り立

たないとおもわれるが、それでも、こういう除

去設備を、今から運転してどの程度、再生可能
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エネルギーとのコストが異なるのかを、比較し

ておくことは意味がある。技術の発展には限界

はないといえるので、どちらが安く生産できる

のかという、神戸製鋼所が有するすばらしい技

術開発力を、そういう前向きの、再生可能エネ

ルギー分野に全力を振り向けるべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020 年以降の温室効果ガス削減に向けた「日本

の約束草案」が作成され、「2030 年度に 2013 年

度比▲26.0％の水準にする」との目標が設定さ

れました。 

これを受け、電力業界は温室効果ガスの削減

に向け、本年７月に電気事業連合会加盟 10 社、

電源開発、日本原子力発電および新電力の有志

23 社が、電力業界の低炭素社会の実現に向けた

新たな自主的枠組みを構築し、「電気事業にお

ける低炭素社会実行計画」を公表しました。こ

の中で、電力業界の低炭素化の目標として、

「2030 年度に排出係数 0.37 ㎏- CO
2

/kWh 程度(使

用端)を目指す」とされており、これは電力由来

のエネルギー起源二酸化炭素排出量にして、

2013 年度比▲35％程度に相当し、火力電源につ

いては、今後、高経年化が進む中で、火力電源

の高効率化が求められていくものと考えられま

す。 

また、自主的枠組みの中で「目標達成に向け

た実効性ある仕組みを充実できるよう、今後も

引き続き参加事業者の中で協議を進めてい

く。」とされております。 

CCS については、「東京電力の火力電源入札に

関する関係局長級会議取りまとめ」において、

「国は、当面は、火力発電設備の一層の高効率

化、2020 年頃の CCS の商用化を目指した CCS 等

の技術開発の加速化を図るとともに、CCS 導入の

前提となる貯留適地調査等についても早期に結

果が得られるよう取り組む。」とされており、

「商用化を前提に 2030 年までに石炭火力に CCS

を導入することを検討する。また、貯留適地の

調査や、商用化の目処も考慮しつつ CCS Ready

において求める内容の整理を行った上で、出来

るだけ早期に CCS Ready の導入を検討する。上

記の検討状況については、随時、事業者に対し

て情報を提供する。」とあります。 

現時点では、CCS は未だ開発段階であり、具体

的に提示することはできませんが、二酸化炭素

回収・貯留の導入に向けて、国から提供される

検討結果や技術開発状況等を踏まえ、本計画及

び神鋼神戸発電所について必要な検討を実施し

てまいります。 

なお、上記の取組みについては、今後の環境

影響評価手続期間中に具体化された内容があれ

ば、可能な範囲で準備書に記載いたします。 

163 排出する排水温が 30℃程度の低温であり、バ

イナリー発電やコ・ジェネレーションが導入で

きないとされているが、熱効率 40％位の発電効

率から考えて 60％近い石炭の熱エネルギーを放

出している。これも地球温暖化につながる行為

である。排水温が 30℃程度となるのは大量の海

水で希釈しているからに他ならない。積極的に

蒸気タービンでは、蒸気の高温・高圧化及び

排気圧力の低減、高効率の再熱再生サイクルの

採用等により、蒸気の持つエネルギーを最大限

活用しています。この結果、蒸気タービン出口

の蒸気温度は 40℃程度となっており、復水器で

熱交換した後の温排水の温度は夏場でも 30℃程

度となります。 
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コ・ジェネレーション、バイナリー発電の導入

を検討すべきである。 

温水熱源のバイナリー発電システムは一般的

に 70℃以上の温水が必要とされてされており、

それよりも低温である発電所温排水に適用する

ことは困難です。 

 また、神鋼神鋼神戸発電所では、近隣の酒造

会社等に対して熱供給を実施し、地域全体の省

エネルギーに貢献しており、これは一種のコジ

ェネレーションと考えております。 
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〔参 考〕 

方法書に対して提出される意見は、「環境影響評価法」第８条第 1 項の規定に基づき、「環境の保

全の見地からのご意見」に限られているが、「環境の保全の見地以外からの意見」は次のとおりであ

る。 

 

環境の保全の見地以外からの意見 

No. 意見の概要 事業者の見解 

164 近々に予想される南海トラフ大地震などへの

耐震性、対災害性、被害予測について、住宅密

集地に建設される海岸沿いの火力発電所とし

て、充分に検討されていない。検討は必須の環

境要件である。 

地震対策については、現在想定されている巨

大地震があっても、人命や設備に重大な損傷を

与えないよう、「建築基準法」、「火力発電所

の耐震設計規程」等、国が定める法、基準等に

基づいて設計を行うとともに、煙突やボイラー

架構などの大型構造物については、阪神・淡路

大震災の地震波形を用いた動的な解析を行い、

十分な安全性を有していることを確認いたしま

す。 

また、津波対策については、国の中央防災会

議による南海トラフ巨大地震による津波想定を

踏まえて、2014 年２月に兵庫県が公表した津波

浸水想定に対して、十分な高さをもつ発電所地

盤高さとすることで、発電設備が冠水しないよ

う計画いたします。 

165 表 2.2.3-1 のように対象事業の内容で参考と

して現設備を記載し、あたかも変更で縮小した

ようにしているが、新規であることを明記すべ

きである。 

該当する表において、新たに設置する設備に

ついては、「神戸製鉄所火力発電所 新設１号

機、新設２号機」と明記いたしました。 

また、対象事業実施区域内には、合計 140 万

kWの神鋼神戸発電所が存在していることから、

「参考」として記載いたしました。 

なお、新たに設置する設備及び神鋼神戸発電

所の配置計画の概要を、方法書(P2-6)に記載し

ております。 

166 神戸製鋼所が有するすばらしい技術開発力

は、時代を先取りする、前向きの技術分野であ

る、再生可能エネルギーの技術開発の分野に全

力を振り向けるべき。 

理由 神戸製鋼所を将来 100 年先まで永続させ

ることができる経営をすべきです。今回のよう

な、とりあえず利益が出せるという、姑息な、

近視眼的な投資はすべきではない。「利益が出

ればなんでもやる」という経営はやめるべき

だ。もし発電分野を手がけるならば、太陽光、

風力、地熱、バイオなどの発電技術の開発にこ

そ全力を掛け、環境分野で先頭を走る企業にな

るべき。すでに、「水素ステーション」や「燃

料電池車」の開発に御社の技術は役立っている

ことは確かであるが、こういう石炭火力発電

で、目先の利益を出すことに社員を振り向けて

いることは無駄である。 

 

 

 

 

 

当社グループにおいては、バイオ天然ガス、

バイナリー発電、水素ステーション等、再生可

能エネルギー、余剰エネルギー活用等の分野に

おいても、製品の開発、普及に取り組んでおり

ます。 

また、「環境に配慮した生産活動」「製品・

技術・サービスでの環境への貢献」を環境経営

方針の一つとしております。生産活動において

は、日本鉄鋼連盟をはじめとする各産業界にお

ける低炭素社会実行計画に基づいた二酸化炭素

排出量低減に取り組んでいる他、製品・技術・

サービスでの環境への貢献については、高張力

鋼板や自動車用アルミパネル等の素材分野や高

効率ヒートポンプ、省エネ型建機等の機械分野

等、広く二酸化炭素排出削減に貢献する製品の

開発、普及に取り組んでおります。 

なお、平成 26 年３月に関西電力が、火力発電

所の高経年化への対応及び経済性向上の観点か

ら火力電源入札募集を公表しました。当社は、

神鋼神戸発電所で長年培った大型石炭火力発電

所の安定操業のノウハウや、製鉄所の岸壁や荷

揚げ設備等のインフラ及び、神戸製鉄所の高炉



 

91 

 

No. 意見の概要 事業者の見解 

 

 

跡地を活用した石炭火力発電設備の導入を計画

し、関西電力の火力電源入札に応募し落札しま

した。関西電力との電力卸供給契約に基づく事

業であり、本計画は当社の中期的な安定収益基

盤となるものと考えております。 

 

 


